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した実験のための測定器設置などへの投資が重要で
あろう。 
（ ３ ） 本施設での主な研究課題である RI 物理・重イ
オン核物理のいずれの分野においても指導的立場に
ある研究者は多額の税金が投入されている重みを理
解しその研究成果を通じた社会貢献に意欲的な方々
である。そのような方向性を数値データ保存・流通な
どの研究成果公開促進や施設見学のような科学コミ
ュニケーションの視点から支援していく必要があろう。

1765 その他 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

減らすべきではないと考えます。 

日本は国土も狭く、資源や食料の量から言ったら「貧
しい」国であると思います。その中で何を生かしていけ
るかと言えば頭脳（ 研究、応用 ）なのではないでしょ
うか。 
 
「あらゆる学術研究 （研究者の自由な発想に基づく研
究 ）を支援する資金」がなくなったら、日本の将来は
どうなるのでしょう。「独創的・先駆的な研究に対する
助成」がなくなってしまったら、日本の研究は目先の利
益にこだわるものばかりになってしまい、今は良くて
も、この先発展が無くなってしまう気がします。 

1766 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金は、全ての科学技術関連
予算の中核を担っている。優先順位は高く、
更なる拡充が必要である。 
 
特に、基盤研究(C)を現行の 3～4 年最高 500
万円から、2～3 年最高 1,000 万円に引き上げ
る必要がある。また、基盤研究(B)についても
2～3 年最高 3,000 万円とすべきである。若手
研究(B)についても最高を 1,000 万円に引き上
げるべきである。また、最近、応募数の増加に
伴い、採択率が低くなっていることは大きな問
題である。基盤研究(C)、若手研究(B)につい
ては採択率が 30%程度となるようにすべきで
ある。また、充足率についても額が小さいこれ
らの研究については、80%かそれ以上となるよ
う配慮すべきである。 

最近、大学では （ おそらく独立行政法人化した元国立
研究所も同様と思われるが ）、運営費交付金が減額
され、外部資金の重要性がますます高まっている。ま
た、大学はプロジェクト研究を行う場であるだけでな
く、長期にわたる取組みが必要な基盤研究や人材育
成の場として重要な機能を担っている。このような研
究遂行のために、科学研究費補助金は大きな役割を
担っている。ピアレビューシステムにより、今すぐに成
果が上がらなくても、あるいは応用に結びつかなくて
も、重要な研究であれば支援される点において、非常
に貴重である。現在、広く応用されている技術 （その
中にはノーベル賞授賞対象となったものも含まれる ）
の中には、極めて純粋な知的好奇心から生まれたも
のが少なくない。昨年ノーベル賞を受賞された下村先
生の GFP の発見は好例である。この発見は、現在の
医学研究におけるイメージング技術を想定してなされ
たものではなく、クラゲがなぜ美しく光るかという疑問
に端を発したものである。このような基盤的で地道な
研究を支援するのは科学研究費（ それと運営費交付
金 ）である。 

1767 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金は、人文・社会科学から自
然科学まで幅広い分野の基礎及び応用研究
を発展させるのに必要不可欠な予算であるた
め、その予算確保は優先されるべきである。 

大学等の研究機関における先端的学術研究は、日本
の基礎科学を支えるものであり、これまで国民生活の
利便性や省エネルギー等の向上、科学技術面での国
際的競争力の維持などに大いに貢献してきた。科学
研究費補助金は、そうした学術研究を振興するため
の、重要な競争的資金である。科学研究費補助金の
予算削減は、日本の学術研究の進展を大幅に遅らせ
ることになると考えられる。 

1768 研究者 
文部科
学省 

X 線自由電子レ
ーザーの開発・
共用 

X 線自由電子レーザーは次世代の X 線プロー
ブであり、ライフサイエンスやナノテクノロジー
分野などの研究分野において、今後国際競争
に打ち勝つために必須な研究ツールになると
考えられるため、その予算は優先して確保さ
れるべきである。 

X 線自由電子レーザーは様々な可能性を秘めたプロ
ーブであり、現在国際的な開発競争が繰り広げられて
いる。予算を拡充し、早急に開発・整備を進めること
で、日本主導の元で、欧米に先んじて新たな研究領域
を開拓し、様々な成果を創出することができると考えら
れる。 

1769 会社員 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した大型放射
光施設
（ SPring-8 ）の
運営体制の構築 

SPring-8 に限らず、科学技術全般に対して十
分な予算を割り当てる必要がある。 

鉱物資源がなく農産物の輸出にも頼ることができない
日本が、国際社会において発展を遂げるには、科学
技術に頼るしかないと考えるため。 

1770 その他 
厚生労
働省 

難治性疾患克服
研究 

   私は、皮膚筋肉炎という難病患者です。 
 
この病気については、【自己免疫疾患研究
班】という、研究班がすでにあります。ですが、
研究成果を見ても、ほかの疾患に比べ少な
く、当然まだ病気の解明も、出来ていません
し、この病気に対する治療薬もありません。ま
た、治療のガイドラインも出来ておらず、大変
困っております。 これは、【自己免疫疾患研
究班】という ４疾患まとめて研究班では、対応
できないのだと思います。→ この研究班は、
Ｓ Ｌ Ｅ の研究で、「いっぱい いっぱい」の様
に、感じております。 このような、単疾患で、
精一杯というのでなく、四疾患の研究を平等
にしていただけるよう御願いいたします。 

 四疾患まとめて、四疾患分の予算が下りていると思
います。また、研究員も、四疾患で０ ０ 人のはずで
す。一つの疾患に偏った研究をするのでなく、平等に
研究費と研究員の配置を御願いいたします。  
 
 
 【税金を使っての研究】です。どのように対応すべき
かは、明白かと思います。 
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 平等な研究費や研究員の配置が出来ないと
いうならば、その理由を教えてください。また、
どのように、研究費を使用しているかや研究
員を配置しているかは、公表すべきと思いま
す。 
  

1771 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 今まで以上よりいっそう推進するべきである。
科学技術の発展を支える若手研究者を経済的に支援
する義務があるが、現在の規模では十分ではない。 

1772 研究者 
文部科
学省 

海外特別研究員
事業 

今まで以上よりいっそう推進するべきである
が、現在の規模では十分ではない。 

世界で活躍する若手研究者を経済的に支援する義務
がある。 

1773 研究者 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

今まで以上よりいっそう推進するべきである。
高い実績を得られている重粒子線がん治療の研究を
強力に進めていくべきである。 

1774 会社員 
文部科
学省 

大強度陽子加速
器による実験研
究 に関わる施
策 

J-PARC ミュオンチャンネル、特に超低速ミュ
オンチャンネルの早期実現を願います。 

日本独自の技術である超低速ミュオンにより、薄膜や
薄膜界面の情報が得られる。これにより従来不明だっ
た多くの物性課題が解決するとともに、電池・触媒・電
子素子等の産業発展に大きく貢献すると予想される
から。 

1775 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

最優先 （優先度判定 S ）で配分すべき施策
です。 

科学研究費補助金は、大学・研究所の研究者にとっ
てもっとも重要な研究費です。研究者個人の自由な発
案によって研究が行われ、基礎研究としてその成果は
産業などへ大きく貢献しています。大学では運営費交
付金が毎年削減され続けており、現在は運営費交付
金だけで研究を行っていくことは不可能です。研究だ
けでなく、大学における学生・大学院生のトップレベル
の教育にも科学研究費補助金は不可欠なものとなっ
ております。科学研究費補助金が削減されることにで
もなれば、日本の国力は大きく低下します。 

1776 研究者 
文部科
学省 

大学院教育改革
推進事業 （うち
グローバル COE
プログラム ） 

最優先 （優先度判定 S ）で配分すべき施策
です。 

グローバル COE プログラムは、各プログラムで行われ
ている様々な事業によって、自立した国際的な研究者
の育成に大きな役割をはたしています。GCOE によっ
て、大学院生は世界各国の高名な研究者とも臆する
ことなく討論し、研究をおこなう能力がついています。
私の所属するGCOEでは学位取得後に産業界へ就職
する大学院生も多く、ここで育った研究者は未来の日
本を築く力となっています。 

1777 研究者 
文部科
学省 

大学等の施設の
整備 

最優先 （優先度判定 S ）で配分すべき施策
です。 

日本の国立大学などは、研究において大きな成果を
あげているとともに、様々な分野へ優秀な卒業生を送
り出しています。その反面、大学の施設は狭隘であ
り、老朽化もあるため、安全に教育・研究を行うことが
難しい状態です。また、最先端の研究を行うためには
新たな研究機器・設備の導入が必要ですが、これらは
高額であるとともに、運営費交付金も削減されつつあ
り、ともすれば世界の最先端から取り残される恐れも
あります。このため、大学の施設・設備は積極的に整
備される必要があります。 

1778 研究者 
文部科
学省 

大学等の施設の
整備 

今までよりいっそう推進するべきである。 
大学の教育及び研究の質を向上させるために、よりい
っそうの予算が必要である。 

1779 研究者 
文部科
学省 

RI ビームファクト
リー計画の推進 

今までよりいっそう推進する必要がある。 
世界トップレベルの研究成果を期待される RI ビームフ
ァクトリー計画に、よりいっそうの予算が必要である。 

1780 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

今までよりいっそう推進する必要がある。 
学術研究は我が国の科学技術を縁の下で支えてきて
おり、学術研究の振興であるこの予算をよりいっそう
拡充する必要がある。 

1781 公務員 
文部科
学省 

戦略的基礎科学
研究強化プログ
ラ 

予算等の資源配分に関して更なる充実をお願
い致します。 

基礎科学分野で多数の成果を創出させることにより、
国際間の日本の地位向上、技術革新や産業分野等
への影響による将来の国力向上、子供や学生、国民
に科学への興味を抱かせ、日本人としての誇りや将
来への夢や希望を与える等、日本にとって将来への
先行投資となるため。 

1782 公務員 
文部科
学省 

外国人研究者受
入れ環境整備促
進 

行政刷新会議にて大幅な予算削減となった施
策ですが、先進国に比べて立ち遅れている分
野ですので、予算等の資源配分に関して更な
る充実をお願い致します。 

日本人研究者が科学分野で優れた成果を創出し、優
秀な人材育成のためにも、優秀な外国人を安定的に
受け入れ、活発に共同研究ができる環境を整備する
ことが重要だと思います。 

1783 公務員 
文部科
学省 

アルマ計画の推
進に関わる施策 

当初の計画どおり、予算等の資源配分をお願
い致します。 

宇宙や物質の生成過程を知ることは人類にとって大き
な意味があることだと思います。 
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1784 研究者 
文部科
学省 

学術振興会特別
研究員 

予算をこれまで以上に確保していただきた
い。 

次世代を担う研究者の養成に本制度の果たす役割は
大きく、いっそうの充実が必要であるため。 

1785 研究者 
文部科
学省 

次世代スーパー
コンピュータの
開発・利用 

日本が科学技術立国を目標に掲げ、世界をリ
ードして持続可能で平和な世界を築いていく
主要な役割を果たしていくためには、この事業
は必須である。ぜひとも最優先で推進したい。

人類が直面するエネルギー資源、温暖化、人口増加
などの最重要課題を科学技術の進歩によって克服
し、環境と経済が両立する持続性のある国際社会を
実現するために、日本は世界をリードする科学技術先
進国を目指さなければならない。そのためには、 １ ０
年、 ２ ０年後へ繋がるイノベーションの源泉となる基
礎科学研究の地道な継続と、それを担う後継者として
の若い世代の基礎科学教育への十分な投資が不可
欠である。これまでの日本は戦後のめざましい （しか
し長い ）経済復興期を終えて、ようやく基礎科学・技
術開発研究の充実に着手し、いまや日本発の基礎科
学がノーベル賞受賞に代表されるように世界に認めら
れるまでになってきた。しかし、 ２ １ 世紀に入るころか
ら、とりわけ中国を中心とするアジア各国が急速に科
学技術力を養い、基礎科学研究でも日本に迫る勢い
を見せている。ここで日本が目先の財源確保を優先し
て基礎科学の研究・教育を軽視し、これまでの努力の
継続を放棄するようなことがあると、あっという間に米
欧のみならずアジアの各国に遅れを取り、急激な世界
の技術革新について行けなくなって、長期的 （ ２ ０ 年
後 ）には第二次世界大戦直後のような技術後進国に
転落するような、取り返しのつかない事態となる恐れ
が十分にある 

1786 研究者 
文部科
学省 

大強度陽子加速
器による実験研
究 に関わる施
策 

この施策は、日本のみならず内外の研究者に
よる長い慎重な議論によって実施することが
できた研究計画で、世界中の研究者がその成
果に注目している。国内の主要大学すべての
研究者および多くのアジア等の大学の研究者
が参加して行われる計画であり、科学におけ
るアジア外交の推進の視点でも、推進すべき
である。 

大型計画である、次世代コンピュータ開発や、大強度
陽子加速器、大型放射光施設 （SPring-8 ）、RI ビー
ムファクトリーの充実、実験の推進などは、関連学術
団体等による長期に亘る多面的な検討によって練り
上げられた計画事業であり、それ自体が長い事業仕
分けの末に実現したととらえるべきである。これらは、
常に学術的および社会への説明責任の見地からの多
面的かつ専門的な評価とそれによる計画の修正整備
等を重ねており、採算性といった一面的な議論によっ
て大幅縮減などの結論に至るのは大きな間違いであ
る。 

1787 研究者 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した大型放射
光 施設
（ SPring-8 ）の
運営体制の構築 

SPring-8 は共用の施設として、多大な成果を
上げている。この施設の効率的運用のために
は、この施策は是非推進すべきである。 

大型計画である、次世代コンピュータ開発や、大強度
陽子加速器、大型放射光施設 （SPring-8 ）、RI ビー
ムファクトリーの充実、実験の推進などは、関連学術
団体等による長期に亘る多面的な検討によって練り
上げられた計画事業であり、それ自体が長い事業仕
分けの末に実現したととらえるべきである。これらは、
常に学術的および社会への説明責任の見地からの多
面的かつ専門的な評価とそれによる計画の修正整備
等を重ねており、採算性といった一面的な議論によっ
て大幅縮減などの結論に至るのは大きな間違いであ
る。 

1788 研究者 
文部科
学省 

原子力基礎基盤
戦略研究イニシ
アチブ 

継続すべきである。特に、若手原子力プログ
ラムは有効性が高い。 

化石燃料資源の有限性、CO2 排出削減の流れから、
エネルギー源としての原子力の重要性が高まってい
る。また、放射線は、各種産業において随所で利用さ
れており、更に、今日の医療において不可欠なものと
なっている。エネルギー源としての原子力、医療に用
いられる放射線の基盤には共通する部分が多く、近
年では特に我が国を中心に原子力分野と医療分野の
研究者の連携が盛んになりつつある。また、原子力、
放射線の恩恵を安全、安心のうちに享受するには、基
盤となる物理、化学、生物学研究の推進、更には、人
文、社会学などを取り込むことも必要である。本事業
は、原子力を広義にとらえ、その基盤となる研究を幅
広く支援する優れたプログラムである。また、このよう
な新興、融合分野の開拓は若手研究者のチャレンジ
に期待されるところが大きい。更に、エネルギー政策、
放射線人体影響などは、長期的な取組みを必要とす
る課題である。このようなことから、（ 広義の ）原子力
分野における若手研究者育成の必要性は他分野と比
べて高い。科研費などに比べて額が大きめの若手プ
ログラムは、このようなチャレンジ精神を持った若手研
究者が研究室から自立し、独自の発想による研究を
開始するきっかけとなっている。これは、長期的には
原子力、放射線の安全、安心利用につながるであろう
し、他の学際分野に先駆けた取組みと言える。 

1789 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 

女性研究者支援システム改革事業および若
手研究者養成システム改革事業等の、科学
技術人材育成プログラムは、今後も重点的に
実施すべきである。優先度Ｓに相当する。 

資源の少ない日本が先導的な科学技術を開発し、イ
ノベーションを創出するためには、多様な人材の活用
が必須である。特に欧米と比べて著しく割合の低い女
性研究者の活躍を促進し、次世代を育成することは、
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継続的なグリーンイノベーションにとって、最も重要な
施策である。女性の社会進出全体を促進するモデル
としても、女性研究者がリーダーとして活躍できる社会
の枠組み作りは重要である。今後も人材育成プログラ
ムは、継続発展することが重要である。 

1790 研究者 
文部科
学省 

戦略的創造研究
推進事業 

戦略的創造研究推進事業は、資源の少ない
日本の国力の源泉である科学技術の発展の
ために、重要な基礎研究を強化するための事
業であり、今後も重点的に実施すべきである。
優先度Ｓに相当する。 

科学研究費等の基礎研究資金の充実はもちろん重要
だが、金額が少なく着実に比較的少人数で行う研究を
対象としている。しかし、斬新なアイディアによる新し
い科学の創生にはある時期に集中的に、かつ場合に
よっては大きなチームで実施する研究が必要な場合
が多い。そういった意味で、本事業は非常に有効なプ
ロジェクト型研究費であり、これまでにも多数の新技
術、新知見を生み出してきている。今後も継続発展が
重要である。 

1791 研究者 
文部科
学省 

私立大学におけ
る教育・学術研
究の充実 

大学生の約 8 割を担う私立大学において、教
育および学術研究を充実することは、日本全
体の基礎研究および産業人材育成を強化す
る上で必須であり、一層の充実が必要であ
る。今後は今まで以上に、特に重点的に実施
すべきである。優先度Ｓに相当する。 

日本の大学の 75％を占める私立大学の、基盤的経費
としての経常費補助および特色ある研究教育を行う
大学への補助である研究設備整備費等補助などを充
実することは、高度な産業人材育成を強化し、日本が
グリーンイノベーションを継続的に創出するために、必
須である。特に科学研究費や大型競争的研究資金等
については、私立大学は国立大学に比べて採択率が
低い状況にあるので、この格差の是正をめざすととも
に、当面これらの資金にて不足分を充当する必要が
ある。 

1792 研究者 
文部科
学省 

独 ）理化学研究
所バイオリソー
ス事業 

この事業の予算の削減を撤回していただきた
いと思います。 

私たちは現在、海産動物「ホヤ」を用いて化学物質に
よる海洋汚染をモニタリングするシステムを開発して
います。科学技術の発達に伴い、地球の水、空気環
境は悪化の一途をたどっており、野生生物に対する影
響も計り知れないものがあります。私たちはゲノムが
解読された海産固着動物ホヤを用いて、海洋に排出
される化学物質の海産動物に与える生物学的影響を
評価するシステムをすでに確立し、その方法論をさら
に発展させて、野性のホヤの遺伝子発現プロファイル
からホヤ生息海域の汚染状況を推定する方法を開発
しつつあります。 
 
私たちの研究には、理化学研究所バイオリソース事業
によって提供される「実験用カタユウレイボヤ」が必須
です。実験に適した準クローンのカタユウレイボヤの
飼育と供給は、先人研究者たちの多大な努力によっ
てノウハウが蓄積され、人材が育成されて今日に至り
ました。また、供給された膨大な研究材料を用いて多
くの研究成果が世に出ました。ホヤに限らず、バイオ
リソースによって供給されている多くの研究材料の生
物は、これまでの日本の研究者の努力の賜物であり、
次の世代の科学研究の発展に不可欠な財産でもあり
ます。 
 
 
このたびの事業仕分けにより本バイオリソース事業は
予算削減の評価をいただき、その理由のひとつとして
「産業ニーズを意識しない基礎研究が行なわれてい
る」とのコメントをいただきました。我々基礎科学の研
究者は、基礎研究を軽視して応用研究に走ったため
に途中で挫折したプロジェクトを数多く見ており、地道
な基礎研究の上に応用研究が成り立つ事を実感して
います。 
 
 
バイオリソース事業の計上予算は金額の上でも大き
なものではなく、限られた予算の中で関係者の努力で
成り立っている事業です。この事業を縮小させること
によって失われたノウハウは後で取り戻すことができ
ません。この事業の予算を削減する措置は再検討し
ていただけるとありがたいです。 

1793 研究者 
文部科
学省 

女性研究者支援
システム改革 

１ ） 子育てをしながら研究する女性研究者に
とって、大学等研究機関の敷地内に保育施設
があり、いつでも入所できるようにすることは
最重要課題です。 
 
 
 
２ ） 子供を育ててみると、「子育て」は小学校
入学までで終わるものではなく、子供の人格
が形成されて自立するようになる高校卒業ま
では親のサポートが必要であることを実感し

子育てをしている女性研究者は （ 子育てをしていな
い ）男性研究者に比べて時間的、体力的なハンディ
を担っています。大学のような研究教育機関では、一
定の比率で女性教員が居る方が望ましいが、特に子
育てをしている女性研究者は通常の競争では生き残
れないのが現状です。女性研究者が子育てをしつつ、
研究、教育に従事していけるような環境整備が必要だ
と考えます。 
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ます。その間、同じ職場に居続けることは難し
く、昇進や転出をあきらめて残れるならまだよ
く、場合によっては辞めざるをえないケースも
あります。昨年から、いくつかの大学で女性教
員限定の採用が国の支援策として始まりまし
た。この施策は画期的だと思います。しかしな
がら、現在は同じ大学内での応募はできず、
他大学へ応募せざるを得ない状況です。その
女性研究者の研究分野や特殊技術がその大
学内で必要と見なされる場合は、同じ大学内
で女性教員限定ポストに応募、採用できるよう
なシステムにしていただけるとありがたいで
す。 
 
 
 
３ ） 仕分け評価コメントにもありましたが、私
も女性研究者支援として研究費を分配する必
要はないと思います。 
 
 
 
４ ） 科学技術の進歩によって、大学でも様々
な解析機器や技術が導入されています。解析
機器のオペレータ－や技術支援のスタッフと
して北大でも多くの女性技術員が３ 年任期の
非常勤で働いています。このような技術職は
３ 年の任期ではなく、長期に雇用できる体制
にしていただきたいと思います。 

1794 研究者 
文部科
学省 

分子イメージン
グ研究 

分子イメージングは、「これからの１ ０ 年の医
療を変える （米国フォーブス誌 ）」とされる極
めて重要な研究・開発分野であり、国民の医
療に革命的な改善をもたらしうる数少ない希
望の一つである。「人の命を大切に」し、「医
療・ 介護・環境など新たな分野における産業
と雇用の創出による内需主導型の経済成長
の実現」にまさに符合する領域です。  米国
やヨーロッパでは、それぞれ数十カ所を超える
研究拠点があり、韓国やシンガポールでも複
数の拠点が形成され、研究だけでなく機器開
発 （特許 ）・迅速な製薬開発手法を含め、国
益をかけた激烈な競争に突入しています。こ
の競争に敗北すれば、近い将来、日本は「医
療植民地」とも言うべき、輸入に依存する非経
済的な医療システムを甘受せざるを得ないと
思われます。内需および外需の両方に競争
力を保ち、人の命を守る「分子イメージング」
の研究に戦略的な増資が必要であると考えま
す。 

例えば、ガンの治療薬は、その効果が予想できないた
めに、無意味な投薬を繰り返した結果、「手遅れ」にな
るという事態が生じます。また、手術をしても、一つの
細胞でも取り残すと、そこから再発が生じます。分子イ
メージングは、高度な生体イメージング技術により「予
測治療」「迅速効果判定」あるいは「複合治療」を可能
にします。そのためには、戦略的に拠点を整備し、複
数の領域の技術を統合する必要があります。また、
「基礎が終了してから臨床へ移行する」、という短期的
な発想ではなく、基礎研究の推進と臨床応用への移
行を、「継続的かつ並列して進める」ベルトコンベアの
ような体制が必須です。  例えば、MRI や PET、光イ
メージングなどの画像診断技術、ナノ粒子の作成技
術、薬を合成し運搬する技術などで、国内の優れた基
礎研究の結果を統合し連携しなければ、競争に勝ち
残れず、医療への応用や産業化に結びつきません。
これまでの分子イメージング研究は、サイエンスを始
めとする国際的雑誌に掲載され、研究者が少数であ
るにも関わらず、極めて多数の国際論文や特許の成
果を出しています。故に、今こそ、日本の基礎研究の
強みを生かし、分子イメージング研究に戦略的な投資
を行う時期だと考えます。 

1795 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金に関して ３つの提言をした
い。 １ 選択と集中を行うために、研究費を
細切れにばらまくよりも、掛け持ちを禁止する
「中型予算」を増やし、その達成に責任を持た
せる。 ２ ポスドクの受け皿を増やし、研究を
活性化させるために、ポスドク雇用を義務づ
ける「人付き」とも言える研究費を増やす。 ３ 
研究費申請に必要な書類の量を減らし、事前
審査よりも、むしろ論文や学会発表などの客
観的な成果に基づく、事後審査を重視する。 

表面化していないが、近年、科学研究費補助金の実
質的な削減が相次ぎ、複数の研究費を取得しなけれ
ば、研究が継続できない状況に陥っている現実を訴え
たい。 １ 間接経費の導入により、実質的には直接
経費が ３割減となった。 ２ 基盤 C の研究年数で最
短期間が ３年になったことで、 １ 年あたりの研究費
は、実質的に ３割以上削減された。 
 
 その結果、例えば基盤 C の取得に成功しても、 １ 年
あたりの直接経費が 100 万円を下回るという状況もあ
り、多くの生物医学研究を単独の研究費のみでは達
成できない状況になった。また、掛け持ち研究が増
え、「集中」が困難となり、また複数の申請準備に要す
る労力と時間が増大した。このような状態は、まさに国
益を損じているとさえ言える。  
 
 さらに、ポスドクの雇用は、大型予算のみが可能な
ため、ポスドクの雇用が硬直化している。中型予算に
もポスドク枠を設けるなど、モノだけでなく、ヒトが活性
化する工夫が必要である。これは、ポスドクに関する
他の予算と統合する事も検討の価値がある。 

1796 研究者 
文部科
学省 

大学院教育改革
推進事業 （うち
グ ローバルＣ
Ｏ Ｅプログラ
ム ） 

グローバル COE プログラムは、各大学がその
特徴的な得意分野を強化し、博士後期課程大
学院生および若手研究者を育てることにより、
教育研究力を強化するのに役立ってきた。特
に若手の優秀な人材を科学技術分野におい

文部科学省が概算要求にあたって掲げた基本方針の
１ ： 総理指示である「大学や研究機関の教育力・研
究力を強化し、科学技術の力で世界をリードする」に
従い、我が国の科学技術力の強化に資する施策を展
開」に従い、メリハリのある予算措置を行う中で、「基
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てしっかりと育てることを目指すこの施策はよ
り充実させることが必要である。 

礎科学力」の強化、科学技術人材の育成・確保、国立
大学法人等における教育研究基盤の整備等が不可
欠事項であると考える。 

1797 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金は、基盤的研究の推進に
とってますます重要になっていく競争的研究
資金の中で、もっとも透明性が高く、公平に配
分されている資金が科学研究費補助金であ
る。これを充実することが日本の研究力を高
め、イノベーションを推進するためには必須で
ある。 

文部科学省が概算要求にあたって掲げた基本方針の
１ ： 総理指示である「大学や研究機関の教育力・研
究力を強化し、科学技術の力で世界をリードする」に
従い、我が国の科学技術力の強化に資する施策を展
開」に従い、メリハリのある予算措置を行う中で、「基
礎科学力」の強化、科学技術人材の育成・確保、国立
大学法人等における教育研究基盤の整備等が不可
欠事項であると考える。 

1798 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 

資源のない日本が科学技術によって世界のリ
ーダーとして貢献していくためには、博士後期
課程大学院生やポスドク研究者などの若手の
研究者を育成し ， 教育し、その研究成果を高
く評価していくことが必須である。特別研究員
事業はそのために必須の事業であり、拡張す
べきである。 

文部科学省が概算要求にあたって掲げた基本方針の
１ ： 総理指示である「大学や研究機関の教育力・研
究力を強化し、科学技術の力で世界をリードする」に
従い、我が国の科学技術力の強化に資する施策を展
開」に従い、メリハリのある予算措置を行う中で、「基
礎科学力」の強化、科学技術人材の育成・確保、国立
大学法人等における教育研究基盤の整備等が不可
欠事項であると考える。 

1799 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

・科学研究費補助金は、個々の研究者単位の
活動基盤であり、補助金の削減は研究活動
の量的質的低下と直結する。 
 
 
 
・研究者個人あるいは少数の研究単位への
研究補助金は個々の研究の維持に必須であ
る。いわば職人としての研究者の育成と維持
がなされなくては、大型研究プロジェクトや国
家的な戦略研究の基礎を担う人材と知識が
先細りとなる。 
 
 
 
・これまでにも経済的な研究環境に恵まれる
欧米への研究者の流出も問題とされてきた
が、更に拍車をかける状況を生じかねない。 

大きな理由として、日本の研究を実質的に牽引するの
は国公立大学の研究者であるが、その運営費交付金
は毎年一定に削減され、主として科学研究費補助金
による競争的資金の獲得が研究の維持に必須となっ
ている。 
 
既に運営費交付金での研究の維持は限界にきてお
り、まさに科学研究費補助金の削減により研究の中止
を余儀なくされる研究者が出現しよう。 
 
研究費補助金はいわが「国自身の教育費」である。自
己学修を怠ったり資金的に学修の継続が困難となっ
た学生の将来が危ぶまれると同様に、知的財産の蓄
積で成長してきた我が国の将来にとって、研究費の維
持は何よりも優先・維持される項目である。 

1800 研究者 
文部科
学省 

戦略的基礎科学
研究強化プログ
ラム 

特定の領域の特定の優れた研究者を選んで
多額の資金を集中する方式は、似たような内
容のプログラムが他省庁でも良く行われてい
る。領域の選定には十分な配慮が必要であ
り、特定の組織・研究者に集中し過ぎないよう
に、他省庁との連携に留意が必要である。優
れた成果を得るには、多くの研究者の基礎研
究の積み重ねが必要であることから、選択と
集中だけでなくて、大学・研究所の基礎的な
研究基盤や科学研究費の充実等にも予算の
十分な配慮が必要である。 

特定の組織・研究者に多額の資金が集まり過ぎて、結
局資金を使うだけで、大した成果が出ないことも多く、
予期しなかった人の地道な研究がノーベル賞につな
がる例もあった。特定の領域というのは、どうしても今
注目されている分野に偏るので、今注目されていなく
ても将来芽を伸ばすような分野を見出すことにはつな
がらない。このため優れた成果を得るには、多くの研
究者の幅広い分野での基礎研究の積み重ねが必要
であり、裾野を広げるための支援も必要である。 

1801 研究者 
文部科
学省 

ポストドクター等
の参画による研
究支援体制の強
化 

この施策自体は評価できる。ただし、これがポ
ストドクターの安定した職場の提供になるよう
にして欲しい。また、その数が余りに少なけれ
ば助けにならない。一時的な支援であれば、
結局不安定さは変わらないことになる。 

ポストドクターの数が近年急に増え、しかも研究ので
きる安定した職がなかなか得られないという問題が生
じている。これは大学・研究所のポストの減少とも大い
にからんでいる。このために、最近は博士課程に行く
学生が減少して、科学技術の振興という政策に反する
結果となっている。こうなることは予想されていたこと
なのに、国が何も手を打ってこなかったことが問題で
あり、このポストドクター問題を解決することは急務で
ある。 

1802 研究者 
文部科
学省 

大学等の施設の
整備 

大学等の施設だけでなく、教育研究等の整備
も必要である。 
 
 
 
特定の有力大学に資金が集中し、いわゆる地
方大学の空洞化が進んでいる状況を少しでも
改善するためには、この施策は大学交付金の
増加と合わせて必要である。 

大学交付金の減少により、競争的資金の獲得に教
員・研究員が追われて時間がなく、落ち着いて研究が
できない状況は看過できない。 
 
 
地方と都会の格差を教育・研究面でも各地方の特徴
を生かすことによって減らしていく工夫が必要である。

1803 その他 
文部科
学省 

免疫・アレルギ
ー科学総合研究
事業 

免疫細胞治療などすばらしい成果だ。免疫の
研究は重要。 

先日の読売新聞のい記事で知ったが、これからの高
齢化社会､老人の感染症やガンを撲滅するには免疫
研究は不可欠。 

1804 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 
特別研究員事業に関する予算の確実な確保
および増額 

特別研究員事業の対象となる大学院生・ポスドクは研
究の最前線に立つ研究遂行者でありながら、その身
分上確たる経済的な基盤を持ち得ません。特別研究
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員事業は、それを最小限度で支え、各々の自主的な
発想に基づいた研究を遂行するための必要不可欠な
事業となっています。科学技術立国を標榜する日本の
国家戦略として、分野を問わず若手研究者の育成の
基礎をなす特別研究員制度の優先度は高く設定され
るべきと考えます。 

1805 研究者 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した大型放射
光施設の運営体
制の構築 

施設の運用が困難になるほどの大幅な予算
削減をおこなうべきではない 

短絡的すぎます。SPring-8 のような基礎から応用ま
で、幅広い分野の研究を支える施設の運転が困難に
なると、多くの分野の研究に支障がでます。少なくとも
私がおこなっている研究分野は、世界で唯一の装置
を使うことで、新しい切り口での解析が可能となってき
たところです。これから飛躍的にすすむはずだった研
究を打ち切ることによる損失は多大です。今回の予算
削減は、10 年後の日本の科学技術力を貧弱なものと
し、世界的な競争には太刀打ちできないものとしてし
まうでしょう。科学技術力の低下は、経済力の低下に
も直接つながります。SPring-8 は、現段階でも、利用
のための競争率が高く、実験のための利用時間は不
足、スタッフも少人数体制で、人手不足です。日本は、
温暖化対策と経済成長の両立を目指しているのでは
ないでしょうか？それを可能とする基礎研究、技術開
発を多数抱える施設の運転を困難とする予算削減
は、政策とも矛盾しています。予算削減の影響は、短
期的なものにはとどまりません。一度継続性を断って
しまうと、世界的な研究の流れに遅れをとるばかりか、
再開には多大な時間と労力を要するでしょう。優秀な
研究者は、国内での研究継続に魅力を感じず、国外
に足場を移していくでしょう。国の財政状況を考えれ
ば、予算削減が必要であることは理解できます。しか
し、大型放射光施設に対し、運転が困難になるほどの
大幅な予算削減が本当に必要でしょうか？これがど
れだけ大きな損失をうむか、長期的視点にたち、検討
したうえで、運転継続が可能な範囲の予算削減にとど
めていただきたいと思います。 

1806 研究者 
文部科
学省 

戦略的創造研究
推進事業 

予算の縮減の見直しを強く希望する 

日本が世界レベルで研究を行うための根幹的な事業
のひとつである。本事業は競争的資金の中でも極め
て採択の困難なものの一つである。採択される研究は
世界トップレベルであり、研究者にとって、採択される
事自体栄誉な事であるという認識になっている。本事
業は数ある事業の中でも、予算拡大することはあって
も縮減することはあってはならない項目である。 

1807 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金  

予算の縮減の見直しを強く希望する 

日本の科学研究の基本である。制度上の簡素化はあ
ったとしても、予算額の縮減は日本の科学研究の弱
体化につながる。科学技術立国という日本の将来を
考えた時、公共事業をカットするのと同じ作業になって
はならない。 

1808 研究者 
文部科
学省 

外国人研究者招
へい・ネットワー
ク強化 

予算の縮減の見直しを強く希望する 

サイエンスが英語で動いている以上、日本の文化的、
地理的ハンディーは巨大である。本ハンディーを少し
でもカバーする上で、研究直接経費とは一見異なる本
事業の意義は、実は世界トップレベルの研究を行う上
で非常に大きい。事実最近科学の分野でも成長著し
い中国科学界はこの分野にも莫大な予算を投入して
いる。 

1809 研究者 
文部科
学省 

重粒子がん治療
研究 

国をあげてさらに推進させてほしい。国内外
の癌に苦しむ患者や家族を多数救うことにな
る。この崇高な目的を達成するため引き続き
ぶれずに支援してほしい。 

画期的ながん治療法であり、現在の行われている研
究開発により、さらに世界のがん放射線治療を根本的
に変革する高い可能性がある。 
 
わが国は緻密な臨床試験により欧米に先駆けて優れ
た臨床成果をあげており、欧米の粒子線治療施設建
設ラッシュの先鞭となっている。これは誇るべき快挙で
ある。装置開発に関しても独自の特許も多数取得して
いる。 

1810 研究者 
文部科
学省 

競争的資金 （若
手研究育成 ） 

「予算要求の縮減」に対して断固反対する。若
手育成をないがしろにする国家に将来はな
い。ポスドク、博士研究者の定義を理解してい
ないままで、評価コメントを出す政府は、国益
を守れる力はないと結論する。 

「過去の政策のつけ」があろうとも、時計の振り子のよ
うに、たった数年で右から左へ制度が変わってしまうこ
とは、特に若手育成に関しては、許されない問題であ
る。将来を託せる若手研究者を育成するために、国
は、博士過程大学院生やポスドクに対して「投資」をす
る義務がある。それを受けて、我々大学教員は、将来
を担う研究者として、グローバルスタンダードを持ち、
優れた独創力や発想力を持つ若手を育成するため
に、日夜、指導していることを、あえて明記する。 
 
 
人を育てることは、最も難しいことである。我々は、そ
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の責任を負い、世界に通用する科学者を輩出してい
る。キャリアパスの問題は、常に存在するが、この問
題は、研究者育成に限ったことではなく、どの業種に
おいても、若手からプロフェッショナルになる過程にお
いて、キャリアの選択肢は枝分かれをしていくことは
明々白々。 
 
 
「ポスドクの生活保護のようなシステム」あるいは「博
士研究者のセーフティーネット事業」という表現は、ど
こから出て来るのか、評価者の見識を疑わざるをえな
い。「別の道があったはず」の若手は、上記のように、
どの表種においても存在する。 
 
 
人材育成は、窮屈な予算の中で行うことは困難であ
る。つまり、教育の効果というものは、その性質上、短
期間に現れることは、ほとんどない。教育とは、数年
間という長いスパンにおいて捉えるべきものであろう。
その人材育成において、若手に対する研究費も必要
であり、特別研究員奨励費も必要不可欠である。「ポ
スドクの生活保護」のように捉える国の将来はない。
そのような国において、若手は育成されない。故に、
政府は、日本という国家の国力を弱小化させるため
に、文部科学省の競争的資金事業にメスを入れたい
のであろうか？全く理解できない。 
 
 
我々科学者は、科学技術や科学者育成をも、「無駄」
という概念で切り捨てる政府に、国民が賛同すると
は、到底考えられない。国民は、国民の税金によっ
て、研究が推進され、研究者が育成されることを長い
スパンにおいては、願っていると考える。大規模アン
ケートを取り、民意を知る努力をされたし。 

1811 研究者 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した大型放射
光施設
（ SPring-8 ）の
運営体制の構築 

SPring-8 の予算縮減に反対致します。 
SPring-8 を利用することにより得られた実験結果を拠
り所にして、Nature, Cell, Science などの一流誌に数々
の論文が発表されています。 

1812 研究者 
文部科
学省 

次世代スーパー
コンピュータの
開発・利用 

必要なため、決して凍結するべきではありま
せん。 

今回の仕分けでは、不要不急との判断が下ったとの
こと。本件は不要でも不急でもなく必要かつ急ぐべき
です。 
 
理由を述べます。 
 
1. Exa FLOPS に向けたノウハウの蓄積 
 
本件では、10PFLOPS を達成するということにとらわれ
ているように見えます。しかし、実際にはその先を見据
えた 10PFLOPS であることを考えなくてはなりません。
 
今後間違いなく Exa FLOPS という世界が見えます。
Exa FLOPS が見えれば、「人間よりも賢い人工知能」
が達成できると言われています。現在のように、計算
は速いが考えることができないコンピュータとは異なり
ます。 
 
その際に必要となる運用技術、開発技術、製作技術
を知るためには、まず現段階での技術的問題点を洗
い出すことが必要です。 
 
仮にその技術が他国により先に特許化された場合、
日本における開発はもはや二度と不可能になると考
えられます。 
 
 
 
2. 他の分野への影響が大きい 
 
科学技術計算の分野に限ったとしても、10PFLOPS と
いうのは非常に大きな値です。 
 
現在行われている気象予報や地震予知などの精度は
まだ不十分だといわれています。なぜならば現在に至
るまで、計算機性能が上がるたびに、精度が向上して
いるという現実があるからです。 
 
いったいどこまで計算機の性能が必要となるのか、今
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後どの分野に計算資源を注力するべきなのか、それ
を判断し、今後の仕分けをするためにもこの開発は必
要なのです。 
 
 
 
3. 科学技術立国としての威信 
 
現在、中国や韓国、インドといった国が教育に力を入
れています。 
 
他国に勝つことができるという、その意識を持つこと自
体が重要です。 

1813 会社員 
経済産
業省 

次世代型ヒート
ポンプシステム
開発研究 

ヒートポンプに関する技術開発は、実用的な
省エネルギー成果が期待でき、その波及効果
も大きいと考えられることから、グリーンイノベ
ーションの推進を標榜される総合科学技術会
議におかれましては、最優先に取組んでいた
だきたい課題であると思います。 

空調に使われているヒートポンプは年々効率も高くな
っており、研究開発の余地は十分あるものと思われま
す。 
 
また、空調システム全体として考えた場合、熱源機
（ ヒートポンプ ） だけではなく、周辺機器も含めての
省エネルギー技術の開発はほとんどなされていない
のが実情です。 
 
ヒートポンプは適用範囲も広く、実用的な研究成果が
期待できるため、環境・エネルギー分野で社会に与え
るインパクトは大きいと思います。 

1814 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

私は WPI の招へい外国人主任の一員として、
本件について、異議があります。 

１ ． 研究費、人件費の圧縮がされたら、せっかくセット
アップされた研究環境、優秀な研究者が少なくなり、
今後世界トップレベルの研究成果が得られない。 
 
 
 
２ ． 英語を日常に使われていない日本において、外
国人に他の国に遥かに超える良い環境を作らないと、
（ たとえ周りの方が英語話せる、生活支援、研究設備
完備など ）なかなか優秀な外国人がこない。人材は
どんどんアメリカに奪われしまう。 
 
 
 
３ ． 短期で有名な外国人招へい事業が縮小される
と、うまく拠点をアピールすることができない。 

1815 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 

本施策の目的のうち、若手および女性研究者
養成は、我が国の将来の科学技術を支える
最も重要なものと考えます。多くの若手および
女性研究者が科学技術分野で活躍する場を
作るためには、若手や女性研究者が自立して
研究をする環境を整備することが必要です。
環境整備の手法として、若手を対象とした競
争的資金は独自性の高い研究を行うという意
味で必要不可欠と考えます。女性研究者育成
という点では、子供を出産することが可能な時
期というのが、若手の時期と重なります。それ
を考慮に入れた女性研究者養成支援が必要
と考えます。例えば子育て期間に研究や仕事
の補助員、研究員を採用する制度は、女性だ
けでなく男性に対しても仕事と家庭を両立させ
るという意味で必要だと思います。また育児等
で一時期仕事を休むと、復帰することが難し
く、研究分野を変えざるを得ないことがありま
す。そのような場合の考慮として、若手研究者
の年齢を一義的に決めるのでなく、研究を初
めてからの期間を若手とする、などの制度が
あっても良いかと思います。また、成果がでる
のには時間がかかります。その間継続的に研
究ができる資金確保 （小額でも継続性が大
切 ）ができる制度を取り入れてほしいです。
最後に、男性に対する育成、女性に対する育
成と、個別化して養成プログラムを考えていく
のも一つの若手、女性研究者養成において必
要であると考えます。その意味では出産育児
に関わった期間、雇用期間が延長される制度
は適当なものであると評価できます。 

若手および女性研究者を養成することで、研究者人
口を増やし、日本の科学技術のレベルを向上させるこ
とが、将来の国力をつけるためには不可欠と考えま
す。しかし現状では、学位取得後もポスドクという不安
定な任期付職であるため、特に女性としては自分の将
来設計を考えたとき、よほどの決心がないと、 （女性
が、男性と同等の成果を出すことは、出産育児に関わ
る時間だけでなく体力的なものも含めて、大変難しい
と感じるため ）大学での研究者の道を選択できないと
いうのが現状だと感じます。ここで若手、女性研究者
養成資金を削減となると、若手にとって不安定な研究
環境として感じられ、科学技術に対する魅力が感じら
れなくなり、科学者人口の低下、科学技術の衰退をも
たらすものと懸念されます。 

1816 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 
学生や若手研究者が経済的な不安を感じるこ
となく研究に専念することができるよう、事業
費を増額するべきである。 

いわゆる「事業仕分け」では、事業番号 3-21 ：若手育
成研究に対し、予算の縮減との判断が下されたが、こ
れは大変な誤りである。仕分け人は、まったくもって、
今の日本の若手研究者の状況と行われるべき政策に
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ついて知識が不足している。私は現在、大学院修士
１ 年であるが、私自身も含め、研究者を志す多くの若
物は経済的に困難な状況に置かれている。 
 
日本が科学の分野において世界をリードをするため、
若手育成に投資するべきである。 

1817 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金を増額するべきである。 
いわゆる「事業仕分け」では、事業番号 3-21 ：若手育
成研究に対し、予算の縮減との判断が下されたが、こ
れは大変な誤りである。 

1818 研究者 
文部科
学省 

外国人研究者招
へい・ネットワー
ク 強化 

外国人研究者招へい・ネットワーク 強化を推
進するべきである。 

いわゆる「事業仕分け」では、事業番号 3-22 ：外国人
研究者招へいに対し、予算の縮減との判断が下され
たが、これは大変な誤りである。仕分け人は、外国人
が自分の金で来たくなるような研究をまずしろ等の暴
言を吐いており、科学研究というものをまったく理解し
ていないと考えられる。 

1819 研究者 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した大型放射
光施設
（ SPring-8 ）の
運営体制の構築 

事業仕分けにて結論された予算縮減に対して
強く反対いたします。精密な調査及び議論に
基づいたコスト削減に関しては賛成いたしま
すが、拙速な議論だけによる予算削減は日本
の生命科学に大きなダメージを与えます。 

(1) 提案された予算縮減が実行されると、大学関係者
には SPring-8 の使用が大変困難になる。 
 
(2) 当施設が提供する放射光実験は、生命科学分野
において必要不可欠な測定手法であり、また研究 
室レベルでは実行不可能なものである。 
 
(3) 結果、国内の多くの生命科学研究者が研究を遂
行することが不可能になり、日本の生命科学は大 
きく衰退することは確実である。 

1820 研究者 
文部科
学省 

ポストドクター等
の参画による研
究支援体制の強
化 

この程度の計画ではなく、もっと抜本的にポス
トドクターに安心して研究のできるポストを用
意すべきである。 

私の見てきたポストドクターは、皆研究所にとって重要
な仕事をしている。さらに言えば、彼らなくして研究所
はその機能を十分に発揮できない構造になっている。
これは現在問題になっている、派遣社員等と同様に雇
用形態の問題である。この状態は大学に於いても同
様と思われる。そしてこのような状態は私の知る限り、
すでに １ ０年以上続いている。その結果、高い費用を
かけて養成した有能な人材を活用できなくなるだけで
なく、将来研究職に就こうとする情熱ある若者を失望
させ、ひいては日本の科学技術水準の低下を招くこと
になる。 

1821 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

殆どすべての基礎研究予算をここに投入して
も延ばすべき事業。誤った過剰な研究費の集
中を緩和し、基礎研究分野を安定させるため
に、今最も必要な予算。 

多くの基礎研究には、それほど高額研究費でなくとも
安定継続して研究が進められる環境が必要である。
研究分野によっても必要予算の上限が異なる。よっ
て、様々な額の予算枠をつくり、幅広く基礎研究基盤
の充実を図る必要がある。その際、特定領域のような
或はそれに取って代わる新学術領域のような形態は
不要 （新学術領域自体は必要な領域であるが組織
形態として不要 ） 。予算枠の中で代表者が自由に研
究グループを構成できるような仕組みがよい。 
 
 
特定領域のような計画班をつくり..とった仕組みは仲良
しグループや派閥の温床になる。 

1822 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 

科学者や大学機関の自由になる予算ではな
く、国の科学技術政策を反映できる行政がコ
ントロール下の予算は必要。 

国の政策と大学および研究者がやりたいことが必ずし
も一致していなくても、必要なことがあるから。 

1823 研究者 
文部科
学省 

橋渡し研究支援
推進プログラム 

実用化を実現するためには必要な予算であ
る。 

実用化一歩手前の研究に投入できるグラントが殆ど
ないため。また、現在の額では、事業を全うするには
少な過ぎると思う。 
 
 
最終製品を初めに設定し開発するための予算をこの
中に組み込んで欲しい （基礎研究の延長線上として
の最終製品ではなく、必要なものを作るための各パー
トを開発するための予算 ）。 

1824 その他 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

全体的な予算削減はやむを得ないとは思う
が、少なくとも減額すべきではない。要求通り
予算を取るべき。 
 
ただ、医者や医学物理士、看護師、放射線技
師などの専門家を育てる方向に予算を多く取
るべきと思う。 

人の命にかかわる医療や国の未来を担う教育の分野
は極力予算を削減してはいけない。 
 
また、今後の高齢化社会においてマンパワーの不足、
手術が行えない患者の増加は明白であり、施設は日
本各地に計画があるが、確実に専門家が足りなくな
る。さらに、目に見えないものを扱うことから、精確・精
密な研究が必要で、一般の方にも放射線のイメージを
変え、メリットを伝える広告費も必要だと思う。 

1825 研究者 文部科 特別研究員事業 事業仕分けにて結論された、予算縮減 （廃 (1) 本競争的資金の削減は、実質的な研究の担い手



 361

学省 止？ ）に強く反対いたします。 である若手研究者の減少を招く。 
 
(2) 若手研究者は日本の未来の発展に貢献する存在
であり、生活保護者などでは断じてない。 
 
(3) 本来、科学技術政策は中長期的な戦略に沿って
行われるものであり、拙速な議論による廃止及び 
削減は、競争が激しい科学技術において致命的なダ
メージとなる可能性がある。 

1826 研究者 
文部科
学省 

戦略的創造研究
推進事業 （社会
技術研究開発事
業を含む ） 

事業仕分けにて結論された予算縮減 （特に
個人型研究 （さきがけ ） ） に強く反対いたし
ます。 

(1) 新しい学術分野の創生は、すでに開拓された分野
を対象とする大型プロジェクトからではなく、一個人の
研究者の新しいアイデアから成されることが多い。 
 
(2) 本来、科学技術政策は中長期的な戦略に沿って
行われるものであり、拙速な議論による廃止及び 
削減は、競争が激しい科学技術において致命的なダ
メージとなる可能性がある。 

1827 研究者 
文部科
学省 

次世代スーパー
コンピュータの
開発・利用 

事業仕分けにおける「来年度の予算計上の見
送りに限りなく近い縮減」という評価結果に強
く反対します。 

 ここでは、特に、事業仕分けの際全く議論がなされな
かった人材の観点からの指摘をさせていただきます。
 
 本プロジェクトにおいて、すでに多くの若手・中堅研
究者がそれに賛同し、プロジェクトの成功に向けて
日々努力を重ねています。その中には、海外に活躍
の場を求めていた日本人研究者で、このプロジェクト
のため帰国した者も少なからずいます。もし、本プロジ
ェクトが凍結されるようなことがあると、まず、プロジェ
クトため集結した優秀な研究者が解雇され、職を失う
者、分野の転向を余儀なくされるもの、あるいは海外
に活躍の場を求める者が出てきます。この結果は、単
に現在プロジェクトに従事している研究者の雇用問題
ということだけに留まりません。なぜなら、彼らは、今
後の不可欠になるスーパーコンピューティング技術を
用いた科学や産業分野の指導者ともなるべき人材だ
からです。また、今現在、日本国内において「世界一
のスパコン」を期待して生み出されている基礎科学や
計算アルゴリズム等のアイデアが人と共に闇に葬られ
ることを恐れます。これらの影響を考えただけでも、本
プロジェクトの凍結は、日本のスーパーコンピューティ
ングに関わる科学や産業にとって大きなマイナスにな
ることは間違いありません。 
 
 今まさに芽生えようとしている新しい科学、そして人
材の芽を摘み取るような判断をされないことを強く願
います。 

1828 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

革新技術へとつながる可能性があるアイデア
の芽をじっくりと育てる本補助金の拡充は必
須である。特に、50 百万以下程度の課題に対
する補助件数を増やし、巨大プロジェクトへと
成長する以前の、真に基礎的な研究への補
助に多くの研究費を配分すべきである。その
中から世界的にインパクトのある成果が生ま
れた時には、その分野の性格に応じた額の研
究費を別途設定し、流動的に対応すべきであ
る。 

現在の社会において、もはや意識されることなく利用
されている数々の技術が、科学的発見と根気強い研
究の上に成り立っていることは明白であるが、それら
の多くは当初からその実用性をうかがわせるものでは
なかった。また、我が国の国際競争力の源が、その技
術力であることに疑問の余地はないが、将来にわたっ
て世界に冠たる技術力を示し続けるためには、自国で
培った科学的知見の集積が必須である。従って、短期
的にその将来性が見えないアイデアや知見に対し、
思い切った投資を行うことが重要である。社会への貢
献を担う「技術」の根源には、「 （基礎 ）科学」がある
ことを忘れてはならない。 

1829 研究者 
文部科
学省 

大学院教育改革
推進事業 （うち
グ ローバルＣ
Ｏ Ｅプログラ
ム ） 

志ある若者である博士後期過程学生を強力
にサポートする本事業は、継続的に重点配分
されるべきである。できれば、修士課程、学部
学生までもそのサポート対象とし、一貫した教
育により科学や技術のみでなく、人間として世
界に通用する若者を社会に送り出すことを目
指し、期間を区切ることの無い長期的な仕組
みとして確立すべきである。ただし、そのプロ
グラムが正常に機能しているかについては、5
年程度おきのヒヤリングにより判定し、適宜軌
道修正を図る必要はある。 

人間力のある若者を社会へ送り出すことは、大学の
使命であるが、既存の授業形式の教育には自ずと限
界がある。多数の学生を座学にて啓蒙することは難し
いからである。本事業によるサポートは、様々な挑戦
的な参加型プログラムにより学生の人間力を鍛えるこ
とができる点で非常に重要であると考えている。また、
それを専門課程に進んだ初期から実施することで、大
学での知識習得の意義を理解し、目的意識を向上さ
せることにつながると期待される。一貫した方針でプロ
グラムを運営していく上で、期間を区切ることに利があ
るとは考えにくく、長期的視野に立った整備が必要で
ある。 

1830 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 

我が国の将来を担うリーダーたる可能性を秘
める、優秀な博士後期課程在学者に対する重
要な補助であり、現状を大きく損なうべきでは
ない。給与により、社会に出る以前から自覚と
責任を負わせることは、この時期の学生にと
って大きな成長のチャンスであり、選ばれてそ
の立場になることも重要である。従って、安易

本事業が博士後期課程学生に、リーダーとなるため
の自覚を促すものであることは、これまでの特別研究
員経験者の足跡が示してくれている。自立した研究者
としての成長を後押しすることは、我が国の将来に対
する重要な投資であり、継続的に実施する必要があ
る。一旦途切れてしまえば、その損失は二度と取り戻
すことは不可能であり、後悔しても二度と世界と渡り合
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な拡充も決してプラスの効果を生むとは考え
にくく、現状を維持する必要がある。 

う国家としての水準に戻ることはできない。また、人間
の成長は数字では測りにくいが、これまで実際に目に
してきた事例から、本事業が学生に与える影響は計り
知れないものがあることは間違いなく、力ある人材の
育成に直結している。 

1831 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 （女性研究
者支援システム
改革 ） 

「予算要求の縮減」に断固反対する。 

「女性研究者の支援」として保育園などの環境整備は
必要だが、研究費を付けるのは余分あるいは逆差別
であるという捉え方は、本当の「男女差別」を知らない
からこそ言えるコメント。理科系の女性研究者の比率
は、職層が上がるほど顕著に下がる。 
 
 
 
その大きな １つの理由は、研究者としてキャリア形成
期である年代と、出産と育児の時期が重なることであ
る。育児が必要な幼少期の子供にとって、母親は絶大
なる影響を与え、その後の子供の人生をも左右しかね
ない。夫が育児の半分を手助けし、大学や研究機関
にて保育所を確保したとしても、母親の代理はできな
い。それは女性しか子供を産めないからである。その
生物学的根拠によって、キャリア形成期に、保育所を
完備して環境整備をしたとしても、女性研究者は大き
なハンディを追っている。手厚く研究費を女性研究者
に与えることにより、ようやく、研究者としての男女差
別が解消されると考える。従って、研究費を女性研究
者に限って配分することは、逆差別はない。 
 
 
 
職層があがると女性研究者の数が激減する別の理由
は、理系は「男性の世界」という歴史的文化が存在す
ることに起因すると考える。男性研究者ばかりの研究
機関には、女性研究者として自分らしさを出しながら
生き生きと研究を続けることは、心身ともにストレスが
かかるものであろう。女性と男性は、目標に達する方
法論に性差があると思われる。だからといって、能力
においては、男女に差がないことは明らかである。女
性研究者が男性研究者とともに、同じ研究機関におい
て高い職位で活躍することにより、相乗効果が生まれ
るはずであろう。そのために、高い職層においても、女
性研究者には研究費を与えるという措置を取り、ま
ず、教授や准教授を公募した際に、女性研究者から
の応募を増加させる努力が絶対に必要である。 
 
 
 
男性教員によるパワーハラスメントに屈することなく、
科学者としての尊厳を死守することにより、同等キャリ
アの男性研究者の ３倍優秀であるという事実を突き
つけ、かつ、海外のノーベル賞受賞者による推薦状を
もつきつけることによって、ようやく、女性として教授に
採用された人間として、女性研究者問題は根が深いこ
とを身にしみて感じているからこそ、女性研究者への
研究費を含めた支援をしない限り、永久に日本は、優
秀な女性研究者の頭脳流出を食い止めることができ
ないであろう。自分の生まれ育った国に科学者として
貢献できないことは悲しいことであるが、それが現実と
なる日は近いと将来を憂いてやまない。 

1832 研究者 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

特に、次世代照射システムの開発は重要であ
る。 

重粒子線治療は我が国が世界を先導してきた。これ
を追って、ドイツ、イタリアがこの １ ， ２ 年内に本格的
治療を開始する。 
 
日本は次世代照射システムの開発を進める事によりト
ップの位置を保てる。 

1833 研究者 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した大型放射
光施設
（ SPring-8 ）の
運営体制の構築  

SPring-8 の本格的運用に向け、運営体制の
更なる拡充を望む。 

世界的にも数カ所しかない大型放射光施設の中でも、
SPring-8 から輩出されてきた成果の質の高さ・量の豊
富さは、随一である。それらは、運用担当者らのたゆ
まぬ努力と、時には職務を超えた研究者・開発者同士
の共感・連帯感からの協力によるものと考える。それ
により、他にない、利便性の高さ、実験上のフォローの
充実などとなって、多くの成果を輩出してきた。今後ま
すます高度化する科学技術分野において、世界随一
の本施設が我が国にあることの意義は大きく、運用体
制の更なる充実を望むものである。 

1834 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 

現在、学術振興会特別研究員 PD の者です。 
学術振興会の研究員が事業仕分けの検討課

今現在の「節約」が、将来の日本にとって、高くつくと
考えています。 
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題に入っていること、どのメンバーがどの意見
を言っているのか分かりませんが、特に下記
の意見には驚かされました。  
 
「●教員免許をポスドクに付与する政策を検
討すべき。実社会から逃避して、大学に留ま
る人をいたずらに増やしてしまう側面も否定で
きない。大学そのものが過剰であり、この適切
な統廃合も必要。」「●ポスドクの生活保護の
ようなシステムはやめるべき。本人にとっても
不幸。 （本来なら別の道があったはず ）。」 
 
 
 
 私は、学術振興会で研究員に選ばれたこと
で、研究に専念する環境を与えられたことを
誇りに思い、今後も、国の科学発展のため
に、心血を捧げる覚悟をさせていただきまし
た。学振研究員経験者は、みなそうだと思い
ます。そのような忠国の心も含めて、国が若
手を育成するということの意味ではありません
でしょうか。 
 
 
 
 このような、無知でガサツな意見には、言葉
もありません。 
 
 
 
 研究員に選ばれたことが意味するのは、国
に選ばれたという誇り、そして、自分自身にポ
ストと研究費が付いていることで、若輩であっ
ても、情熱を傾けられる研究へ、まっすぐアク
セス出来る力・自由をいただけるということで
す。これが、どれだけ若手を鼓舞することでし
ょうか。 学振研究員だけでなく、若手の研究
費獲得のチャンスを狭めることも議題に挙が
っているようです。これでは、次世代は育た
ず、日本の科学は、今の大御所がいる間し
か、もたないでしょう。 

 
上記に書きましたように、国からの直接支援で活躍の
場を与えてもらった若手研究者は、日本の科学の発
展のために、生涯力を尽くすことでしょうし、それが結
局は、安くつくのではないでしょうか。 
 
再考をお願いしたいと存じます。  

1835 研究者 
文部科
学省 

RI ビームファクト
リー計画の推進 

本施策は理化学研究所の加速器を利用した
RI、すなわち放射性同位元素の基礎科学の
推進である。RI ビームファクトリーではこれま
で生成し得なかった未知の RI を生成し、研究
することができる。それらRIの理解は、我々の
宇宙の進化の謎を解く手掛かりともなる。ま
た、放射線がん治療や半導体産業など、RI 技
術は幅広い分野で非常に有効かつ不可欠な
ものである。さらなる発展が期待される。 

RI ビームの技術は日本人によって開発された。戦前、
日本ではじめて加速器 （サイクロトロン ）を製作し
た、大阪大学の原子核研究グループの流れを組む研
究者らによってである。 
 
当時、日本の科学は欧米に遅れ、今日の量子論や相
対論を研究する基盤はなかった。戦前、戦後と苦しい
時代を乗り越えて、今日の日本の科学技術を支え、培
った科学者らの成果と言える。それが今、基礎研究の
みならず、医療、産業で不可欠な技術となった。その
意味で RI ビームは日本によって推進されなければな
らない。 

1836 研究者 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

人の命はなにものにも換えがたい。疾病によ
る死因では、依然としてがんが最も多い。粒
子線によるがん治療は手術をともなわない。
夢のような技術である。さらなる発展を期待す
る。 

放射線によるがん治療は昔からあった。しかし、粒子
線を利用すると、がん細胞だけを狙い撃ちすることが
できる （従来の放射線治療は正常組織までダメージ
を与える危険性があった ）。しかも、手術は必要な
い。とくに、手術に耐えられない高齢者によってはすば
らしい技術である。加速器を利用するため、大掛かり
なものになるが、我々の人生を豊かにしているのは言
うまでもないだろう。 

1837 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

技術大国日本。資源に乏しいのは明らかであ
る。日本が国際社会で生き延びるためには、
テクノロジーしかない。そのためには基礎とな
る教育と研究を怠ってはならない。研究分野
によっては、短期間に成果が得られないもの
もあろうが、継続することが重要である。小さ
な積み重ねなくしては、テクノロジーは成り立
たない。日本の発展のために不可欠な予算で
ある。 

大学の使命は教育と研究にある。教育は国からの運
営費交付金によってまかなわれるが、研究はほぼ科
学研究費補助金によっているのが実情である。大学
の研究の特徴は、人材育成という教育効果を伴うこと
にある。長い目で見ると、日本を支える人 （若い世
代 ）と物 （技術、価値 ）を培っていることに他ならな
い。よって、大学の研究を支える本施策は非常に重要
である。 

1838 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 

行政刷新会議「事業仕分け」評決結果である
「予算要求の縮減１ ／ ３程度」の見直しを求
めます。 

研究と出産・子育てを両立するための環整備は、徐々
にその成果を挙げつつあるものの、まだまだ十分とは
言い難いある。 
 
たとえば名古屋大学の場合、学内保育園の設置およ
び定員増は、利用者の次子妊娠と確実に結びついて
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おり、効果的な少子化対策ともなっている。だが、園児
の定員増は、運営者である大学の財政的負担に直結
する。したがって今後は、地域との連携も視野に入れ
た形での、新たな運営方法の検討が求められる。そう
した場合に不可欠なのは、女性研究者支援を主として
担う学内組織の強化である。この一事をもってしても、
予算の縮減は現状に見合った決定とは考えられな
い。当初予算の要求通りの予算配分を希望するもの
である。 

1839 研究者 
文部科
学省 

産学イノベーショ
ン加速事業 

革新的技術推進を行なう上で、日本の海外拠
点で行なうと事業展開の早いものがある。そ
のための予算を研究者個人につけるグラント
が必要。 

すでに日本にはフロンティア研究者からの技術や知識
を共有するための環 （ブレインサーキュレーション ）
から外れてしまった分野がある。世界の場を利用して
産学連携することにより実用化するプロジェクトが必
要であるから。その際、個人研究者の自由になる予算
でないと大学からの制約を受け自由な活動ができな
いことが多いため、研究者個人に自由度が必要であ
る。 

1840 その他 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

基礎・基盤研究こそ税金でまかなう必要があ
る。具体的には科学研究費補助金を競争的
資金の柱に据え、多彩な分野の研究者に研
究資金として年間数十万～数百万程度の資
金が行き渡るよう配慮すべきだ。 
 
 
 
長期的には、現在のように研究テーマをむや
みに乱立させただけのプロジェクト単位ではな
く、図書分類を参考に 10 ほどの枠組みを設け
た中で年間の「総額」は一定にし、配分先・配
分額を年度ごとに変えたらいい。これだけ国
家の財布が逼迫しているのだから、どんなに
「理想」がなめらかに語られようと、今回の仕
分けが単なる「無駄」で終わってはいけない。
 
 
 
特に応募・採択時の重複制限を徹底し、複数
のプロジェクトにまたがって予算を獲得してい
る「政治家」研究者を排除しなければならな
い。研究者は研究をすべきだ。そこがぶれて
は絶対いけない。 

過去に会計補助業務を担当していた中で、税金の無
駄遣いを痛切に感じていた。今回の仕分けが単なる
パフォーマンスで終わらないよう、現政権に心から期
待をしている。 

1841 研究者 
経済産
業省 

イットリウム系超
電導電力機器技
術 

 イットリウム系に特化した技術開発は、中止
もしくは方針転換をすべきである。 
 
 地球温暖化防止のための施策を最優先に
行うべきであり、その為には、未来技術の研
究よりもむしろある程度技術開発が終わった
が実用化に至っていない課題について、集中
的な資源配分を行い実用化研究を行うべきで
ある。 
 
 CO2 削減方策として、原子力の大量導入、
再生可能エネルギーの大量導入が必要だ
が、時間帯ごとの電力消費と電力発生は必ず
しも一致しない。またスマートグリッド研究によ
り、配電系に発電所が設置された場合の対策
も研究されている。 
 
 これらの課題を解決するための方策として、
日本の送配電系統に電力貯蔵装置、限流器
などの次世代電力機器の開発を早急に行う
べきである。これは超電導でいえば現在開発
中で実用化の見通しの遠い高温超電導線材
を使うよりも、すでに実用化している NbTi など
の低温超電導線材を使った機器の実用化を
目指した資源配分を行うべきである。 
 
 なお、IEA でも地球温暖化対策としての電力
貯蔵の必要性を認識しており、近々超電導電
力貯蔵装置 （SMES)の大量導入の提言を行
うとのことである。 

 現政権で CO2 の 25%削減を宣言したことは非常にす
ばらしいと思う。また、そのために太陽光(PV)や風力
を大量導入する施策も正しいと思う。 
 
 ただ、現在の日本の電力系統では逆潮は許されて
おらず、現在の送配電系統で上記施策が実施された
場合、住宅地で発電した電気を別の配電系の消費地
（ 工業地帯、商業地帯 ）へ送ることはできず、住宅の
系統で電圧上昇による PV の一斉脱落を起こしてしま
う。 
 
 また、PVの特性として、11:00am～13:00pmに定格の
出力を発生するが、それ以外の時間帯では定格の 6
割程度しか発電できない。 
 
 また風力についても週単位や日単位の出力変動は
予測可能であるが、短時間の出力変動には対応でき
ない。 
 
 これらに対応するために、配電系統に SMES や限流
器を置き、スマートグリッドを構成する必要がある。 

1842 研究者 
経済産
業省 

高速不揮発メモ
リ機能技術開発 

このような研究はメーカーが行えばよく、国費
を投入する必要性はないと考える。 

 コンピュータ等に関する研究は、それを製造し販売し
て利益を得る企業が行えばよく、国が資金を出す必然
性を感じない。 

1843 研究者 経済産 環境調和型製鉄  日本における製鉄産業は、日本の基幹産業  製鉄業の基本は鉄鉱石と石炭から鉄と CO2 を出す
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業省 プロセス技術開
発 

であり、このような分野での革新的な技術開
発により CO2 削減を目指すことは理にかなっ
ていて正しいと思う。 
 
 
 
 また、加えるならば、製鉄のみならず、金属
製造業における電磁材料プロセッシング
(EPM)の導入、特に低消費電力で高機能材料
を製造できる超電導電磁攪拌装置の開発/普
及を推進する資源配分をすべきである。 

プロセスである。つまりこのプロセスの中で CO2 を使
わない、排出を抑制できる技術が開発できれば画期
的であり、CO2 の 25%削減が可能となる。 
 
 
 EPM については長年の研究により効果は認められ
ているものの、その初期投資費用や運転コストによ
り、普及が進んでいない。 
 
 国費の集中的投入により、大量生産による低コスト
化、超電導マグネットの採用による運転コストの削減
が可能となる。 
 
 
 現在は、このような高機能材料を作成するために、
大量のエネルギーを使用し、たくさんの工程を経て実
施されている。このため、EPM の研究と超電導電磁攪
拌の研究により、省エネルギー化、高品質金属の製
造による国際競争力の強化が可能となる。 

1844 研究者 
文部科
学省 

健康長寿社会の
実現 

日本は世界で男女とも最長寿国と言われる
が、反面、長寿のため ３人に １人ががんで死
亡するといわれている。 
 
老齢者にとって手術は負荷が大きい。できれ
ば放射線治療で QOL を保った上での長寿で
ありたいと誰しも願っているはずである。 
 
幸い重粒子線治療の研究が ２ ０ 年程前から
行われており、最近になってようやく小型化さ
れ、全国的に普及し始めたばかである。 
 
乳がんや前立腺がんの治療には重粒子線の
治療が一番優れている。しかし、未だ著につ
いたばかりである。 
 
施設の増設や人材の育成等先行投資が重要
である。 
 
この技術は日本が最先端を行っているので、
早く世界からの患者も受けられるようになり、
外貨を稼いでもらいたい。 
 
従って、放射線医学総合研究所や医用原子
力技術研究振興財団等の存続は当然、研究
開発費の増額をお願いしたい。 

重粒子線治療については日本は最先端を走っている
ので、早く世界からの患者を迎え、外貨を稼いでいく。
 
女性が一番望んでいる乳がんの重粒子線治療を認
め、日本ばかりでなく、世界の女性から喜ばれるよう
にして欲しい。 

1845 研究者 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

重粒子線による癌治療は、従来の X 線では治
療が困難な疾患に特化して治療法の開発す
べきと考えます。また、これまで重粒子線治療
で開発した技術を、普及した X 線治療に応用
可能な日本初の放射線治療の技術として利
用できるような働きを担ってほしい。 
 
（ 放射線治療医としての意見です。 ） 

 現在、医療費を一定レベルに押さえる必要がある中
で、重粒子線は建設や維持に多大なコストがかかる。
そのため、X 線治療と同レベルの治療効果では重粒
子線で治療を行う意味は少ない。たとえば、転移のな
い肺癌に対し、X 線では 4 回の治療が標準的である
が、重粒子線では 1 回である。しかし治療効果のほと
んどない。一方、骨盤部腫瘍など手術が不能で X 線で
は十分な効果が得られない症例は、経験豊富な放医
研に全国から患者さんを集めたほうがよい。 （短期間
で治療が可能だし、全国に重粒子線施設を作るより放
医研のそばに宿泊施設を作った方が安上がりで、分
散させず放医研の先生が治療を集約した方がよりよ
い治療が可能と思われる。 ） 
 
 癌が日本人の死因の第一位になり、その治療法の
一つに放射線治療がある。しかし、癌拠点病院におい
ても放射線治療の体制が不十分なところもある。ま
た、患者さんの数に装置の数が対応できていない病
院もある。このことから重粒子線の研究費の一部を全
国の放射線治療施設拡充に利用した方が国民の利
益は大きいと考えます。 
 
 重粒子線治療と X 線治療は競合ではなく、互いに補
完すべきと考えます。重粒子線治療を行う際に開発し
た高度な技術を X 線治療でも利用できるようにして、
海外の製品を購入せず、日本の企業が製造したもの
を購入したほうが経済活動にも良いのではないかと思
います。 

1846 その他 
文部科
学省 

免疫アレルギー
科学総合研究事
業 

花粉症の研究の更なる推進について 

毎年日本では、子供から大人に至るまで多くの人が花
粉症に苦しめられています。免疫・アレルギーセンター
では、花粉症のワクチンの研究が進められ成果がで
てきていると聞いています。ここで予算削減で研究に
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支障が出ることは残念でなりません。国民の健康を守
るため、また医療費削減のためにもこの研究を推進し
て欲しいと思います。 

1847 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

今回の事業仕分け、および、それに伴って行
われている内閣府、文科省等による科学技術
関係施策に関する意見募集は、研究者や
様々な分野の方々の意見を広く直接反映させ
る可能性をもつものであり、非常に画期的な
機会と思います。 
 
 
 
?行政刷新会議では、科研費について、建設
的な議論が行われている印象を持ちますが、
ぜひ、将来を見据えた基礎研究、そしてそれ
を支える科研費の拡充を強く期待します。 
 
 
 
?同時に、特定の研究者に、さまざまな形で多
くの競争的資金が重複して集中する等、科研
費とともに、他の競争的資金の制度上の問題
があると感じます。 
 
多種に広がる、基礎研究と、出口を見据えた
応用研究の競争的資金の種目を整理し、制
度をもっとシンプルにする必要があります。 

基礎研究は、短期的に効果が目に見えにくいですが、
長期的視野にたって考えると、多くのイノベーションの
源泉となり、日本が世界を牽引する科学技術の要とな
っているものです。さらに、人類の知的財産を蓄積す
るという、世界共通の極めて重要な文化を育むゆりか
ごともいえます。 
 
 
資源が限られている日本において、研究者の自由な
発想に基づく基礎研究を支える基盤は、科研費をおい
て他になく、大学の運営費交付金の削減に伴い、その
重要性はますます大きくなるばかりです。 
 
 
基礎研究と、応用研究の橋渡しも、極めて重要です
が、現状では、その応用研究、戦略的研究の制度が、
複雑なため、さまざまな形で重複して受給する可能性
もはらんでいます。健全な科学技術の発展だけでな
く、それらの研究資金の流れを見て育つ若手研究者
にも、研究の目標を深く考える前に、まず、予算確保
に走る、もしくは、研究資金の潤沢な環境に安易に群
がる等、少なからず本来の研究者としての姿勢からず
れた影響が生じることが危惧されます。 
 
 
そこで、基礎研究の拡充と、応用研究の制度のシンプ
ル化、そしてそれらのバランスのとれた予算配分を行
うことが、日本の将来、人類の知的財産を蓄積すると
いう崇高な目標へ向けて、税金の無駄使いを省き、か
つ、もっとも大事な次世代の科学技術を担う若手育成
につながると思います。 
 
 
若手が希望をもてる、魅力ある科研費、競争的資金制
度に改善することが、非常に重要と思います。 

1848 その他 
文部科
学省 

分子イメージン
グ研究推進プロ
グラム 

積極的に進めてほしいと思います。 

親戚や知人ががんで亡くなっていますので、がんの治
療に役立つ研究を進めてほしいと思うからです。ま
た、認知症は、人事ではないので、何とかしてくれる研
究はとても大切だと思います。 

1849 研究者 
文部科
学省 

独立行政法人理
化学研究所 1
（ 次世代スーパ
ーコンピューティ
ング技術の推
進 ） 

次世代スパコン計画についての「凍結」に強く
反対いたします。また、随伴するソフトウェア
開発につきましては「不断の振興」をお願いす
る次第です。どうぞよろしくお願いいたします。

次世代スパコン （ NGS ）は計算化学にとどまらず、
様々な計算科学分野で基礎科学だけでなく産業応用
展開の上でも極めて重要な役割を果たすことは明ら
かであります。NGS はハードウェアとしても重要です
が、さらに「その存在」によって種々の国産シミュレー
ションソフトウェアの研究開発の流れを維持し、さらに
強力に推進していくものです。もしも NGS 計画が「中
断」されてしまえば、国産ソフトウェアを開発する人材
は急速に散逸していき、欧米はもとより近年成長著し
い中印等に対しても完全に屈服してしまう事態が懸念
されます。一度国産の開発力が失われれば、ソフトウ
ェア＝ブラックボックスとされた上で、利用のために高
額のライセンス料を払い続ける「弱者」に成り果ててし
まい、隷属的状況からの復活・復権はきわめて困難で
す。これが、「科学技術立国」として生きていかざるを
得ない日本にとっての深刻な弱点となることは論を待
たないと思われます。 

1850 研究者 環境省 
循環型社会形成
推進科学研究費
補助金 

廃棄物を適正に処理しつつ、温室効果ガス排
出量の削減を達成し、資源循環・環境低負荷
型の社会を構築する上で不可欠な政策であ
り、更なる重点化が必要と考えます。 

廃棄物処理は持続可能な社会の基盤であり、適正処
理および処理効率の向上、資源循環、低炭素化は世
界の至上命題であると考えます。 
 
 
また、大量生産・大量消費からの脱却は資源を持たな
い日本にとって、また有限の資源を消費している全世
界にとって不可避の方針であり、資源のカスケード利
用や循環利用など、動脈と静脈の連携等による新た
なシステム構築を行い、我が国がイニシアティブを取
っていくことが日本の生き残る道であると考えます。 

1851 研究者 環境省 
環境研究総合推
進費 

環境問題を多面的かつ全球的に捉えた研究
を進めるために必須の政策であると考えま
す。 

世界中が環境対策を施策の中心としつつあるなか
で、地球環境の今後を予測し、いかに健全・安全な人
間社会を構築・維持するかという人類生存のための重
要な施策であると考えます。 
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1852 その他 
文部科
学省 

次世代スーパー
コンピュータの
開発・利用 

本施策の速やかな実現が必要である。 

地球規模の環境変動への対策、自然災害への備え、
産業の育成といった政策の立案や実行のための研究
開発の根幹を担うのがスーパーコンピュータ （スパコ
ン ）の利用である。国家の安全保障の実現のために
は不断の努力と革新的技術の導入が不可欠であり、
世界一の性能のスパコンの開発と利用は、国民全体
の生命財産を守るために必要な最優先課題である。 

1853 研究者 
文部科
学省 

女性研究者支援
事業 

本事業は将来の日本における女性科学技術
研究者を育成するための重要な施策で、優先
的な予算配分を維持して頂きたくご意見を申
し上げます。研究者の育成は非常に時間が
かかるもので、長い時間をかけて効果が現れ
るもので、仕分けの性格にはあわないと存じ
ます。 

日本における女性研究者の数は非常に少なく、OECD
加盟国のなかでも 37 位で、一流国際雑誌である
Nature や Science などでも女性研究者が少ない国と
して日本はよく取り上げられるくらい有名です。予算削
減は日本でも遅ればせながら始まった女性支援の目
をつぶしてしまうこととなり、世界で始まっている優秀
な人材争奪戦に乗り遅れることともなります。私は二
人の育児をしながら、研究室を運営していますが、大
学では、人員削減による影響を最小限にし教育の質
を維持しつつ、研究を継続していくのは非常に困難に
なりつつあります。その中で研究室で長年にわかり雑
用を任としてきた私が、研究を進展させ、学部生・大学
院生の教育も継続できておりますのはまさに本事業
のおかげです。大学運営の閉塞感の打破には決定権
のある場所に女性を活用することが重要です。ぜひと
も継続をお願い致します。 

1854 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

大学改革という名の下の財政改革で教員も予
算も減らされ、特に若い教員は将来にわたっ
て研究を続けつつ、研究者としての視点をもっ
て、学生を教育していけるのか不安にかられ
ています。その中で、科研費は研究者の自由
な発想での研究を実施できる主な研究費であ
り、これを減額されれば、大学での研究機能
は止まってしまうことにつながります。是非とも
継続した支出をお願い致します。 

大学を中心とした科学教育・研究の基盤となる文部科
学省関連諸政策の安定した実施がかけがえのないも
のである。科学研究は、自由な発想で生まれた様々な
研究計画の中に、将来の日本を担う重要な研究シー
ズが含まれており、それらの中から、経済効果を押し
上げるような研究も生み出されるのは自明です。研究
は多くの試験研究の失敗の中から成功例が出てくると
いう性格上その効果を目に見える形にするのは非常
に困難ですから事業仕分けには会わないものだと考
えます。ボトムアップ型の本研究補助金をカットされれ
ば、将来の日本を支える研究シーズや人材育成をスト
ップさせてしまうこととなります。私の研究は科学研究
費のおかげで成り立っておりますが、ここ数年の予算
削減により取得は厳しくなるばかりです。大学での研
究の芽をつぶさぬよう、継続をお願い致します。 

1855 研究者 
文部科
学省 

大学の施策設備 

大学の責務は将来の日本を支える優秀な人
材を育て、社会へと送り出すことです。大学へ
の教育や研究・医療などの設備の上にそれら
は成り立っています。すでに運営交付金の削
減で、大学では設備の老朽化が進み、教育研
究の維持が困難になりつつある今、これ以上
削減がすすめば事実上崩壊してしまいます。
何卒継続したご支援をお願い申し上げます 

資源の乏しい我が国において、人こそが重要でありま
す。社会を支える人材を育てる教育研究の基盤は、か
けがえのないものです。研究的な思考は長い期間を
経て培われるもので、成果は目に見える形で表すの
は非常に難しいものです。その一方で研究者が教育
するという日本の大学の基盤は今の日本の繁栄を支
えてきました。しかし昨今の予算削減により特に地方
大学ではその支持基盤が揺らいでいます。経済的基
盤を失うとよい研究教育の伝統はすぐに失われると思
われますが、一旦失ってしまいますと、もう一度取り戻
すのは非常に困難です。一時期米国で基礎医学部門
をどんどん削減した結果、貴重な教育研究技術が失
われてしまい、重要性に気づいて再構築しようとして
いますが、困難を極めていると聞いています。教育の
特性をご理解頂き何卒継続したご支援をお願い申し
上げます。 

1856 研究者 
文部科
学省 

次世代スーパー
コンピュータ戦
略プログラム準
備研究 

優先的に推進すべきだと思います。 

理由 １ 地球シミュレータで行われた、温暖化予測、
地震と地球の内部構造の研究、ゲノム、金属材料、原
子炉、量子色力学の基礎理論の整合性など、巨大計
算機のシミュレーションによってしか得られない知見が
あり、それを停止すると、次の １ ０ 年の技術や産業を
停滞させる恐れがあるから。 
 
理由 ２ 地球シミュレータは、建設当初は世界 １位の
座を占めていた。だから、 ７年後の今でも ３ １位でと
どまれている。しかし、現在 １位から ３ ０位は、半数
以上がアメリカであり、中国とドイツが ２台ずつ、イン
ド、韓国、ロシア、サウジアラビア、イギリス、スイス、カ
ナダ、フランスに１ 台ずつある。スーパーコンピュータ
ー関連の技術者はもちろん、関連の研究者が流出す
るおそれがあるから。 

1857 研究者 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した大型放射
光施設
（ SPring-8 ）の
運営体制の構築 

優先的に推進すべきだと思います。また、研
究目的での利用者や利用団体に、多くの費用
を負担させようというのは、もともと科学研究
の補助をいただいて行っているので、意味が
無いと思います。 

理由 SPring-8 は、放射光施設の中でも、世界的に他
に例を見ないもので、ここでしか行えない実験がある。
日本はもちろん海外の多くの人々に使ってほしいた
め、利用時の費用負担を軽減すべきであるから。 
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1858 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

優先的に推進すべきだと思います。 

理由 現在、大学では、全体の予算削減のために研
究に振り向けられる予算が少なくなっている。そのた
め科学研究費補助金を利用して研究している教員が
多く、科学研究費補助金の削減は、直接、研究の衰
退につながるため。また、採択の決定方法も、公平な
システムになっており、例外的な事例を除けば、公正
に使用されている。 

1859 その他 
文部科
学省 

理化学研究所免
疫アレルギー科
学総合研究セン
ター 

引き続き研究のできる体制を強化してくださ
い。 

癌は死んでしまう病気ですが、アレルギーは一生つき
あう病気です。罹患している方も多く、長く苦しんでい
る方々も多いと思います。成果も、世界的に評価され
ている日本一の免疫アレルギーセンターとして、より
研究を発展させていただきたく希望いたします。 

1860 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 特に PD 枠を増やすべきである。 

科学技術を振興するのに最も有効な手段である若手
の育成事業であり、これまで採用された研究者の業績
を見てもその効果が明らかである。 
 
若手研究者自身が申請することで、自分の立案した
研究を、自分が選んだ場所で実行できる点が他の研
究費と大きくことなる。つまり、真に若手研究者のアイ
デアをサポートする予算であり、創造的な研究が生ま
れる可能性が高い。 

1861 研究者 
文部科
学省 

海外特別研究員
事業 

採用枠を増やすべきである 

新しいことを発見、主張することが科学なので、科学
研究は世界レベルで進めなければ意味がない。 
 
そのためには人の交流を進めることは必須であり、特
に若手の交流は効果が大きい。重要なことは、派遣さ
れた研究者が安心して研究できる環境を作ることであ
り、かつその数を増やすことは直接日本の科学振興
に効果を与える。 

1862 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

増額するべきである 

科学は新しい発見をすることであり、その発見を予測
することは不可能であるため、振興するには裾野を広
げることが必須である。言い換えれば、様々な戦略、
手法、理論に基づいた努力の中から少数の大きな成
功が得られるため、多くの成功を得るには多様性に富
む構成にすることが必須である。 
 
科学研究費補助金は、この多様性を生むのに最も効
果がある予算であり、他のどんな研究費よりも効果が
ある。 
 
科学技術の振興を掲げるのであれば、この予算を増
やすべきである。 

1863 その他 
文部科
学省 

ポストドクター等
の参画による研
究支援体制の強
化 

蓮舫議員の全く思慮のない発言に憤りを感じ
ています。あの方は、一回でも研究費を公募
したことがあるのでしょうか。まったく根拠もな
く、軽卒な発言は、ご本人の学のなさを露呈し
ておりますし、それによって、蓮舫議員より優
秀な研究者をだめにしてしまっては、日本の
頭脳の散財になります。 

国際的な科学雑誌の Nautre でも「日本の科学は終わ
った」と酷評されています。世界的にも科学立国を目
指すべく、若手研究者の支援は、子供手当以上に必
要です。子供はこれまでもなんとか育ってきてますが、
世界に通用する研究者はお金がなくては育ちません。

1864 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 
この事業の予算の縮減については、もっと多く
の時間をかけて議論して頂きたいと思いま
す。 

この事業は、優秀な学生を選抜し、彼らに経済的な援
助を与えることで、その能力の向上に大きな役割を果
たしております。彼らは将来の日本の科学技術の発
展を支える人材となります。この事業の予算縮減は日
本の科学技術の発展に支障を来すものとなります。 

1865 研究者 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した大型放射
光施設
(SPring-8)の運
営体制の構築 

この事業の予算の縮減に反対します。
SPring-8 のような施設にこそ予算が割かれる
べきです。 

SPring-8 で得られる貴重なデータは多くの科学技術
の分野で役に立ちます。SPring-8 は他には代えのき
かない施設です。 

1866 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金は、日本の科学技術を支
え発展させるための基礎であり、きわめて優
先度の高いものと考えます。 

科研費は日本における科学研究の根幹を築き、支え
てきました。それはおそらく誰しもが認めているところ
かと思います。自由発想の研究費の削減や、短期に
成果が得られる研究のみの支援が、どれだけ国の科
学技術と大学における教育研究に壊滅的な打撃を与
えるかは、実際に削減や研究費の統制を実施した某
国の結果を引き合いに出すまでもないと思われます。
 
 
近年、科研費の成果を「短期間で」国民に「定量的」に
示すべきとの主張が一部でされておりました。科学技
術の成果が日常のほぼすべてにおよんでいることを
考えると、経済的効果の試算にどれだけの意味と正
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確性があるのだろうと疑問に思います。確かに世界に
発信した論文数がどのくらい伸びているか、引用がど
のくらいあるのか、人材育成の成果がどのくらいあっ
たのか、といった数字を示すことはできると思います。
しかし、科研費の成果として、広い研究分野の中で、
本当に論文や引用の数で示すような、専門的で正確
な数字の「定量性」の評価が必要でしょうか？ 
 
 
科研費の成果を何らかの数字で示すことは、説明側
からすると、相手を納得させやすいと考えるかもしれ
ません。しかし、様々な分野 （本当に広範囲 ）の研究
の土台を支えるボトムアップの科研費の成果に、「短
期間」での成果や数値化した「定量性」ばかりを求め
て評価することは、逆に本来の科研費の性格を根本
からゆがめ、学術の停滞を招くことになると、その危険
性を深刻に懸念しています。 
 
 
科研費によって支えられる自由発想の科学研究の裾
野の広さがあって初めて、トップダウンや応用研究が
成り立つと考えられます。 

1867 会社員 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

重粒子線がん治療研究 を引き続きすすめて
欲しい 

他の治療方法 （ 手術や通常の放射線治療、化学療
法 ）では直すことができないがんを直すことができ
る。 
 
副作用が少なく、高齢者でも治療を受けることができ、
これからさらに高齢化がすすんでくると、重要性が増し
てくる。 
 
まだ限られた人しかこの治療の恩恵にあずかれない
状況なので、国民が誰でもどこでも重粒子線治療を受
けることができるようにするために、技術開発、専門家
の人材育成などを、引き続き継続して行っていくことが
望ましい。 
 
重粒子線治療の素晴らしさが欧米でも認識されて、世
界各地で建設がはじまっている。いまはまだ他の国に
くらべて日本が圧倒的に先をいっているが、遅れをと
らないようにこの研究をさらに進めていくことが大切 

1868 
団体職
員 

文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金は日本の科学発展を支え
る重要な事業であり、それに対する予算を減
額するべきではなく、むしろ増額すべきであ
る。 

科学研究費補助金は、日本の科学研究を支える大切
な事業である。この事業に対する予算を削れば、日本
の研究開発は世界に遅れることは間違いなく、その上
優秀な人材を海外へと流出してしまう恐れがある。ま
た近年子供たちの理科離れを改善する取り組みが行
われている中、中高生が理数系を選択する時、また大
学生が修士や博士を目指す時に、国からの研究支援
が少なくては、今後科学者への道を不安にさせるにち
がいないと思われる。日本の科学研究発展と科学者
の支援の必要性からいっても、国の研究支援事業と
いうのはとても重要であり、減額の対象ではなく、むし
ろ増額を検討すべきである。 

1869 研究者 
文部科
学省 

大強度陽子加速
器による実験研
究に関わる施策 

J-PARC やＢファクトリーの高輝度化などの
施策を積極的に進め、素粒子・原子核物理学
などの基礎科学を推進すべきである。 

スーパー神岡実験におけるニュートリノ振動現象の発
見と、B 中間子の崩壊における CP 対称性の破れの発
見は、我が国の基礎科学研究が世界に先駆けて成し
遂げた重要成果であり、小柴博士や小林・益川両博
士のノーベル賞につながった。J-PARC におけるニュ
ートリノ実験やＢファクトリーの高輝度化は、これらの
輝かしい成果をさらに発展させ、標準理論を超えた新
しい物理世界を切り開くものであり、基礎科学分野に
おける日本の独自の貢献となるものである。そして、
それはまた、国民の自然科学に対する知的好奇心を
涵養し、我が国が文化的に成熟した国家として繁栄す
ることにもつながるものである。 

1870 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金を拡充し、研究者の独自
性によるボトムアップの研究を促進すべきで
ある。また、より長期的な研究、新しい領域を
切り開く研究、挑戦的な萌芽研究を進めるべ
きである。 

科学研究費補助金は、大学等における研究に必要不
可欠な資源であり、研究者が自らのアイデアに基づい
てボトムアップで研究を進めることを可能にする世界
的に見てもユニークなシステムである。特に、研究者
が何が重要であるかを自ら見出し、新しい学問領域を
切り開くことを支援するうえで、新学術領域研究や、挑
戦的萌芽研究といった区分は重要である。また、素粒
子や宇宙のような基礎科学分野の最先端研究では、
研究の長期化も不可避となっており、長い目でみた研
究支援も必要である。そのためには、現在 5 年を年限
としている特別推進や基盤Ｓ研究の研究期間を拡張
可能なもとするシステムも必要である。いずれにせよ、
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短期間で社会的な効果が出やすい応用分野のみを
支援するような短絡的な研究支援はすべきでないと考
える。 

1871 研究者 
文部科
学省 

大学等の施設の
整備 

共同利用・共同研究拠点における、アルマ計
画、J-PARC、Ｂファクトリーなどの大型研究
設備を整備し、我が国が基礎科学においてリ
ーダーシップをとれる体制をさらに強化すべき
である。 

スーパー神岡実験におけるニュートリノ振動現象の発
見と、B 中間子の崩壊における CP 対称性の破れの発
見は、我が国の基礎科学研究が世界に先駆けて成し
遂げた重要成果であり、小柴博士や小林・益川両博
士のノーベル賞につながった。J-PARC におけるニュ
ートリノ実験やＢファクトリーの高輝度化は、これらの
輝かしい成果をさらに発展させ、標準理論を超えた新
しい物理世界を切り開くものであり、基礎科学分野に
おける日本の独自の貢献となるものである。そして、
それはまた、国民の自然科学に対する知的好奇心を
涵養し、我が国が文化的に成熟した国家として繁栄す
ることにもつながるものである。 

1872 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

日本の研究者の研究の命綱である科学研究
費補助金を含めた競争的資金に手を入れて
減額するとは、ひどすぎます。しかも、すでに
さえ減少傾向にある大学院博士課程学生の
fellowship （日本学術振興機構 特別研究員
制度 ）を減額し、海外に留学しているポスドク
の fellowship （日本学術振興機構 海外特別
研究員制度 ）まで減額するようでは、日本の
若手研究者は日本の将来に希望を失ってしま
うと思います。国立大学の運営費交付金の削
減も若手研究者がアカデミアポストに就ける
チャンスを失わせ、優秀な若手研究者が海外
流出することを助長するでしょう。 

学術振興会の支援を受けている研究者として自分の
将来と日本の未来に大きな不安を感じ、意見を送らせ
て頂きました。 

1873 研究者 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した大型放射
光施設
（ SPring-8 ）の
運営体制の構築 

現在私は、X 線結晶構造解析の手法を用いて
タンパク質など生体分子の構造を決定し、い
ろいろな生命現象のメカニズムを解明する基
礎研究を行っております。また、最近では、医
療応用を目指して、様々な疾病に関わるタン
パク質の立体構造に基づいて、阻害剤 （薬
剤 ）の設計を行っております。そう言った研究
において SPring-8 は必須な施設であり、その
運営予算を 1/2～2/3 に減額とは言語道断で
す。SPring-8 といったような放射光施設は世
界的にみても「いらない箱モノ」といった流れ
にはなっておらず、アジアでも中国初の第三
世代大型放射光施設となる「上海光源」の運
用が今年から開始しました。今回の予算削減
は、これらの世界的な流れに、日本は真っ向
から逆行することになると思われます。 

未だ困難な構造解析を可能とするためのマイクロビー
ムを開発している SPring-8 予算を削減することは、日
本のみならず世界の科学技術の発展を妨げる由々し
き事態であると考えたため。 

1874 会社員 
文部科
学省 

競争的資金 （先
端研究 ） 

競争的資金 （先端研究 ）の縮減に反対しま
す。 

1.我が国の基礎研究を 1 ，2 年の目先の予算削減の
ために大幅に削減することは、国家百年の計を損なう
ものとして極めて憂慮すべきことである。地球温暖化
対策を推進するはずの鳩山内閣が、地球温暖化対策
に直接、間接に役立つ基礎研究を削減するのは、全く
の矛盾する行為であり、理系出身者で固めた大臣諸
氏の懸命なる施策とは到底考えられないものである。
 
2.GPS では、一般相対性理論というアインシュタインが
理論を発表した頃には、一般の人々の生活に応用さ
れるとは予想だにされなかった基礎研究の成果が利
用されている。このような予想されないが何十年も後
に役に立つ可能性が基礎研究にはあるため、削減に
は反対するものである。 

1875 会社員 
文部科
学省 

競争的資金 （若
手研究育成 ） 

競争的資金 （若手研究育成 ）の縮減に反対
します。 

1.無駄を省くことは必要なことではあるが、資源もない
日本で人的資源に投資しなければならないのに、その
供給源である若手研究者の育成を国が率先して将来
の見えないものにしようとしているように思える。国民
的目線から考えても、将来への投資として最も重視す
べきは人材育成であり、それを軽視することは民意に
沿うものではないと考える。 
 
2.基礎研究は大学、応用研究は企業と、企業に余裕
が無くなった現代では、大学等で基礎研究を担う実質
的人材は若手のポスドクである。彼ら無くして大学の
研究は実施できないのに彼らに研究を継続させない
今回の予算削減を強行するなら、日本の研究は土台
から崩壊してしまうであろう。 

1876 会社員 
文部科
学省 

次世代スーパー
コンピューティン

開発予算の凍結に反対します 
1.計算機シミュレーションは、すでに第 3 の科学として
認識されているだけでなく、「ものづくり」において不可
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グ技術の推進 欠な技術として産業上もその有用性は計り知れないも
のである。計算機シミュレーションなくして、現代社会
を豊かにする「ものづくり」を底支えすることは到底不
可能である。次世代スパコンの開発は、決して世界一
を目指すだけのものではなく、まさに日本の国益その
ものの一翼を担うものであり、目先の削減額捻出のた
めに凍結されるべきものではない。 

1877 
団体職
員 

文部科
学省 

次世代スーパー
コンピュータ戦
略プ ログラム準
備研究 

次世代スーパーコンピュータの開発は、将来
にわたり日本が豊かな生活を送る為の 
基盤投資であり、継続した投資が必要です。 
 
日本を会社に例えるのであれば、本業である
科学技術の分野で、他社 （他国 ） との 
優位性を維持発展する必要があります。 
 
次世代スーパーコンピュータの開発は、優位
性の維持発展に欠く事の出来ない 
基盤投資です。 

科学技術の発展にはこれまで理論と実験の二つが重
要でしたが、 
コンピュータでのシミュレーションの出現により、 
第三の科学として、コンピュータを用いたシミュレーシ
ョンが重要なファクターとなりました。 
 
また、トヨタが成果を収めている背景には、スーパーコ
ンピュータを駆使した 
開発と運営にあります。 

1878 研究者 総務省 

地球温暖化対策
ICT イノベーショ
ン推 進事業
（ PREDICT ）  

昨今の地球環境の変化は ，国際的に真剣に
議論すべき重要な課題であり ，人類と地球が
共生する社会を目指す技術の研究開発は必
須である ．そのためにも「地球温暖化対策
ICT イノベーション推進事業 （PREDICT ）」は
最優先施策として継続すべきである．  

地球環境破壊を防ぎ人類の未来のため 

1879 会社員 
文部科
学省 

産学官民連携に
よる地域イノベ
ーションクラスタ
ー創成事業 

地域の知の拠点である大学を中核として、地
域の特色を活かした産学官共同研究を推進
するとともに、研究成果の中堅・中小企業や
社会への展開等を図ることにより、科学技術
を活用した地域活性化の実現が必要である。
従来型の公共事業依存型ではなく、地域の多
様性・独創性を活用した科学技術駆動型の地
域活性化を図ることで ，我が国全体の科学技
術の高度化・多様化を図る必要がある。 

地域の活性化のため 

1880 会社員 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

我が国の社会・文化の発展のためには、学術
研究の振興が基本であり、そのための必要経
費である科学研究費補助金の拡充は必要不
可欠である。 

ピア・レビュー （ 専門分野の近い複数の研究者による
審査 ）により、質の高い研究が実施されているため 

1881 会社員 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

本研究は従来の放射線治療よりもダメージの
少ない治療技術であり 
、おおくの患者がすくわれる可能性のある研
究です 

国民の健康生命にかんする事にお金を使うべきです。
また医療技術分野は将来の日本を支えていく産業に
なります。 

1882 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金全体の額を増加し、その
中核である「基盤研究」の予算を拡大し、採択
率を上げる。それと同時に、「特別推進研
究」、「特定領域研究」、「新学術領域研究」の
予算額を大幅に削減するべきです。 

「基盤研究」はピア・レビューにより比較的に公正であ
ると思い、さらに大いに推進すべきです。 
 
逆に、「特別推進研究」、「特定領域研究」、「新学術領
域研究」などは予算が大きいだけではなく、内輪にな
ってしまい、外部の研究者はなかなか入りにくいのは
現状です。これらを大幅に削減、またはなくすべきだと
思います。 
 
本当に推進すべき大型の研究なら、「基盤 （S ） 」また
「基盤 （A ） 」がすでにありますので、また大型の研究
プロジェクトの存在する必要性が薄いです。 

1883 研究者 
経済産
業省 

次世代ロボット
知能化技術開発
プロジェクト 

こんなプロジェクトは民間企業中心ではなく、
助成対象は大学・研究機関を中心し、助成面
を大きくすべきです。 

これまで NEDO が主導したロボットに関するプロジェク
トは、民間企業を中心して行われていましたが、コスト
-パフォーマンスは非常に悪いと思います。 
 
次世代ロボット知能化技術のような研究開発は、あく
までは基礎研究ですので、大学・研究機関を中心すべ
きだと思います。助成面も今のような数社に集中して
いるではなく、大幅に大きく拡大すべきです。助成対
象は企業ではなくと、助成額の縮小ができ、助成面も
大幅に増加できる思います。 

1884 研究者 
経済産
業省 

生活支援ロボッ
ト実用化プロジ
ェクト 

このようなロボット実用化プロジェクトを根本的
にやり直す必要があると思います。 

いままで、ロボット実用化に関する色々なプロジェクト
を行いましたが、結果としては、ほぼ零と言えるでしょ
う。 
 
産業ロボット以外のロボット実用化に必要な基礎・基
盤技術はまだ揃っていないのに、いきなり実用化を推
進するのはまだ早いです。 
 
実用化の推進の代わりに、ロボットに関する基礎技術
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の研究・開発を更なる推進すべきだと思います。 
 
やはり、施策番号「02-05」と同じ、これらの基礎技術
の研究・開発の推進は大学・研究機関を中心、つま
り、学産連携すべきだと思います。 
 
さらに、実用化なら、国主導ではなく、企業が自主的に
やるべきでしょう。 
 
もちろん、生活支援ロボットに関する研究・開発を強化
すべきです。ところか、今技術面だけでもたくさんの課
題がまだ解決されていないので、実用化するのは、ま
ず無理だと思います。 

1885 研究者 
文部科
学省 

次世代スーパー
コンピューター
戦略プログラム
準備研究 

次世代スーパーコンピューター開発見送り反
対 

スパコン開発は競争が激しく、一度見送った段階で遅
れを取り戻すのは難しくなる。このような開発は世界
最高のものを目指し続け、高い士気を維持すること自
体に既に大きな意味がある。そしてその過程が周辺
技術の底上げ、人材の育成を促し、それが時間をか
けて波及して、最終的に社会に還元されていく。その
ような例が多々あることは既に歴史的に実証されてい
る。短期的には結果が出ないが、しかし社会の底力を
押し上げにつながる事業こそ、民間ではなく国が長期
的視野をもって行なうべきだと思う。 

1886 その他 
文部科
学省 

ポストドクター等
の参画による研
究支援体制の強
化 

博士課程在学者に、希望によって教員免許状
を与えることに賛成である。長期に渡る教育
実習と介護実習を免除して、数時間または数
日間の教育科目講習を必修とすればよい。国
公私立の高校、専門学校、大学初年級教員
などの正規教員として就職できる道を、文科
省指導でやって欲しい。学校現場が、博士号
取得者に対し研究活動を続けられるよう、研
修時間を設けるなど配慮することも義務付け
る。見返りに、博士号取得者は学校現場に対
し科学技術の先端に届くような理数教育を提
供する義務を負えばよい。 

ポスドクが生活保護になっているとか、社会に出て行
くのがいやで博士課程に在籍しているとか言われてい
るが、彼らに社会に出て行ける道を開くのが、文科省
の仕事のひとうではないのですか？現況では、教員
免許は大学学部課程以外で取得することが非常にむ
つかしい。理数離れが言われて久しいが、理数担当
教員の質が上がっていないことも原因だと思う。博士
課程を修了した人がいったん学校現場に入って社会
のしくみを学び、かつ研究への熱意と実践力を持ち続
けることができるしくみをつくるべきだと思う。 

1887 その他 
文部科
学省 

免疫・アレルギ
ー科学総合研究
事業 

免疫・アレルギー研究の推進をお願いします 

アトピー性皮膚炎でつらい思いをしています。理研の
一般公開で、皮膚も免疫の一部と聞きました。研究を
進めて、皮膚の免疫をもっと世間の人に理解してもら
えるようにしていただきたい、と思います。 

1888 研究者 環境省 エコチル調査 
本研究に関して、最優先の予算配分が必要と
考えます。 

少子高齢化が急速に進んでいる我が国において、次
世代の健全な育成は緊急課題です。近年情報化社会
の進展を背景に、アレルギー疾患や発達障害などの
雑多な情報が氾濫し、子供の保護者や教育関係者に
多大な不安を与えています。科学的根拠に基づいた
正確な情報の提供が求められると考えます。 

1889 研究者 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した大型放射
光施設
(SPring-8)の運
営体制の構築 

SPring-8 のような国際競争力のある大型施設
は ，国際的なルールに従い ，国家予算で運
営されるべきであり ，予算は総額認められる
べきである。また， 運転時間の少なさを国際
的な評価で指摘されており ，運転時間増への
予算増額はあり得ても ，減額は日本国の取り
得る科学施術施策ではない。先端的な基礎研
究の成果は ，日本国よりも人類の進歩に役
立つ事業であり ， 過去の「基礎研究ただ乗り
論」への日本の解答となり ，ノーベル賞等の
国際的な受賞につながるため ，「事業仕分
け」のような短期的な施策判定にはなじまな
い。 

SPring-8 は世界の ３大放射光施設であり ，利用も国
際ルールに従わなければ ，他 ２ 施設に国際的な研
究者が流出してしまう。また ，事業仕分けにおいて，
民間からの利用料負担による運営費の低減を求めて
いたが ，民間の利用は全体の 20%程度であること，
提案されているほとんどの予算が施設の固定費であ
ることから ，1/3 規模の予算の縮減は施設の運営が
できなくなり ，人員削減による頭脳流出につながる。
また ，民間企業が ，利用料を支払い得た成果は， 企
業の利益増加 ， 法人税の納税額増加という循環で国
に還元されている。利用料の増額は， 民間企業の利
用が海外施設に移ることにつながり ，大きな収入増
につながらない。以上の理由から， SPring-8 はこれま
で通り国家予算で運営されるべきであり ，運転時間
増への予算増額が必要である。 

1890 研究者 
文部科
学省 

事業番号 
3-18(1) 独立行
政法人理化学研
究所 2 （大型放
射光施設
SPring-8 ）  

放射光のユーザーあるいは放射光を研究・教
育に従事するものとして予算の縮減を大いに
懸念しております。利用状況とサイエンスの発
展から判断すると予算を維持すべきと考えま
す。 

先週の事業仕分けに於きまして私の所属する高分子
学会、繊維学会の会員の利用も多い大型放射光施設
関連の事業が審議され、予算縮減等の判定が出され
ました。この議論では収益性が主な論点となってお
り、金額には換算できない科学・教育 （なお放射光科
学は大学院生の卒業論文、修士論文、博士論文の研
究でも極めて重要な役割を果たしています ）の観点
からの基礎研究が、科学技術の発展に極めて大きな
貢献をしていることの配慮が不十分であると思われま
す。 
 
 
特に放射光科学分野は、アジア各国ともに力を入れ
ております。現状では外国の同様の施設よりも少ない



 373

人数で、スタッフはユーザーに対して懇切丁寧なサポ
ートをして、それが大きな成果につながっています。今
回の大型放射光施設関連の予算縮減は、放射光科
学分野のみならず、他の基礎科学さらには応用分野
での日本の研究の遅れにつながるものと思います。 
 
 
今後の資源のない日本において、科学技術とそれに
関わる人材こそが発展の鍵であり、科学技術の発展、
人材の育成なくして今後の日本の発展はありえないと
考えます。ここに文部科学大臣殿をはじめとする関係
各位の皆様が、慎重にご考慮いただけますことを、強
く要望いたします 

1891 研究者 総務省 
ユビキタス・プラ
ットフォーム技術
の研究開発 

： 本施策は、国民生活に密着した課題を ICT
によって解決 
 
しようとする産学連携した重要な研究開発課
題であり、是非さらに幅広く、加速推進を図る
べきである。 
 
（ ぜひ、通信が我々の生活を豊かにしてきた
歴史を思いだしてほしい ） 

（ 国際競争力強化の視点 ） 
 
・このような課題の認識と施策は、日本特有ではなく、
例えば、欧州FP7プロジェクトSENSEIにおいて同様の
スコープで研究開発が強力に推進されていたり、英国
でも Show us a better way と称して、国が有するさまざ
まなセンスされた情報の活用プロジェクト 
が行われ、この分野での技術力強化が熱心に図られ
ている。日本でも、本課題を重要視して施策を実施さ
せてゆかないと国際競争力の面から遅れを取る恐れ
がある。これらに関する技術は、 Ｉ Ｔ Ｕ や Ｉ Ｅ Ｔ Ｆ な
どで、国際標準化の中心になる技術分野であること
を、関係者は、再度認識してほしい。 
 
 
 
（ 国民生活課題解消の視点 ） 
 
・本プロジェクトは、国民生活に密着した児童の安全
確保、 
高齢者の健康増進、地域経済の活性化などを正面か
ら捉え 
それをICTによって、実証実験も含めて解決を図ろうと
する 
ものであり、国民生活課題解消の視点から是非遂行
をすべき 
と考える。 
 
 
 
（ 国がやらねばならぬ視点 ） 
 
・これまで、単独の企業や事業者による単発のサービ
ス実現は 
あるものの、広く企業間や事業者間で連携でき得る技
術は、 
単なる企業にまかせるだけでは生まれてこなかった。
本プロジェクトのように国がリードして、産学連携させ、
国民や民間の誰もが 
使える技術を創成すべきで、その意味から本施策は
国によって 
推進させる必要がある。 
 
 
 
（ 中長期でとりくむべき視点 ） 
 
・本施策は、産学の密接な連携により、平成 22 年度に
おいて技術課題の確立、実証実験による技術有効性
の検証が計画されている。これらは是非完結させ、技
術妥当性をしっかりと検証させるべきであるのは当然
として、このような技術は適用領域も広く、また、国民
全体が使えるようになるまでにはさまざまな課題も出
てくることが予想されるため、今後も中長期で施策を
発展・展開させてゆくべきと考える。実施母体も、大・
小、都会・地方などで幅広く実施、技術・ビジネスに関
する経験を蓄積することが望ましい。本課題は、改め
ていうまでもないが、これからの日本の課題である、
少子高齢化、安心・安全、環境問題の解決に最も有
効な手段である。 

1892 研究者 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

さらに新しい高度化の装置の開発費を確言し
てはいけません。 
 
現在の共同利用の運営費を削減してはいけ
ません。 

重粒子線によるがん治療は患者の遺伝子変化の差を
問わない効果的な治療成果が得られている。日本、
世界に先駆けて治療成果向上を図ってきた。多くの患
者が助かってきた。「命をまもる」研究の象徴である。 
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本研究は全国共同利用研究となっています。小生は
「遺伝子変化の差を問わない効果的な治療成果が得
られる」ことを世界で初めて発見しました。その成果は
がん患者に大いなる福音となっています。すでに播磨
では重粒子線治療が行われています。群馬大学でも
もうすぐ行われます。 
 
また、この重粒子線が宇宙線に含まれ、ヒトの細胞の
核に同様に影響することを、本年、世界に先駆けて宇
宙実験で発見しました。 
 
これらすべてが、この運営費の成果でありました。 

1893 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

基盤 C などそれほど大きくはない、一人ある
いは数人で研究する資金を多くの研究者がと
りやすく、また使いやすくすることは、研究の
底上げに必須と考えます。大型の特定の研究
に配分する研究費をもっと、幅広い研究者に
配分できるようにすべきではないでしょうか。
小さな研究所や地方大学にも、きらっと光る研
究をされているかたがたくさんいます。このよ
うな施策なしには日本の科学技術の底上げ
はできません。 

科学研究費は以前は 2 年での申請も可能であったも
のが、現在は 3 年となっています。3 年で基盤 C、500
万、実質 350 万程度ですと、研究機器の購入は不可
能で、地方大学や私の所属する小さな研究所 （ルイ・
パストゥール医学研究センター ）では、消耗品程度に
しかなりません。もう少し使いやすくかつ実質金額も増
やすというのが、長い目でみた研究の底上げになると
考えます。研究費が大型化して、研究室によっては使
い切れない予算があるところもあります。これらのほ
んの一部でも、回してほしい、その方が長い目で見た
日本の研究の底上げになると考えているのは、多くの
研究者の思いです。 

1894 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 女性研究
者支援システム
改革 

女性研究者支援における保育所の位置づけ
は、他の労働者とは事情を異とする点も多く、
現段階で即、地域への移行は無理な点があり
ます。特に日本の保育体制が、産休明け保育
をほとんど保証していない状況で、女性研究
者支援システム後退は、子育てしつつ研究を
つづける女性研究者の底上げにはなりませ
ん。 

女性研究者には研究スタイルで、一般の労働者とは
専門分野後とに異なる状況があります。きめ細かな支
援が必要と考えます。また身近なロールモデルは必
須です。カウンセラーが必要ないとされているようです
が、メンターなどの支援策は、挫折して中断する損失
を減らすためにも必要と考えます。 
 
また女性研究者に厚い施策は、ひいては男性研究者
の支援にも繋がりますので、逆差別ということにはなり
ません。 

1895 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

この研究費の減額には反対で、逆に漸増的な
予算配分を望む。 

我が国のボトムアップ型研究予算のほとんどが、この
科学研究費補助金である。最近、戦略指向型のトップ
ダウン的予算が多い中、研究者の自由発想型研究を
サポートできる唯一の研究費といってもよい。この研
究費によってサポートされた研究が我が国の基礎研
究の裾野を広げるのは間違いない。継続的、増加的
な投資は国威にかけて必要である。 

1896 研究者 
文部科
学省 

戦略的創造研究
推進事業 

当該予算を減額すべきでない。現状維持か増
額を望む。とくにさきがけ。 

科学研究費の対局をなすトップダウン的な研究費であ
る。特に「さきがけ」研究制度は特定の将来性のある
若手研究者に集中的に投資することによって、一流研
究者にはぐくむ制度であり、世界的にも希有で、さきが
け卒業生の多くが principle investigator として現在の
我が国の科学技術研究を牽引している。 

1897 研究者 
文部科
学省 

脳科学研究戦略
推進プログラム 

減額すべきでない。現状維持か漸増的な予算
措置が適当。 

脳科学は我々人間自身を理解するための重要な研究
分野であり、我が国は世界に先駆けている。当該研究
費のように完全なトップダウン投資によって、特定分
野を集中的にのばす戦略は正しい。 

1898 公務員 
文部科
学省 

元素戦略 

レアメタル資源枯渇の可能性は高くはない
が、レアメタル資源 （鉱石および合金 ）を輸
入に頼っている現実を考えれば、将来の供給
不安を解決するために、国内での回収技術の
開発が急務であり、この分野への積極的な補
助金の支給が必要と考えます。 

 レアメタル回収のネックは「廃棄物中に含まれるレア
メタル量が少ないことにより、回収コストが高額になり
採算性が低い」という点にあると理解しております。つ
まり、廃棄物中に含まれるレアメタルを高濃度まで低
コストで濃縮する技術の開発が必要であることになり
ます。この分野の研究は熟成しておらず、研究の重点
化と広範な産業分野からなる研究体制、助成システ
ムの確立が必要と考えます。 

1899 公務員 環境省 
循環型社会形成
推進科学研究補
助金 

レアメタル資源 （ 鉱石および合金） を輸入に
頼っている現実を考えれば、国外資源メジャ
ーの独占による価格操作、資源国の売り惜し
み、等の将来の供給不安を解決するために、
国内での回収技術の開発が急務であり、循環
型社会形成に関する助成は重要である。 

循環型社会形成技術の一つとして、廃棄物からのレ
アメタル回収があります。しかし、そのネックは「廃棄
物中に含まれるレアメタル量が少ないことにより、回収
コストが高額になり採算性が低い」という点にありま
す。つまり、廃棄物中に含まれるレアメタルを高濃度ま
で低コストで濃縮する技術の開発が必要であることに
なり、この分野への積極的な補助金の支給が必要と
考えます。 

1900 会社員 
厚生労
働省 

難治性疾患克服
研究 

一日でも早い治療薬の開発を願ってやみませ
ん。 
 
人が人として普通に生きるために、ぜひとも最
優先でこの事業を進めていただきたいので

 わが友が「遠位型ミオパチー」なる病にかかっており
ます。 
 
日一日と筋肉に力が入らなくなっていく病で、難病指
定、特定疾患の認定も未だされていません。 
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す。  
 
 二年前に会った時自分で何とか物を食べることがで
きていた彼は、今は手を口元まで運べず一人で食べ
ることができなくなりました。「ふりむく」ことすらが日々
難しくなってきています。 
 
 せめて大至急進行を止めたい。できることなら筋肉
を取り戻してあげたい。 
 
 
 したがって、そのためのでこの事業（ 難治性疾患克
服研究 ）を最優先で進めていただきたいのです。 

1901 研究者 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究  

日本人の半分ががんを煩い、死亡原因の 1/3
をがんによるものである現状においては、が
ん治療の進歩を推進する施策は絶対必要で
ある。特に、がんは未だに“がん＝死”という
感覚が強く、煩った患者さんの肉体的・精神
的苦痛に加えて周囲の御家族の苦痛は大き
く、その絶望の淵から一人でも多くの患者さ
ん・御家族を救い出すことは、計り知れない希
望を国民に与えることとなる。既に出来上がっ
た装置を用いた治療施設の展開など、いわゆ
る“研究”でない部分は、国の関与の割合は
低くなるかもしれないが、装置の小型化・低価
格化・高度化や重粒子線そのものの人体の
がん細胞・正常細胞に対する生物効果とその
作用機序の解明などの“研究”部分は、国が
主導して行う施策であると考える。 
 
 
 
しかしながら現状の問題点としては、以下の
点が挙げられ、今後これらを克服する必要が
ある。 
 
(1)治療費は決して安くない （300 万円強が必
要 ）。現在計画中の治療施設を含めて、更な
る治療機会・治療症例の増大を図ると共に、
治療装置の小型化・高度化を進め、治療費を
安くする必要がある。 
 
(2)歴史に裏付けられた治療経験が無く、また
重粒子線の生物作用メカニズムが解明されて
いない部分が多いことから、重粒子線治療に
特別な副作用、特に治療後数年～数十年後
の重粒子線治療を原因とする二次発がん、に
関する研究が無い。これまでに治療を完了さ
れた患者さんや現在治療中の患者さんが相
当数存在することから、この問題を解決する
ための研究を直ちに開始するべきである。 
 
(3)(2)に関連し、実際の治療には従来の放射
線治療の経験則に頼るところが多く、本来の
重粒子線のがん治療に対する実力を十二分
に引き出すことが出来ているのか疑問。例え
ば、テーラーメイド治療を唱うのであれば、あ
る種類のがん、ある体質の患者さんにとって
は炭素線使用がベストであるのか？炭素以
外の核種のイオンビームによる治療の可能性
検討は無い。この問題は、現状の炭素線治療
の推進と並行して行う必要がある研究であ
る。 

既に言い尽くされている感はあるが、放射線によるが
ん治療は外科的な治療に比べて、治療後の日常生活
へ復帰のための生活の質 （クオリティ オブ ライフ）
が高い。その中で、重粒子線による治療は、従来主流
であった電磁波放射線 （ガンマ線や Ｘ線 ） や電子線
に対してその物理学的・生物学的特質から放射線治
療に伴う副作用が軽減出来、難治がん・深部がん・外
科的治療が不可能ながん （例えば、生命活動に必須
な脳の部位に近接したがん ）に対して有効性を示す
治療法である。このことは、長寿社会である日本にお
いては、特に外科的治療に耐えることの難しい高齢者
に対する治療には必要不可欠であると考える。 

1902 会社員 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金予算の増額 

独創的な将来の科学技術立国日本を担うであろう学
術研究も、初期においては発展性は不確実であり、従
って短期のリターンを求める傾向のある企業からは研
究資金を提供することは難しい。より長期の視点に立
って、萌芽の段階から大学等の研究を支える役割は
国家にこそ求められる役割であると考えます。 

1903 研究者 
文部科
学省 

ナショナルバイ
オリソースプロジ
ェクト 

ナショナルバイオリソースプロジェクトは ，賞
をもらったり報道されたりするような華やかな
プロジェクトではありませんが ，縁の下の力
持ちとして日本の生物学をしっかりと支えてき
ました。日本の生物学研究の発展に ，計り知
れない貢献をしています。このプロジェクトに
関しては ，継続と充実が何よりの成果です。
尻すぼみになることなく ，安定してリソースの

このプロジェクトは， 研究基盤の整備に欠かせませ
ん。野生型の生物はもちろん ，変異体や培養細胞に
いたるまでの非常に充実したリソースが ，日本の基
礎研究の発展を支えてきました。先端部分でも底辺部
分でも ，このリソースの恩恵を受けた研究が非常に
多いと思います。このプロジェクトの性質は ，3～5 年
といった短期間で一定の成果を要求するような競争的
資金での推進には馴染まないものです。 
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維持ができるような施策を強く希望します。 

1904 研究者 
厚生労
働省 

長寿・障害総合
研究事業 

予算の増額を望む 
高齢者・障害者などマイノリティの QOL を上昇させる
ための研究は経済状況のいかんにかかわらず推進す
べきテーマである。 

1905 研究者 
文部科
学省 

脳科学研究戦略
推進プログラム 

減額は不適切である。現状維持か増額を望
む。 

脳の理解は、我々人間自身の理解につながると同時
に、大きな社会還元の可能性をもつ。 
 
他の研究分野に優先して、予算を配分すべきである 

1906 研究者 
文部科
学省 

大学等の施設の
整備 

予算の大幅な増額を望む 

欧米トップクラスの大学では、各大学のインフラストラ
クチャなどに重点的に投資していることが実感できる。
一方で、国立大学、特に地方の国立大学の設備はみ
すぼらしい。国公立大学に所属する有能な研究者が、
真に研究に没頭できるような環境づくりが急務であり、
それを支える当該予算は少なすぎる。例えば研究テク
ニシャン （常勤 ） ポジションの新設など、研究者を支
える予算の大幅増額を望む。 

1907 会社員 
文部科
学省 

免疫に関する研
究 

なぜリウマチになるのか。遺伝子による影響
はあるのか。 

親がリウマチだと子供もリウマチになる確率が高いの
ではないかと心配なので、将来の不安を取り除くため
にもぜひ研究をしてもらいたいため。 

1908 会社員 
文部科
学省 

薬剤の効果 
薬剤が効く患者と効かない患者がいるのはな
ぜか。この患者はどの薬剤を使うと効くなどが
最初からわかるような研究をしてもらいたい。

リウマチの治療はとても薬代が高いから、医療費の削
減にもなると思うし、患者の負担も減ると思う。リウマ
チ人口は多いので、早く研究をしてもらいたい。 

1909 会社員 
経済産
業省 

世界をリードす
る国際標準化の
推進 

地球温暖化問題をグリーン IT による解決策と
して「グリーン Ｉ Ｔ ｏ ｆ アプリケーション」を推
進し国際標準化するために賛成です。 

地球温暖化問題は、世界全体で早急に取り組むべき
最重要課題として 2008 年 2 月 1 日に産学官のパート
ナーシップによるグリーン IT 推進協議会が設立されて
います。 
 
グリーン IT では「ｏ ｆ  Ｉ Ｔ  と ｂ ｙ  Ｉ Ｔ 」が各企
業にて経営戦略に組み込まれています。 
 
我々、 Ｉ Ｔ ソフトを開発するものは今まで開発するア
プリケーションについて省電力について考えたことは
ありません。 
 
なぜなら言語やツールなどアプリケーションの開発に
は省電力の機能や命令などがないからです。 
 
省電力はハードウェアとＯ Ｓの機能に頼っています。
 
携帯端末などバッテリーに依存している機器ではアプ
リケーションの組み方によりすぐ電源がなくなるものも
あり、工夫をしていますが外部電源に依存している機
器では省電力はまったく気にしていません。 
 
私が加入している団体 （ Ｊ Ｉ Ｅ Ｔ ） ではグリーン Ｉ
Ｔ ｏ ｆ アプリケーションを実現すべく、マイクロソフト
社、グーグル社、東芝、東京大学にお会いし説明をい
たしましたが残念ながら企業の壁が厚い状況です。 
 
  
グリーン Ｉ Ｔ ｏ ｆ アプリケーションは技術的に実現可
能です。 
 
セキュリティの課題はありますが解決可能です。 
 
クラウドコンピューティングによりＷｅ ｂ 利用が進む
と、サーバー側だけでなく省電力化のアプリケーション
を使ったクライアントがすべて省電力化でき効果も絶
大です。 
 
 
この施策を利用しアプリケーションによるグリーン Ｉ Ｔ
のグローバルスタンダードを日本がつくるチャンスと思
っています。 
 
また、この技術が定着すると多くの企業でＣ Ｏ ２削減
のため自社が保有するシステムの再構築が見込まれ
ます。 
 
これによりＣ Ｏ ２ 削減の常態化が行われさらに Ｉ Ｔ
産業の活性化の呼び水になります。 
 
Ｃ Ｏ ２削減は経営戦略の中で自社製品の販売計画
に組み込まれている現在、企業を超越した国レベルの
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事業でしか推進できません。 
 
輸入超過が続く Ｉ Ｔ 分野に活路を見出し赤字を減ら
し、Ｃ Ｏ ２排出権の売買などにも利用できます。 
 
本企画は北海道経済産業局情報政策課へ説明して
おります。 
 
科学技術関係施策の優先度判定に役立つことを期待
しております。 
 
頑張ってください。 

1910 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

世界トップレベル研究拠点プログラム （Ｗ Ｐ
Ｉ － Ａ Ｉ Ｍ Ｒ ） は継続投資すべきと考えま
す。 

Ｗ Ｐ Ｉ － Ａ Ｉ Ｍ Ｒでは内外の多くの優秀な研究者を
集めて、融合領域で世界トップレベルの研究拠点を築
くことを目標として世界トップレベルの研究を推進して
おります。 
 
年間 14 億円の文部科学省からの補助金を受け研究
者 97 人 （内外国人 39 人 ）による研究を推進しており
ますが、仮にこの予算が縮減されれば、これは単に
WPI-AIMR のみならず外国研究機関との協力関係、
地域経済に及ぼす影響は甚大なものがあります。当
初の計画の １ ０ 年後の世界トップレベル研究拠点構
築にはぜひ必要な投資で、国民の皆様には、研究成
果と情報発信で理解していただけると確信していま
す。 

1911 その他 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した大型放射
光施設
（ SPring-8 ）の
運営体制の構築 

SPring-8 の大幅な予算削減について反対しま
す。研究所の現場を詳細に調査し再検討の
程、よろしくお願い申し上げます。 

SPring-8 では、多くの学生、ポストドクター、研究所ス
タッフ、民間企業の研究者が研究しており、大幅な予
算削減は、多くの失業者、大幅な科学技術の衰退を
生み出すからです。これにより、更に経済状況が悪化
すると考えられます。 

1912 その他 
文部科
学省 

大学等の施設整
備 

科学技術立国の基盤は人材育成に尽きる。 
 
科学は ，世界との熾烈な競争下に置かれて
おり ，知的財産の確保は国民の負託に答え
るもの。 
 
「NO2 ではいけないのか」については ，ゼネリ
ックでよいということ。 
 
国策がゼネリックでよいならば ，他国での開
発を待ち高い買い物をすべき。日本での最先
端研究は不要。理工系 ，医系の学部は廃止
でよい。 
 
国民受けするコスト削減のパフォーマンスに
はうんざり。 
 
 
 
人材育成や最先端技術を支える施設整備は
重要。 
 
国立大学は日本の未来を背負っている。 
 
安全安心や老朽化した建物の改築等 ，キャ
ンパスを維持するために必要な予算は国が確
保すべき。 
 
国立大学の施設整備は ，「ハコモノ」ではなく
未来と人材への投資である。 

国立大学は平成１ ６ 年度に独立行政法人化して ，
中期目標 ，中期計画により ，自主自立して運営にあ
たっているが ，施設整備補助金は法人化前に比べて
削減され ，中期目標さえ立てられない状況。 
 
法人化前には「国立大学の建物やキャンパスを良好
に維持していくために必要な経費は国が責任持って
確保する」としていた約束は反故にされ ，雨漏りも直
せない貧乏大学も多い。全国立大学で施設整備に必
要な額は ２ ２ ０ ０ 億円と試算されている。 ２ ２年度
に計上されている４ ８ ０ 億円では， 余りに悲惨。 
 
人材育成の観点から国内外の優秀な学生 ，教員を確
保していくためには世界水準の施設が不可欠。 
 
国立大学の施設整備は ，国民から未来を付託された
国立大学に運営に必要な経費であり所要額の確保を
望む。 

1913 研究者 
文部科
学省 

脳科学推進研究
プログラム 

 日本の若い世代の将来を考えると、数年単
位の目先の損得勘定で、科学研究や教育へ
の投資を削減するなどは、決してあるべきこと
ではない。 
 
 脳科学は、まだ歴史が浅いので、今後世界
のトップになる可能性を有しており、21 世紀の
社会の経済・福祉に大きな影響を与えること
が期待される。脳科学の研究を、道路や飛行
場の整備と同様に考えて、予算を削減し研究
者の数を減らすことは、日本の将来にとって、
マイナスである。 

 国土が狭く資源の乏しい日本の将来の発展には、
優秀な頭脳をいかしたソフトウエアやロボットのどのハ
イテク産業が不可欠である。 
 
 高齢化社会を迎えるにあたり、脳の老化の予防や治
療の開発は、人類全体の希望するところである。 
 
 このような社会的ニーズの基盤になるのは、われわ
れの脳の基礎的研究 （神経科学） であり、欧米で
は、すでにそのインフラを、わが国を上回るペースで、
整備している。中国でも、若い世代の神経科学の参入
は、わが国のそれよりもはるかに多い。このような状
況下、研究予算を縮小することは、わが国でこれまで
少ない予算規模のもとで、がんばって国際的成果をあ
げてきた先輩の苦労を踏みにじるだけでなく、日本に
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追いつき、追い越すことを目指している中国やインドな
どの外国を利するだけである。 

1914 研究者 
文部科
学省 

バイオリソース
事業 

生物学研究の全般を支える実験動物の維持
と、その安定供給をめざすこの事業を縮小さ
せることは、日本の科学研究、科学教育、バ
イオテクノロジー産業にとって大きなマイナス
である。 事業を縮小させる政策には、断固ノ
ーである。 

 生物学の研究、生物に関係するすべての産業に、健
全な倫理に基づいた動物を使った実験は不可欠であ
る。その一番もとにあるのは、材料となる実験動物の
維持と、その安定した供給のシステムを確立すること
である。 
 
 バイオリソース事業の縮小は、人類の福祉をめざす
生物学の研究を妨害するのみならず、バイオテクノロ
ジー産業の発展にも大きなダメッジを与え、日本経済
の発展にも大きな影響を与えかねない。 

1915 研究者 
経済産
業省 

エネルギーITS
推進事業 

優先度を高く設定する必要がある。 

2020 年までに CO2 低減 25％を実現するという政府の
方針を達成するためには、ITS を活用した自動車交通
からの CO2 低減対策が必要である。その場合、どの
ような ITS が排出量削減に効果的かを事前に評価す
るツールの開発が急務であると考えられる。 
 
 
もうすぐそこに 2020 年が来ており、CO2 排出量を ITS
により低減するためには、早急に評価ツールを開発
し、適切な ITS アプリケーションを施策として実現する
必要がある。 
 
 
CO2 排出問題が世界的な問題であり、さらに排出権
取引などを考えると、各国の政策を相互に評価できる
ことが求められている。したがって、国際的に相互認
証できる評価ツールの開発が必要であり、本事業は、
その意味においても国際連携を取りながら進められて
いるもので、優先度は高いと考える。 

1916 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

配分法を見直す必要があるが、全体予算を縮
減するべきではなく、積極的に増額するべき
施策である。 

基幹産業においては、これを支える中小企業などの
広い裾野が存在していることが不可欠である。科学研
究においても同様に、未来を見据えた重要な研究をト
ップダウン的な研究が発展するためには、裾野となる
周辺領域研究の発展が、国際的な競争において不可
欠である。わが国の科学技術の先進性は、まさに広
い裾野を作り出してきた成果である。また、広い裾野
研究からは、ボトムアップ的に大きなイノベーションが
生み出されることが期待される。これに関し、科学研
究費補助金の成果は高く評価される。近年、科学研究
費補助金の採択率が低下している。イノベーションに
つながる重要な基礎研究が見落とされていないだろう
か。特定の研究分野に偏ることなく、広く採択率を向
上させる必要がある。 

1917 研究者 
文部科
学省 

戦略的創造研究
推進事業 （社会
技術研究開発事
業を含む ） 

配分法を見直す必要があるが、全体予算を縮
減するべきではなく、積極的に増額するべき
施策である。 

これらの事業は、自由な発想にもとづく知的行為であ
る学術研究の内の比較的大きなプロジェクトを基盤的
に支える競争的研究費であり、 ５ 年以上の長期間の
研究を保証する内容が含まれている。短期間の競争
的研究資金は、費用対効果などの点において有効で
あるように思われる。しかし、現場の研究者は、論文
などの目に見える成果に追われ、将来を見据えた研
究の実施が困難な状況におかれている。行き過ぎた
成果主義は、不完全なデータをインパクトの高い論文
にする傾向を生み出し、かえって科学技術の発展を阻
害するものである。基盤的研究で育ってきた芽を大き
く発展させるためにも、長期間の研究を保証する制度
は、不可欠のものである。従って、その制度の整理は
ともかくも、全体として予算を増やす必要こそあれ、
「縮減する」との結論は、我が国の学術研究の発展を
大きく阻害するものである。 

1918 研究者 
文部科
学省 

大学院教育改革
推進事業 （うち
グローバルＣ Ｏ
Ｅプログラム ） 

配分法を見直す必要があるが、全体予算を縮
減するべきではなく、積極的に増額するべき
施策である。 

行政刷新会議「事業仕分け」第3WG において、若手研
究者育成について、大学院生のキャリア教育の必要
性が指摘されている。「国際競争を勝ち抜ける高度産
業人材などの科学技術人材の育成強化」を目的とし
た本施策は、始まったばかりであり、その成果として、
社会、産業、学術、教育を支える人材を輩出しつつあ
る。これを縮減することは、わが国の国際競争力を低
下するおそれがあり、永く禍根を残すことだろう。 

1919 研究者 環境省 
循環型社会形成
推進科学研究補
助金 

平成 22 年度予算における上記の補助金の増
額をお願いします。少なくとも減額とか廃止と
かは絶対に避けてもらいたい。 

鳩山内閣の掲げた重点政策に”環境と経済が両立す
る社会の形成”と言うのがありますが、循環型社会形
成推進科学研究補助金はこの政策を推進するための
ものであると考えます。特にわが国の先端産業を支え
るレアメタルやリン等の輸入に依存している資源の回
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収･リサイクルは今後のわが国ばかりでなく全人類の
命運を支配するものです。これに関連した世界を先導
する科学技術を開発しない限りわが国の明日はあり
ません。 

1920 会社員 
農林水
産省 

バイオマスに関
して 

 米を原材料として工業用アルコールを合成、
ガソリン等とブレンドし、火力発電所、自動車
用、航空機用燃料用として実用化する。米か
ら、アルコールを醸造、合成することは日本と
しては技術確立 
されている。 
 
 現在、米は食料用として管理されていて、減
反せざを得ない状況であるが、食料用よりは
等級下げた米、田収穫米をアルコール合成
用、家畜用飼料として生産するすることでコス
トダウンが可能。 
 
 輸入に頼るのではなく、国土、自然の恵みを
活用していく。 

 田は、耕さないでいると原野に戻ってしまう。耕作放
棄地などもあり、農村部の人口が少なくなったときに
原野になる。やはり、稲作で、食料用に加えて、田をい
かす施策が必須である。 
 
 あるオランダの灌漑などに詳しい学者が、日本の稲
作をみて、感心したという話がある。それは、日本は
水には恵まれているが、稲作により 種まきから収穫
まで農民がいわば水の管理者で国土全体に貯水ダム
を作っているようなものであるということである。 
 
 輸入だけに頼らず、日本として資源を活用できること
は、自主的に国策として推進すべきである。 

1921 研究者 
文部科
学省 

免疫・アレルギ
ー科学総合研究
事業 

国民の健康を守る為には、免疫学を推進して
いくことは重要 

免疫は人の健康を維持して行くうえで必須であり、そ
の仕組みを解明し、制御法を開発する研究は、国策と
して保護、推進すべきである。 

1922 会社員 
文部科
学省 

免疫・アレルギ
ー科学総合研究
事業 

花粉症のワクチンを実用にしてほしい 

花粉症の人にとって春はとてもつらい季節です。 
 
花粉症は特定の人だけではなく日本人なら誰でもか
かる発症するかもしれないものです。現在、市販され
ている飴やマスクなどではほとんど対策になっていま
せん。 
 
根本的にアレルギー・免疫という専門分野に携わるこ
とですので、文科省のほうでこのまま研究を進めてい
ただきたく思います。 
 
日本からの花粉症の早期解決を 

1923 研究者 
文部科
学省 

大学等の施設の
整備 

配分法を見直す必要があるが、全体予算を縮
減するべきではなく、積極的に増額するべき
施策である。 

急速な高齢化、地球温暖化や環境・エネルギー問題
は、産業構造の変化を引き起こしつつあるが、わが国
が、国際的に高い競争力を維持するためには、このよ
うな変革に柔軟に対応できる人材の育成が不可欠で
ある。大学については、教育・研究の枠組みの再構成
が必要であるとともに、未来志向の教育・研究組織を
新たに立ち上げる必要がある。したがって、これらの
教育・研究のインフラとしての施設整備の拡充が求め
られる。耐震補強などの既存の施設の補強にどどめ
るべきではない。 

1924 研究者 
文部科
学省 

脳科学研究戦略
推進プログラム 

配分法を見直す必要があるが、全体予算を縮
減するべきではなく、積極的に増額するべき
施策である。 

高度情報化社会における高齢化の問題を解決するに
あたり、脳機能を維持・増進することは急務である。ま
た、ここに大きな産業の発展する余地がある。欧米の
先進諸国は、この経済性に着目し、すでに莫大な研
究・開発の投資を始めている。本施策は、この意味で
高く評価されるべきものだが、トップダウン研究に偏っ
ている問題点がある。ボトムアップ研究も取り入れ、5
年以上の長期の研究を推進することにより、イノベー
ションが生み出され、他国をリードすることが期待され
る。 

1925 研究者 
文部科
学省 

脳科学総合研究
事業 （一部 ） 

配分法を見直す必要があるが、全体予算を縮
減するべきではなく、積極的に増額するべき
施策である。 

高度情報化社会における高齢化の問題を解決するに
あたり、脳機能を維持・増進することは急務である。ま
た、ここに大きな産業の発展する余地がある。欧米の
先進諸国は、この経済性に着目し、すでに莫大な研
究・開発の投資を始めている。本施策は、この意味で
高く評価されるべきものだが、トップダウン研究に偏っ
ている問題点がある。ボトムアップ研究も取り入れ、5
年以上の長期の研究を推進することにより、イノベー
ションが生み出され、他国をリードすることが期待され
る。 

1926 研究者 
文部科
学省 

先端的低炭素化
技術開発 

本件をはじめとする CO2 削減に向けた研究等
に重点をおくのか、大量のエネルギー消費を
前提とする研究開発を推進するのか、どちら
に重点を置くかをまず国民に示し、明確な判
断基準に基づいて事業仕分けを行うべきであ
る。 

大量のエネルギー消費を前提とする研究開発
（ 2-4,24 など ）を進めながら、地球温暖化防止や気
候変動予測に向けた研究等 （31-39 など ）を並行し
て進めることは、国の政策として矛盾をはらんでおり、
国民への説明責任を果たす上で大きな問題がある。 

1927 研究者 
文部科
学省 

感染症研究国際
ネットワーク推

推進、発展すべきである。 
 インフルエンザウイルス感染の拡大で理解された方
も多いと思われるが、感染症研究あるいは対策には
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進プログラム グローバルな取り組みが必要なことは明白である。 
 
 この取り組みには、長期的視点に基づく国際的協力
関係が必要で、高度な信頼関係に基づく情報交換・共
同研究の基盤は一朝一夕には形成できず、地道な積
み上げが必要である。このプログラムはその重要性を
認識して開始されたものであり、継続・発展が極めて
重要である。 
 
 感染症へのアプローチ・ネットワーク形成の基本とし
ては、公衆衛生的なものと、科学・基礎研究的なもの
の両者が必要で、一方だけでは不十分である。前者
だけでは、科学進歩を十分フォローできず、後者だけ
では衛生行政が不十分となる。前者を厚労省 （感染
研 ）が担当し、後者を文科省のこのプログラムが担当
し、国内でその両者が協調するという形があるべき姿
である。日本からの窓口を前者 （ 厚労省 ）だけとか
後者 （文科省 ） だけとか一つにすべきではない。 
 
 上記のように長期的視点にたって進めるべきプログ
ラムであるが、今回のインフルエンザウイルス感染拡
大に対し、これでも中国などとの情報交換の点で少し
は成果があったと考えるべきである。もしプログラムが
もっと早く開始されていたら、今回のインフルエンザウ
イルス感染拡大に対し、もっと大きな成果をあげてい
たであろう。今回の成果がもし不十分と考えるなら、予
算を増やして、プログラム進展を加速させるべきであ
る。 
 
 現時点でのこのプログラムの縮小・廃止は、相手国
との関係にも非可逆的な悪影響を及ぼし、日本の感
染症研究に壊滅的な打撃を与える。つまりプログラム
の縮小・廃止という、国民の安全性を脅かす選択肢を
とる場合は、その決定をされる方は、理由を説明し、
責任をとるべきである。 

1928 研究者 
文部科
学省 

橋渡し研究支援
推進プログラム 

推進、発展すべきである。 

生命科学の基礎研究の進歩を臨床応用に結びつける
のに必須のプログラムである。予算規模としては大き
いが、それでもさらに金額・期間とも拡大すべきであ
る。臨床応用までの時間はかかるが、その成果がもた
らす科学的・社会的・経済的効果は極めて大きい。 

1929 研究者 
文部科
学省 

大学等の施設の
整備 

推進、発展すべきである。 
科学の進歩により研究に必要な設備・機器も高度化し
ているため。各研究事業の効率化には、施設の整備
が必須であり、間接経費のみでは対応不能。 

1930 会社員 
文部科
学省 

免疫･ｱﾚﾙｷﾞー 科
学総合研究事業 

癌の研究を進めていただきたい。 
新しい治療法の研究を進めていただき、1 人でも多く
の人が完治できるようになって欲しいので。 

1931 研究者 
文部科
学省 

感染症研究国際
ネットワーク推
進プ  ログラム 

国際化する感染症拡大の脅威に対して、日本
は経済力に見合った貢献をするべきだと思い
ます。その意味において本プログラムの重要
性は明らかであり、更なる研究予算の配分を
行なってもいいのではないでしょうか。ここの
研究者の功名心が目立つ他のプロジェクトと
異なり、地味ではあるが国家として国民の安
心安全を確保する事を軽視するべきではあり
ません。また、東南アジア地域に分相応の貢
献をするべきですし、今後経済的な重要性を
増すアフリカ地域への貢献もおこたるべきで
はないと思います。 

感染症対策研究の成果は、短期的な業績評価のシス
テムでは本プログラムの重要性は評価できません。本
来このようなネットワークを維持すること自体が重要で
あり、そのことを認識していただきたいです。 

1932 研究者 
厚生労
働省 

先端的基盤開発
研究事業 創薬
基盤推進研究 

推進すべきである。 
新規医療技術・創薬の推進は、今後の医療の進展・
厚生行政の発展に欠くことができず、そのための鍵と
なる研究事業として必須である。 

1933 研究者 
厚生労
働省 

感染症対策総合
研究事業 

推進すべきである。 
予防・治療も含めた感染症対策の基本として、インフ
ルエンザ、肝炎、エイズとも欠くことができず、いずれ
も拡大推進すべきである。 

1934 研究者 
厚生労
働省 

独立行政法人医
薬基盤研究所 
保健医療分野に
おける基礎研究
推進事業 

推進すべきである。 
実現性、貢献度が大きいシーズの基礎研究発展に欠
くことのできない事業である。 

1935 その他 
文部科
学省 

免疫・アレルギ
ー科学総合研究
事業 

推進すべき事業と思います 
毎年花粉症に悩まされているので、治療薬を開発して
欲しい。周りに花粉症の人は多く、花粉症の予防や薬
の開発は、医療費の削減にもつながる。 
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1936 研究者 
文部科
学省 

ナショナルバイ
オリソースプロジ
ェクト 

優先度判定 S。最優先で実施すべきもので
す。 

バイオリソースは、わが国の公共財です。これまでに、
様々な研究者が多数のバイオリソースを作製してきま
した。バイオリソースの管理は、手間とお金が必要で
す。ナショナルバイオリソースプロジェクトは、バイオリ
ソースの一元管理によって、リソースの散逸を防ぐとと
もに、リソースの保持・管理のコストをも削減するもの
です。現在利用されていないリソースの中にも、今後
のライフサイエンス研究に大きな役割を果たすものが
眠っています。バイオリソースの管理は国家戦略とし
て取り組むべき課題と考えています。 

1937 研究者 
文部科
学省 

バイオリソース
事業 

優先度判定 S。最優先で実施すべきもので
す。 

理化学研究所のバイオリソースセンターは、高品質な
バイオリソースを収集、一元管理し、これを多くの研究
者に分与することで、ライフサイエンス研究の進展に
大きな役割をはたしてきました。日本独自のバイオリ
ソースセンターを持つことは、科学技術分野における
日本のプレゼンスを高めることにもなり、その拡充によ
って世界から日本へと情報やリソースの流入を促進す
ることになります。このため、バイオリソース事業は国
家戦略としても重点的にサポートされるべきものと考
えます。 

1938 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 
優先度判定 S。最優先で実施すべきもので
す。 

特別研究員事業はこれまで、未来の科学技術をにな
う研究者の育成に大きな役割をはたしてきました。特
に DC コースの大学院生を対象とした事業では、生活
の不安なく研究に邁進できる環境を与えることで、多く
の優秀な研究者・技術者を輩出しています。また PD
特別研究員は、特に優秀な研究者・技術者のアカデミ
ックおよび産業界へのキャリアパスとして機能していま
す。この特別員事業が縮減されることなく、さらに発展
していくことを望みます。 

1939 会社員 
文部科
学省 

免疫・アレルギ
ー科学総合研究
事業 

免疫・アレルギー科学総合研究事業の推進を
希望する。 

日本での平均寿命がのびたことや生活習慣の変化に
よって、肺癌などを発症する人々が、周囲で増えてい
る印象を持っている。そのなかで、テレビ報道で免疫・
アレルギー科学総合研究センターでの、免疫細胞療
法の取り組みを知る機会があった。まだ、実用化には
なっていないようであるが、将来的にこれらの取り組
みが実用化されれば、癌治療に有効な手段であると
いう期待がもてた。世界的にもまれにみる長寿国にな
った日本において、免疫・アレルギー科学総合研究事
業推進していくことは長期的な展望にたって必要不可
欠であると考える。 

1940 その他 
文部科
学省 

次世代スーパー
コンピュータの
開発・利用 

WG の結論に反対します。 

スパコンの開発には多額の費用が掛かるため、今年5
月に業績が悪化していた NEC （日立も ）はプロジェク
トから撤退しました。こういう事案にこそ税金を投入す
るべきです。 
 
一旦開発から撤退、あるいは凍結すると、その影響は
幅広い範囲に及び、その損失は計り知れないと思い
ます。日本という国の根幹に関わる問題です。 
 
 
また、長男は修士 2 年ですが、研究のためにパソコン
を 4 台使い、約 8 ヶ月程継続して Fortran による科学
技術計算をさせています。膨大な計算量のため、スパ
コンを使う計画もあったようです。世界で一番早いスパ
コンが必要な研究はいくらでもあると思います。 
 
 
以前から、長男は指導教官から米国への留学を勧め
られているとのことなので、WG の結論が実行されるな
ら日本での研究生活に見切りを付け、米国などでの研
究者になることも真剣に検討する必要があると思いま
す。同じように感じている多くの研究者の卵やポスドク
の人がいることでしょう。 
 
かつて問題になったことがある頭脳流出が起きないよ
うにする事は、重要な国家戦略のひとつだと思いま
す。 

1941 研究者 
経済産
業省 

新エネルギー技
術開発 （新エネ
ルギーベンチャ
ー技術革新事
業 ） 

本施策は今世紀前半の技術開発支援事業と
しては重要なテーマであり、優先的に継続す
べき、むしろ重点化していくべきであると考え
る。 

低炭素・循環型の持続的な産業構造を構築していくう
えで、カーボン・フリーあるいはカーボン・ニュートラル
な新エネルギー開発は必須であり、基礎研究開発の
みの支援だけでなく、企業ベースで本当に実用化され
ていく技術開発の支援こそが重要な意義を有するもの
と考える。 

1942 会社員 経済産 高出力多波長複  高輝度・高出力な多波長レーザーは、太陽 ドイツでは、これまでに BRIOLAS(Brilliand Diode 
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業省 合レーザー開発
プロジェクト 

電池、有機 EL デバイス、LED、炭素繊維材料
など、日本の製品製造技術の高度化及び省
エネルギー化に必須であり、優先度高く、特に
重要な施策として実施されるよう、切に希望し
ます。 
 
 とくに、高輝度・高効率な高出力レーザーの
開発が重要であり、単に出力のみに着目し
た、低輝度な光源開発にはならないよう、レー
ザービームの高品位化及び高効率化にも十
分配慮した研究開発が持続的になされるよ
う、希望いたします。 

Lasers)プロジェクトとして 2004 年から 2008 年までの 5
年間に 28 百万ユーロの開発助成を行ない、大規模な
産業用レーザ開発を積極的に推進したが、さらに
2009 年からは INLAS(Integrated Optical Components 
for High Power Beam Sources)として、ファイバレーザ
及びその励起光源開発に24.6百万ユーロの開発助成
を開始し、またその応用技術開発として、
MABRILAS(Materials Processing with Brilliant Laser 
Beam Sources)プロジェクト(開発助成額 36 百万ユー
ロ ）も 2009 年から開始しており、我が国の数倍の開
発助成規模で、研究開発のリードを拡大している。 
 
 高輝度・高効効率な高出力レーザーは、製品製造技
術の高度化、省エネルギー化の推進に必須である
が、輸入品では仕様にフレキシビリティが欠ける、納
期が遅い、高コストである、メンテナンスが困難など、
問題が多いので、海外レーザーを凌駕する国産レー
ザーの開発が急務であると考えます。 

1943 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 （女性研究
者支援システム
改革 ） 

表題の事業につきまして、予算縮減に反対し
ます。 
  

事業番号 39 ：科学技術振興調整費 （女性研究者支
援システム改革 ）  
 
 
この事業は、特にアカデミアにおいてなかなか進出の
進んでいない女性研究者・教員をふやすとともに、リ
ーダーとなる女性研究者を育てるための画期的な事
業です。スタートしてわずか ３年を過ぎたところです
が、この事業のおかげで、どれだけ女性研究者が希
望を得たことか、事例を挙げれば枚挙にいとまがあり
ません。支援事業によって、研究支援員が配置され、
子育てをしていても、論文発表や外国での学会発表
等、業績が上がり、より責任ある地位に昇進できた女
性研究者の例、支援室やメンターを利用できること
で、二人目、三人目の子供を出産できる例、保育園が
あることで、大学教員が教育研究をやめなくても済む
例等々枚挙にいとまがありません。 
 
 
女性研究者が出産・育児と仕事の二者択一を迫られ
る現状を改善するには、出産・育児と仕事 （研究 ）と
の両立が可能になるように、上司、研究室の同僚、組
織など全体で支援するという意識改革と具体的な支
援制度整備が必要なのです。それが事業番号 39 
「女性研究者支援システム改革」事業の目的なので
す。 
 
 
今、女性研究者の持てる子供の数は、平均で 0.67 人
です （男性は二人弱 ：男女共同参画学協会連絡会
大規模アンケート 
 
http://annex.jsap.or.jp/renrakukai/2007enquete/h19e
nquete_report_v2.pdf 
理工系男女研究者の実態調査報告書 ）。二人以上も
ちたいと思っていても、持てない事情があるのです。こ
の支援事業は、女性研究者が、当たり前のように家庭
と仕事を両立できるようにするための基盤整備なので
す。 
 
 
また、加速プログラムの方は、基盤整備が整ったなか
から、リーダーとなる人を育てて行く「人財育成」のス
テップなのです。小中高校までの子育ての支援を厚く
することも、その先のあらゆる科学技術の分野で必要
な専門職を育てることも、人材育成としては、同じよう
に重要なのです。女性研究者の場合、諸外国に比べ
て特に進出が遅れており、先進国のなかで研究者の
女性比率は最低です （女性研究者比率 13％ ）。これ
から、人口減に向かう日本の場合、特に人材は男女
を問わず大切な資産であり、なかでも今は活かしきれ
ていない女性の活力を活かしきってこそ、世界のなか
で生き残れると思うのです。 

1944 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 （女性研究
者支援システム
改革 ） 

表題の事業につきまして、予算縮減に反対し
ます。 

事業番号 39 ：科学技術振興調整費 （女性研究者支
援システム改革 ）  
 
 
この事業は、特にアカデミアにおいてなかなか進出の
進んでいない女性研究者・教員をふやすとともに、リ
ーダーとなる女性研究者を育てるための画期的な事
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業です。スタートしてわずか ３年を過ぎたところです
が、この事業のおかげで、どれだけ女性研究者が希
望を得たことか、事例を挙げれば枚挙にいとまがあり
ません。支援事業によって、研究支援員が配置され、
子育てをしていても、論文発表や外国での学会発表
等、業績が上がり、より責任ある地位に昇進できた女
性研究者の例、支援室やメンターを利用できること
で、二人目、三人目の子供を出産できる例、保育園が
あることで、大学教員が教育研究をやめなくても済む
例等々枚挙にいとまがありません。 
 
 
女性研究者が出産・育児と仕事の二者択一を迫られ
る現状を改善するには、出産・育児と仕事 （研究 ）と
の両立が可能になるように、上司、研究室の同僚、組
織など全体で支援するという意識改革と具体的な支
援制度整備が必要なのです。それが事業番号 39 
「女性研究者支援システム改革」事業の目的なので
す。 
 
 
今、女性研究者の持てる子供の数は、平均で 0.67 人
です （男性は二人弱 ：男女共同参画学協会連絡会
大規模アンケート 
http://annex.jsap.or.jp/renrakukai/2007enquete/h19e
nquete_report_v2.pdf 
理工系男女研究者の実態調査報告書 ）。二人以上も
ちたいと思っていても、持てない事情があるのです。こ
の支援事業は、女性研究者が、当たり前のように家庭
と仕事を両立できるようにするための基盤整備なので
す。 
 
 
また、加速プログラムの方は、基盤整備が整ったなか
から、リーダーとなる人を育てて行く「人財育成」のス
テップなのです。小中高校までの子育ての支援を厚く
することも、その先のあらゆる科学技術の分野で必要
な専門職を育てることも、人材育成としては、同じよう
に重要なのです。女性研究者の場合、諸外国に比べ
て特に進出が遅れており、先進国のなかで研究者の
女性比率は最低です （女性研究者比率 13％ ）。これ
から、人口減に向かう日本の場合、特に人材は男女
を問わず大切な資産であり、なかでも今は活かしきれ
ていない女性の活力を活かしきってこそ、世界のなか
で生き残れると思うのです。 

1945 会社員 
文部科
学省 

重粒子線がん治
療研究 

積極的に実施することを望む。 

生命保険会社でも高度先進医療(重粒子線がん治療
他)に対する保険も出されており、安ければこの治療を
受けたい人もいて、注目されている。外科治療が困難
な病気や、高齢で外科治療が受けられない人もいる。
 
 
高度先進医療ではなく、早く保険適用になるよう、治
療数の増加、技術の一般化に向けて、積極的に実施
することを望む。 
 
 
保険適用により、国民全体に医療利益を還元するこ
と。 
 
高度先進医療だと、一部の富裕層しか治療を受けら
れない。高齢で外科治療が難しい人にも必要で、高齢
化社会に向けて更に必要になる。 

1946 会社員 
文部科
学省 

産学官民連携に
よる地域イノベ
ーションクラスタ
ー創生事業 （仮
称 ） 

必要性に疑問あり 

地域を中心として考えているが、地域という狭い市場
でニーズがどれくらいあるか疑問。 
 
 
ニーズがないのに、地域空港を建設するのに似てい
る。 
 
 
実際にその地域で検討されている事案と同じもの、も
しくはそれより規模の大きいものが、近隣地域にある
のならば、その施設等を利用・発展させる方がよい。 
 
 
科学技術分野は、地域主導・地域還元ではなく、国家
戦略として国が主導し、国の利益・国民の利益になる
ようにしてほしい。 



 384

1947 研究者 
文部科
学省 

脳科学研究戦略
推進プログラム 

最優先で実施すべき。 

本施策が推進する研究領域には、アルツハイマー病
をはじめとする認知症、うつや統合失調症等の精神疾
患、および自閉症など神経発達障害の新規治療法の
開発やそのためのモデル動物の開発、新規脳機能測
定技術の開発などが含まれる。高齢化にともなう認知
症の介護コストやうつ病に関連した自殺者数の高い
数値が示すとおり、これらの社会的関心の高い研究
領域は、いずれも「人の命を大切にする健康長寿社会
を実現する」ために迅速かつ継続的な支援を必要とす
る。以上の理由から本施策の最優先の実施をお願い
したい。 

1948 研究者 
文部科
学省 

脳科学総合研究
事業 

最優先で実施すべき。 

これまでの脳科学研究は、分子生物学の大きな進展
により、ある遺伝子やタンパク質の脳機能における役
割を解明する点では成功を収めてきたが、これからの
脳科学は、この施策が目標とするように「多くの神経
細胞からなる脳の回路がどのようにして行動、情動や
知覚のような機能を生み出すか」を解明することが最
も重要となる。このような研究は、基礎科学において
のみならず、神経精神疾患の治療法の開発の点から
現在熾烈な国際的競争の場となっており、日本も米国
や欧州など他国に遅れをとれば、健康な長寿社会を
築くために必要な知的財産の蓄積の低下を招く。この
ような理由から、本施策の最優先の実施をお願いした
い。 

1949 研究者 
文部科
学省 

戦略的創造研究
推進事業 

増額要求。あるいは少なくとも現状維持。 

本施策のうち、特に個人型研究を支援する「さきがけ」
は30代の最も創造性にあふれる時期にある若手研究
者にとって、独立した研究への支援が得られる数少な
い機会の一つとなっている。科学において将来の革新
的な知識や技術を創出する一番の方法は、名声の確
立した研究者に数億円から数十億円という巨額の研
究費を支出することよりも、むしろ一件あたりの額はそ
れほど大きくなくとも （期間を通して一千万円から数
千万円単位 ）若手が提案するなるべく多くの新しいア
イデアに投資することだと考える。将来の人材養成の
点からも、本施策の一層の拡充をお願いしたい。 

1950 その他 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した大型放射
光施設
（ SPring-8 ）の
運営体制の構築 

SPring-8 の予算削減に断固反対致します。 

未来の子供たちのために、科学研究に力を入れて、
一人でも多くの子供たちに夢を持って進んで行って頂
く為、日本国は科学予算だけは削らないで欲しいと考
えます。 

1951 その他 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金の予算削減に断固反対致
します。 

未来の子供たちのために、科学研究に力を入れて、
一人でも多くの子供たちに夢を持って進んで行って頂
く為、日本国は科学予算だけは削らないで欲しいと考
えます。 

1952 その他 内閣府 
沖縄科学技術大
学院大学の開学
準備 

沖縄科学技術大学院大学の設置は沖縄の振
興のためのみではなく、日本やアジアの科学
技術をも牽引する拠点になりうる可能性を含
んだ政策であり、優先させるべき重要な施策
であると考えています。 

○設置の目的が、アジア地域にアメリカやヨーロッパ
にも負けない研究機関を設置し、現在西洋等に流出し
ている研究者をアジアに留め、将来アジアからノーベ
ル賞学者を出せるための環境作りときいています。す
ばらしい発想でありぜひ実現すべきです。予算や運営
システムなどヨーロッパにひけをとらない条件を与える
べきだと考えます。 
 
 
○新聞や講演会では、すでに先行研究者との連携も
始まっており、沖縄県内で次世代シーケンサー等で成
果が出始めているとの情報も伺っております。 

1953 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金の基盤研究Ａ、Ｂ、 Ｃの
枠を大幅に拡大し、また、基盤研究の枠内で
も並行して異なる課題を申請・実行できるよう
に充実してください。一方で、過度な「若手重
視」にならないように検討してください。 

2004 年 4 月より全国の国立大学は国立大学法人とし
て運営されています。各国立大学法人には、この業務
の遂行のために毎年「運営費交付金」が交付され、各
大学法人はこの運営費交付金により、人的資源の確
保、施設設備・教育研究の財源を捻出しなければなり
ません。その他に必要な運営資金は、運営費使途の
自由化の名のもと、競争的資金や民間の資金を獲得
すれば良いという、競争・市場原理が導入されました。
大学における教育の目的は将来の我が国を支える優
秀な人材を輩出することであり、大学はそのような人
材の輩出を通じ社会に貢献し、その結果として我国は
国際的な責務を果たすことができるのであります。そ
して、そのような高度な教育を行うためには、大学に
おいては先端的で先鋭的な研究がなされなければな
りません。ただ、運営費交付金の配分によって研究が
保証されなくなった中で、科学研究費補助金は比較的
公平な審査による研究資金です。但し「若手支援」に
関しては、大ボスの庇護の下で成果を上げている研
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究者へ偏って配分されており、一方、40 歳後半から 50
歳前半にかけてのいわゆる「中堅研究者」への配慮
がなされずに、次世代の育成に暗雲が立ちこめてい
ます。 

1954 研究者 
文部科
学省 

ナショナルバイ
オリソースプロジ
ェクト 

ライフサイエンス研究において重要な貢献をし
ている実験動物等の研究材料を適切に収集・
保存・配布することは重要である。ヒトゲノム
プロジェクトの一応の完成を踏まえて、今後取
り組むべき課題として機能解析がある。中で
も、マウスは標的遺伝子組み換えの手法が確
立したことから、今後積極的に疾患モデルとし
ての開発を推進すべき対象と考えられる。国
際的には、米国、EU、それとカナダにおいてこ
のようなコンソーシアムが形成されており、日
本でもこれらと連携する体制を整え、研究を推
進することが必要と思われる。 
 
これは、16「ゲノム医科学研究事業（ 一部 ） 」
や 18「バイオリソース事業 （一部） 」とも密接
に関連する施策だろうと思います。 

近年、疾患に関する病態の解明・治療法の確立など
国民の健康推進の視点からも疾患モデル動物を用い
た研究は、益々その重要性を増している。ENU による
塩基置換誘発の「ランダムミュータジェネシス」プロジェ
クトが国立遺伝学研究所と理化学研究所で推進され
た。それなりの成果が上がっているのであろうが、既
にゲノム情報が明らかになっている段階では、「逆遺
伝学」の手法によるモデル系の有効性は極めて高い。
その意味で、対象遺伝子に注目した疾患モデル樹立
のシステムとして開発された標的遺伝子組換え法を応
用した遺伝子改変マウスの樹立・解析は重要である。
今年の 6 月初めに、標的遺伝子組換え法の確立に大
きく寄与した米国ユタ大学の Capecchi 教授 （2007 年
度ノーベル医学生理学賞受賞 ）の研究室で開発当時
一緒に研究に従事し、カナダの NorCOMM コンソーシ
アムの分担研究者であるカルガリー大学医学部の
Rancourt 博士と研究交流する機会を得たが、欧州
（ EUCOMM ）やカナダ （NorCOMM ）、アメリカでは
それぞれコンソーシアム体制をとって研究を展開して
いることを知った。これまでも我国において標的遺伝
子組換え法を駆使した様々な生命科学・基礎医学研
究は展開されているが、今後はより戦略的な拠点・ネ
ットワーク体制を整備して国際コンソーシアムと協調・
競争しながら進める必要がある。 

1955 研究者 
文部科
学省 

分子イメージン
グ研究戦略推進
プログラム 

第 Ｉ 期 （ 平成 17～21 年度 ）に続く計画であ
り、理化学研究所と放射線総合医学研究所の
2 拠点に特化したことに関することも含め、そ
の成果目標の達成度並びに波及効果につい
ての検証は、事業を継続する前になされる必
要がある。またこれは、継続施策 23「分子イメ
ージング」や 24「重粒子線がん治療」とも密接
に関連する施策だろうと思いますが、臨床医
学系を中心に応用研究の推進を図る一方で、
放射線の人体影響を含め、基礎医学研究へ
の支援、研究・教育者の育成をセットで推進す
べきである。「事業仕分け」作業 WG の指摘の
中にも述べられているが、厚生労働省の研究
資金との効率的運用を図ることで、無駄な重
複がなく、成果が上がる施策を実施して欲し
い。 

「分子イメージング」「重粒子線がん治療」ともに、特に
臨床医学領域での研究の展開は、国民の健康増進に
大きな寄与をしており、今後も推進すべきことと考えま
す。ただその中にあって、例えば全国の大学医学部
で、医学教育モデルコアカリキュラムの中にも記され
ている放射線の人体影響を含め、放射線の基礎医学
をきちんと教育している所はどれくらいあるのでしょう
か？大学の付置研究所を含め、放射線の基礎医学研
究を担当している分野・講座は、人件費抑制策の一環
で年々減少し、教員の定年を考慮すると 10 年以内に
ほとんど無くなるのではないかと言われています。医
学科の学生のみならず、看護学科の学生を含め医療
従事者には、医療現場で多用されている放射線関連
機器に関する正しい理解が求められていますが、現
状は厳しいものがあります。唯一の原爆被爆国という
特殊な事情がある中で、放射線に関する国民理解
は、先ずは医療人の教育から進めなければならない
と考えます。このことが、原子力政策への国民理解へ
の繋がると思います。是非、長期的な視野に立ち、人
材育成の視点を盛り込んだ施策の推進をお願いしま
す。 

1956 会社員 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した 大型放
射光施設
(SPring-8 ）の
運営体制の構築 

SPring-8 の予算削減には断固反対です。 

費用対効果は、一般企業にならって、改善する点はあ
るかもしれませんが、研究開発などは、短期的な成果
が期待出来なくても、積上げていくことが必要です。長
期的視野に立たない施策は、国の姿勢として間違って
おり、必ず、国の将来の成長を妨げる要因となると思
います。 

1957 会社員 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金の予算削減には断固反対
です。 

費用対効果は、一般企業にならって、改善する点はあ
るかもしれませんが、研究開発などは、短期的な成果
が期待出来なくても、積上げていくことが必要です。長
期的視野に立たない施策は、国の姿勢として間違って
おり、必ず、国の将来の成長を妨げる要因となると思
います。 

1958 会社員 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した 大型放
射光施設
(SPring-8 ）の
運営体制の構築 

SPring-8 の予算削減には断固として反対しま
す。 

基礎科学の研究開発は、もともと高い収益だけを追求
していません。資源のない日本においては、科学技術
の進歩は、子供手当にも勝る、私たちの子供たちのた
めの投資であって、最低でも現状の維持、出来れば
上乗せを目指さねばなりません。 

1959 会社員 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金の予算削減には断固とし
て反対します。 

基礎科学の研究開発は、もともと高い収益だけを追求
していません。資源のない日本においては、科学技術
の進歩は、子供手当にも勝る、私たちの子供たちのた
めの投資であって、最低でも現状の維持、出来れば
上乗せを目指さねばなりません。 

1960 研究者 
文部科
学省 

競争的資金 （ラ
イフサイエンス

分子イメージング研究戦略推進プログラム
（ 第 2 期 ）につき、予算要求の縮減 （2 割か

評価のコメントはおよそ研究活動をしらない方の一方
的な判断です。イメージング技術はこれから花開こうと
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分野 ） ら 3 分の 1 程度） の正当な理由が分りませ
ん。 

する重要な時期にあります。すべての科学技術や化
合物が規定の目的のために作られてきた訳ではなく、
偶然や発見によって新しく見方で応用されるもので
す。当該事業見直しや他省庁との統一化、さらに「画
期的成果がでなければ成功は認められない」など、
「科学」のシーズ拡げをニーズ （医療応用 ）に合わる
ために当該研究事業があります。先進国の中で少な
い日本の競争的研究資金を削り、基礎研究・医学研
究におけるこの国の国際競争力を低下させるだけで
す。このことは将来に渡って国益を害する行為に他な
りません。 

1961 会社員 
経済産
業省 

イットリウム系超
電導電力機器技
術開発 

超電導電力機器開発に関する予算を要求通
り実現して欲しい。 

CO2 25%削減の公約を守るためには、電力損失を防
ぎ効率を上げることが重要となります。そのためには、
ケーブル、モーター、変圧器等の機器の損失を少なく
することが重要となります。また超電導化により機器
のコンパクト化、省エネ化が推進でき、電力機器以外
にも医療機器等の大きな電力が必要な機器にも水平
展開が可能となります。 

1962 会社員 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

現状維持 
資源にない本邦において ，科学技術産業は極めて重
要である。ノーベル賞など ，結果がみられてきている
基礎研究のレベルは維持されるべきと考える。 

1963 会社員 
文部科
学省 

戦略的創造研究
推進事業 

現状維持 
資源にない本邦において ，科学技術産業は極めて重
要である。ノーベル賞など ，結果がみられてきている
基礎研究のレベルは維持されるべきと考える。 

1964 会社員 
文部科
学省 

科学技術新興調
整費 

現状維持 
資源にない本邦において ，科学技術産業は極めて重
要である。ノーベル賞など ，結果がみられてきている
基礎研究のレベルは維持されるべきと考える。 

1965 その他 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した 大型放
射光施設
(SPring-8 ）の
運営体制の構築 

SPring-8 の予算削減に断固として反対しま
す。 

基礎科学の研究開発は、もともと高い収益だけを追求
していません。一般企業にならった費用対効果の検討
は必要かもしれませんが、資源のない日本において
は、科学技術の進歩は、子供手当にも勝る、私たちの
子供たちのための投資であって、最低でも現状の維
持、出来れば上乗せを目指さねばなりません。 

1966 その他 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金の予算削減に断固として
反対します。 

基礎科学の研究開発は、もともと高い収益だけを追求
していません。一般企業にならった費用対効果の検討
は必要かもしれませんが、資源のない日本において
は、科学技術の進歩は、子供手当にも勝る、私たちの
子供たちのための投資であって、最低でも現状の維
持、出来れば上乗せを目指さねばなりません。 

1967 その他 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した 大型放
射光施設
(SPring-8 ）の
運営体制の構築 

SPring-8 の予算削減に断固として反対しま
す。 

基礎科学の研究開発は、もともと高い収益だけを追求
していません。一般企業にならった費用対効果の検討
は必要かもしれませんが、資源のない日本において
は、科学技術の進歩は、子供手当にも勝る、私たちの
子供たちのための投資であって、最低でも現状の維
持、出来れば上乗せを目指さねばなりません。 

1968 その他 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金の予算削減に断固として
反対します。 

基礎科学の研究開発は、もともと高い収益だけを追求
していません。一般企業にならった費用対効果の検討
は必要かもしれませんが、資源のない日本において
は、科学技術の進歩は、子供手当にも勝る、私たちの
子供たちのための投資であって、最低でも現状の維
持、出来れば上乗せを目指さねばなりません。 

1969 会社員 総務省 

革新的な三次元
映像技術による
超臨場感コミュ
ニケーション技
術の研究開発 

優先度判定においては、引き続き予算の重点
配分を行うべきである。 

革新的な三次元映像技術による超臨場感コミュニケ
ーション技術は、通信分野、医療・教育分野、エンター
テインメント分野、コンテンツ分野など幅広い産業分野
において革新的なイノベーションを引き起こすととも
に、新たな産業の創造が期待される。 
 
また、日本は現在、映像、コミュニケーション、コンテン
ツ関連の研究開発において世界をリードしているが、
当該分野での研究開発を重点推進することで引き続
き世界をリードし、優位性を更に高めることが期待され
る。 

1970 会社員 
経済産
業省 

次世代型ヒート
ポンプについて 

ヒートポンプ関連技術は、環境・エネルギー技
術の中でも技術進歩が期待できる分野である
ので、技術開発の優先度は高い。予算を十分
に投入し、技術開発を加速すべきです。 

ヒートポンプは大気の熱エネルギーを利用することか
ら、再生可能エネルギーとしても捉えられている。現在
様々な分野で、ヒートポンプは応用されておりその適
用範囲は広く、今後さらに応用範囲が広がっていくも
のと考えられます。ヒートポンプを利用した熱エネルギ
ーの有効利用は省エネルギーに非常に役立つと考え
られることから、優先的な技術開発が必要です。 
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1971 研究者 
文部科
学省 

次世代スーパー
コンピューティン
グ技術 

今回の行政刷新会議の「事業仕分け」で、“次
世代スーパーコンピュータ”の開発予算が事
実上凍結されたことに対し、生命科学や有機
化学、そして計算科学の分野でその研究にか
かわっている者として、意見を述べさせていた
だきます。 
 
 
 
科学技術は外交に類似していると思っていま
す。それは、国家の安泰と繁栄、国民の幸せ
のためのものであり、一度舵取りを誤り、世界
との競争力が低下すると、その遅れを取り戻
すには長い年月を要し、悪くすれば国家の存
在そのものを危うくします。周知のごとく、資源
の乏しい日本が世界を先導する立場にあるの
は、その科学技術力の高さであり、それを支
える多くの研究者の努力と研鑽、熱意の賜物
であります。 
 
 
 
コンピュータシミュレーションは、新しい理論を
創出し、実験を先導する第 ３の科学技術とし
て認められています。自動車や航空機、半導
体のようなものづくりの分野のみならず、生命
科学研究や地球温暖化などの気象変動の予
測といった幅広い分野で使われ、国際競争力
を左右する重要な基盤技術であります。上述
のように我が国が世界を先導し、その存在感
を発揮し続けるためには、次世代スパコン開
発を含めた国家戦略を確立し、継続して行く
必要があると考えます。 
 
 
 
国家の財政状況が厳しい今日だからこそ、短
期的、短絡的な費用対効果による事業仕分け
ではなく、日本の拠って立つべきところを見据
えた国家戦略に基づいて、次世代スパコンの
ような最先端の開発事業の支援存続の適否
を決定すべきであると強く思うのであります。 

“次世代スーパーコンピュータ”の開発予算が凍結さ
れ、打ち切られれば、日本の科学技術の国際競争力
は著しく低下し、我が国の産業は想像するだに恐ろし
い打撃を受けることが予想されます。さらに、スパコン
開発にかかわってきた日本の研究者、特に若手研究
者がその熱意と、職を失い、その結果、彼らのような
優秀な人材が、現在スパコンでトップを走り、その開発
を国家戦略の中核とする米国、あるいは中国や韓国
などの国々に流出するという、我が国にとって大きな
損失となる、悲劇的な事態が待ち受けているように思
われてなりません。後進の若者が意欲をそがれ、研究
者としての道を断念するだろうことは言うまでもないこ
とでありましょう。 

1972 会社員 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した 大型放
射光施設
(SPring-8 ）の
運営体制の構築 

SPring-8 の予算削減には断固として反対致し
ます。 

基礎科学の研究開発は、もともと高い収益だけを追求
していません。一般企業にならった費用対効果の検討
は必要かもしれませんが、資源のない日本において
は、科学技術の進歩は、子供手当にも勝る、私たちの
子供たちのための投資であって、最低でも現状の維
持、出来れば上乗せを目指さねばなりません。 

1973 会社員 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金の予算削減には断固とし
て反対致します。 

基礎科学の研究開発は、もともと高い収益だけを追求
していません。一般企業にならった費用対効果の検討
は必要かもしれませんが、資源のない日本において
は、科学技術の進歩は、子供手当にも勝る、私たちの
子供たちのための投資であって、最低でも現状の維
持、出来れば上乗せを目指さねばなりません。 

1974 会社員 
文部科
学省 

脳科学研究戦略
推進プログラム 

維持 
ストレス社会 ，高齢化が進む日本において ，解決さ
れるべき課題はまだまだ多い。本分野における研究レ
ベルは少なくとも維持されるべきと考える。 

1975 会社員 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した 大型放
射光施設
(SPring-8 ）の
運営体制の構築 

SPring-8 の予算削減には断固として反対で
す。 

基礎科学の研究開発は、もともと高い収益だけを追求
していません。一般企業にならった費用対効果の検討
は必要かもしれませんが、資源のない日本において
は、科学技術の進歩は、子供手当にも勝る、私たちの
子供たちのための投資であって、最低でも現状の維
持、出来れば上乗せを目指さねばなりません。 

1976 会社員 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

基礎科学の研究開発は、もともと高い収益だ
けを追求していません。一般企業にならった
費用対効果の検討は必要かもしれませんが、
資源のない日本においては、科学技術の進
歩は、子供手当にも勝る、私たちの子供たち
のための投資であって、最低でも現状の維
持、出来れば上乗せを目指さねばなりませ
ん。 

（ 記入なし ） 

1977 研究者 
厚生労
働省 

生活習慣病・難
治性疾患克服総
合研究事業 

癌対策と同水準の取り扱いを求めます 
日本人の死因のトップとなった循環器疾患は、発病後
の治療法もさることながら、主要な原疾患である糖尿
病をはじめ、生活習慣病の管理が健康寿命を延長さ
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せることにつながると考えます。遺伝学的解析・テーラ
ーメード医療の実現など、現状とは異なる角度からの
管理方法が求められる今、本事業に対する研究は非
常に重要な位置づけであると思います。 

1978 研究者 
厚生労
働省 

生活習慣病・難
治性疾患克服総
合研究事業 

引き続き十分な研究費が必要 

難治疾患は患者総数は少ないものの、いつ誰が罹患
するかわからず、一旦罹患すると、その後の一生にか
かわる重要な疾患である。患者総数の規模が小さい
ため、一般企業の投資額も小規模で、国費による研
究事業を継続し、病因・治療法を明らかにし、患者お
よびその家族をはじめとする人々の QOL を高め、国
益とすべきである。 

1979 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

近年の基礎科学研究の競争激化により、他
国に先駆けて効率よく優れた成果を生むため
には、世界中から優秀な人材を集め、集中的
に研究に従事させることが必要となっている。
この観点からこの世界トップレベル研究拠点
プログラムは、日本が中長期的視点に立って
国をあげて基礎科学を推進するという意志を
世界に向けて明確にコミットメントしたものとと
らえられる。科学技術全般で世界をリードする
ためにも、このプログラムは非常に優先度の
高いものであると考える。 

日本が科学技術でも世界をリードするためには、独創
性・技量共に高い研究が行えることを世界にアピール
することが必要である。応用科学は産業に直結すると
いう点で一方で重視される必要があるが、日本が独創
性を持ちうる、新しい知見・技術が生まれうる国である
ということを示すためには基礎科学の推進が必要であ
る。また、世界をリードするという目的上、そこから生
み出す成果には高いレベルが求められるので、基礎
科学研究競争が加熱しているこの時代に優秀な人材
を世界中から集め、研究に従事させることが必要であ
ると考える。 

1980 会社員 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した大型放射
光施設
(Spring-8)の運
営体制の構築 

息子である大学院生の論文作成等の実験に
使用中。 
 
予算削減により、卒業事態も危ぶまれる。 

同上 

1981 会社員 
文部科
学省 

本格的利用期に
適した大型放射
光施設
(Spring-8)の運
営体制の構築 

予算削減による、研究断念の可能性が大。論
文作成が不可能。 

同上 

1982 研究者 
文部科
学省 

地域イノベーショ
ン創出総合支援
事業 

地域イノベーション創出総合支援事業はユニ
ークな選定方式で選ばれる競争的研究費で
あり、地域の独創的で優れた研究が選ばれて
いる。しかもその研究成果はその地域だけで
なく、国全体、世界の科学技術の発展に寄与
する実用化間近いものである。それゆえこの
事業は廃止ではなく、継続あるいは発展させ
るべきである。 

地域イノベーション創出総合支援事業は、地域の大学
等で行なわれている実用化につながる優れた研究
を、地域の学識者が選定するというユニークな事業で
あり、しかも競争的研究費である。全国の研究を中央
で選定する他の多くの研究費とは異なり、特定の著名
な研究者が重複して選定される弊害が少なく、隠れた
優れた研究が選ばれる。その中でも「育成研究」は予
算規模が適切であり、この事業特に「育英研究」を増
額すべきであると考える。この事業は「地域」と名付け
られているが、研究成果は日本国全体、世界のイノベ
ーションにつながる実用化間近いものである。また、
現在進行中の本事業は、研究計画に沿って実行され
ており、急に廃止されると、研究の進捗だけでなく本事
業で雇用されている優秀なポスドクや非常勤研究員
の人権など重大な影響をきたす。 

1983 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金は、大学等の研究機関に
おいて、日本の科学技術の発展を支えていく
基礎技術を生み出していく事業であるととも
に、国公私立大学での基盤研究を支えるもの
である。本予算は現在よりも増額すべき予算
であると考える。 

新しい科学技術を生み出し、発展させていくには時間
と費用がかかるものである。科学研究費補助金は、研
究者の自発的な発想に基づくボトムアップ研究を支援
し、創造的で新しい分野の開拓を行っていく基礎研究
を支援している。また、大学における基礎研究は、運
営交付金が十分に配分されていないことから科学研
究費補助金等の競争的研究資金に依るところが大き
く、科学研究費補助金等の競争的研究資金が削減さ
れると大学での研究推進に大きな打撃を与える。ま
た、大学での教育活動にも大きな支障をきたす。科学
研究費補助金は日本の科学技術の基幹を支える研
究を支援するものであり、これなしには日本の科学技
術の発展はあり得ない。また、中でも「若手研究」は研
究実績の少ない若手研究者が応募できる数少ない競
争的研究資金であり、研究者の育成には欠かせな
い。 

1984 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費 

科学技術振興調整費は優れた成果の創出活
用のための科学技術や、将来性の見込まれ
る分野・領域への戦略的対応を目的とした競
争的研究費であるが、分野の設定に偏りが見
られ、 １つの研究に対する助成額が大きすぎ
るものもある。大学等にとっては数少ない競
争的研究費の １ つとして重要であるので、事
業費は減額することなく科学研究費と統一し、
１ 件あたりの研究費を減額して採択数を増や
し、科学研究費の１ つの分野として、課題の

科学技術振興調整費は、「総合科学技術会議の方針
に沿って、優れた成果の創出・活用のための科学技
術システム改革、将来性の見込まれる分野・領域へ
の戦略的対応、科学技術活動の国際化の推進等を実
施することにより、我が国の科学技術振興に関する重
要事項の総合推進調整を図る」という目的があるが、
常に特定のテーマに偏って高額の研究支援を行って
おり、それに見合う十分な成果を挙げているとは思え
ないものもある。また将来性が見込まれる重要な分野
は他にも多くあり、分野の設定にも問題がある。 
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設定・研究申請書の評価等に公平なピアレビ
ューを行なう研究費としていただきたい。一
方、若手の育成や女性支援の事業は数少な
いので継続を望む。 

1985 研究者 内閣府 
原子力の安全研
究の推進 

これまでの研究に関して、成果目標の達成度
並びに波及効果についての検証を実施しなが
ら必要があります。またこれは、文部科学省
の継続施策 23「分子イメージング」や 24「重粒
子線がん治療」とも密接に関連する施策だろ
うと思われますが、臨床医学系を中心に応用
研究の推進を図る一方で、放射線の人体影
響を含め、基礎医学研究への支援、研究・教
育者の育成をセットで推進すべきです。機器
等の開発に莫大な資本投資がなされている
一方で、「原子力・放射線」に対する国民理解
に繋がる人材育成が十分になされているとは
言えません。是非、文部科学省の 129「国際
原子力人材育成イニシアティブ」とも連携して
ください。 

低炭素社会の実現という一つの目標に向かって押し
進める施策としての妥当性については、ある程度は支
持されていると思いますが、「安全・安心」を求める国
民への理解を推進することとセットで進めない限り、高
速増殖炉「もんじゅ」の事故の例にも見られるように、
不必要な逆風が吹いてしまうでしょう。同じ EU にあっ
てドイツとフランスにおける国民理解の違いは何によ
るのか、その理由がフランスで実施されている初等教
育を含む教育にあることは明白です。原子力施策を進
める上で「放射線」に対する国民の理解を得るのに一
番受入れやすいのは、医療面での「ベネフィット」で
す。文部科学省が進めている継続施策 23「分子イメー
ジング」や 24「重粒子線がん治療」とも密接に関連さ
せて考えるとこのことが良くわかります。「分子イメージ
ング」「重粒子線がん治療」ともに、特に臨床医学領域
での研究の展開は、国民の健康増進に大きな寄与を
しており、今後も推進すべきことと考えますが、その中
にあって、例えば全国の大学医学部で、医学教育モ
デルコアカリキュラムの中にも記されている放射線の
人体影響を含め、放射線の基礎医学をきちんと教育し
ている所はどれくらいあるのでしょうか？大学の付置
研究所を含め、放射線の基礎医学研究を担当してい
る分野・講座は、人件費抑制策の一環で年々減少し、
教員の定年を考慮すると 10 年以内にほとんど無くな
るのではないかと言われています。医学科の学生の
みならず、看護学科の学生を含め医療従事者には、
医療現場で多用されている放射線関連機器に関する
正しい理解が求められていますが、現状は厳しいもの
があります。唯一の原爆被爆国という特殊な事情があ
る中で、放射線に関する国民理解は、先ずは医療人
の教育から進めなければならないと考えます。「リス
ク」と「ベネフィット」考慮して物事を判断することの重
要性の認識、このことが、原子力政策への国民理解
へ繋がると思います。是非、長期的な視野に立ち、人
材育成の視点を盛り込んだ施策の推進をお願いしま
す。 

1986 研究者 内閣府 
食品健康影響評
価技術研究 

食品に対する「安心・安全」を提供する意味か
ら、是非推進して欲しい取組みです。小泉内
閣時代に SARS 騒ぎがあった時にもメールマ
ガジンに投稿しましたが、滅菌等を目的とした
「食品照射」も対象として含め、より広く国民に
理解されるような研究・活動を推進してくださ
い。その意味で、食品安全委員会で香辛料等
への放射線照射の検討がなされたことは評価
できます。また、大量の穀物を輸入に依存す
る我国において、遺伝子組み換え作物の安全
性評価並びに国民理解のための研究・活動
の推進は、是非強力に進めてください。サイエ
ンスリテラシーの問題であると考えます。 

内閣府提案の新規事業の「3 原子力の安全研究の
推進」の項でも述べましたが、放射線や遺伝子組換え
技術に対する正しい理解が得られてはじめて、「リス
ク」と「ベネフィット」考慮して物事を判断するという国民
理解に繋がると思います。その意味では、是非、この
方面の「健康影響評価技術研究」を進めながら、一方
で国民理解の推進の施策も進めてください。色々な評
価技術の研究を進める中で、モデル動物を用いた質
の高い研究に対する支援策も、総合的な視点から是
非検討されてください。 

1987 研究者 
文部科
学省 

大学等の施設の
整備 

国立大学法人の動物実験施設の整備を盛り
込んで、年次計画で取り組んでください。日本
のライフサイエンス研究の国際的優位性を保
つために、国際基準に合った実験動物の使用
と管理のもとトランスレーショナルリサーチに
必要不可欠の高度な動物実験を実施する国
際動物実験管理認定機構認定の研究施設を
設置する必要があります。このことは、今年の
全国医学部長会議でも提案がなされ、国立大
学医学部長会議の常置委員会委員長の安田
先生の名前で、文部科学省研究振興局長や
文部科学省文教施設企画部長等に「動物実
験施設及び動物実験に関する教育研究設備
の整備・改修に関する要望書」として提出され
ていると思います。この要望書には国立大学
法人動物実験施設協議会の幹事校メンバー
から意見も集約されていると聞いております
ので、全国の国立大学における動物実験の
管理責任者からの声も十分に反映されている
ものと判断します。全国の大学の動物実験施
設の責任者・教職員は平成 18 年 6 月に出さ
れた文部科学省の「ガイドライン」に沿った適
切な実験が行われるように、日々努めていま
す。平成 20 年度にも「動物実験の実施体制の

日本においては、平成 17 年 6 月に改正動物愛護管理
法が施行され、初めて動物実験の原則 ３Rs が明文化
されました。しかし、実験動物の使用と管理は、国際
基準に達していない教育研究機関が殆どである現状
があります。また、倫理的な動物実験に関して十分理
解していないライフサイエンスの研究者も多いのが現
状です。今後重要性が増大する国際協力・国際共同
において、国際的に通用する動物実験施設が日本の
教育研究機関に殆ど存在しない現状を緊急に改善す
べき重要課題と位置づけられます。すなわち、動物実
験の倫理基盤を確立することは、残念なことに、現時
点では倫理面で殆ど国際的には評価されていない日
本の大学で実施されている動物実験の模範となり、動
物実験による日本のライフサイエンス研究の国際的
優位性を保つ上でどうしても必要なことです。動物実
験倫理の確立と社会への啓蒙活動は日本社会にお
ける緊急課題であり、国際基準に合った実験動物の
使用と管理のもと高度な動物実験を実施する研究施
設からの人道的な動物実験に関する明確なメッセー
ジの発信は、社会への啓蒙を通して、「実験動物の愛
護」の正しい理解に基づく動物愛護運動と主として感
情的な背景を有する動物実験反対運動の区別・差別
化を図ることができると考えます。以上のような効果の
他に、大学等の施設整備の一環で動物実験施設の改
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整備に関する要望書」の形で同様な要望書が
提出されている事情を踏まえて、是非、早急
に対応してください。 

善・整備を行うことは、様々な疾患モデル動物の樹
立、新規診断法?予防治療法並びに先進的医療技術
の開発へと発展が期待され、国民の健康増進にも十
分に貢献すると思います。 

1988 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

世界トップレベル研究拠点プログラムの来年
度予算の縮減がないように要望します。 

世界トップレベル研究拠点プログラム事業は、日本が
伝統的に抱える問題点を克服して世界の科学技術リ
ーダー国としての役割を果たすために、世界をリード
できる新たな研究組織のモデル作りを目指している、
日本国の今後にとって極めて重要な事業予算である
ため。 

1989 その他 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金が削減、またはなくなると
いうことは、日本の科学技術や科学研究が衰
退することを意味します。よって、最優先課題
とするべきだと思います。 

新しい発想や、仮説に基づく研究が、科学を進歩させ
てきたと思いますが、そういった研究にはすぐに還元
されなくてもいい資金が必要です。そのため、自由な
発想に基づく研究を可能にするこの補助金がなくなる
と、日本の科学研究からは何ら新しい発見や技術は
出てこなくなります。 

1990 その他 
文部科
学省 

脳科学研究戦略
推進プログラム 

最優先課題にするものだと思います。 
精神科疾患や、高次脳機能障害を解明しようとするプ
ロジェクトであり、その成果が医学的治療に応用でき
るようになることが期待されます。 

1991 その他 
文部科
学省 

戦略的創造研究
推進事業 （社会
技術研究開発事
業を含む ） 

最優先にするべきものだと思います 

科学研究の推進のために必要な事業であると思いま
す。世界的にみても、日本の科学研究はトップレベル
になりつつあると思いますので、その維持のために重
要であると思います。 

1992 研究者 
文部科
学省 

ポストドクター等
の参画による研
究支援体制の強
化 

法人化以降、後退傾向が感じられる大学組織
を改善し、健全体制を維持、さらに向上を目指
すためには、ポストドクター等の参画による研
究支援体制が不可欠である思います。 

法人化以降、効率化を理由に必要な人材まで削減を
余儀なくされ、大学教員が本来行うべき業務さえ、
間々ならない状況にあります。このような状況は、学
生にも悪影響を及ぼし、将来性を案じて、大学教員を
希望する学生も減少している現状があります。このよ
うな観点から、大学組織の活性化、継続的な発展の
ためにも、本施策は不可欠です。 

1993 研究者 
文部科
学省 

脳科学研究戦略
推進プログラム 

本施策は、少子高齢化社会を迎え、青壮年の
精神疲労や青少年層の心の荒廃など、現在
の我が国において社会的要請の高い課題に
対し、総合科学として発展の著しい脳科学
が、目標を設定して重点的に進める研究課題
であり、予算の増額こそあれ、削減してはなら
ない施策である。なかでも、「健康脳」課題は、
緊急に推し進めるべき研究課題である。「う
つ」や睡眠障害を抑制し、人の心と体の健康
維持を目指した本研究課題への予算措置
は、国民の期待を集めるものである。ようや
く、行政が重い腰をあげ、国民だれもがもつ、
日々の、そして、老後の健康不安解消のため
重点課題を選択したという感がある。「社会
脳」「情報脳」「実験動物開発」と同等の予算
措置が必要であることについては、全国民の
コンセンサスを得られることは必至である。 

我が国は、年間自殺者数が 11 年連続で 3 万人を超
え、昨年の朝日新聞統計によると、国民の ２／ ３が
健康に不安を覚え、働く世代の 6 割が日常的にストレ
スを感じている。また、ここ数年間の統計では、子ども
から老人までを含む国民の １／ ４ が睡眠不足を感じ
ている。生活リズムの夜型化、長時間労働や不規則
労働は、健康を蝕むだけでなく、睡眠不足が糖尿病を
はじめとする生活習慣病の大きな誘因となっている。
本プログラムは、すべての国民の日々の生活に関わ
る問題であり、圧倒的多数の支持を得られる施策であ
る。 

1994 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金は研究者の自由発想に基
づく研究課題をボトムアップ的に公募するとい
うものである。。ボトムアップ型研究を縮小す
ることは、我が国の科学技術の発展を著しく
損ねるだけでなく、研究者の研究意欲を萎縮
させ、学生や若手の研究離れを促進すること
により、基礎レベルそのものを低下させること
は必至である。競争的研究資金の削減、研究
費目の削減は、無駄な土木工事費の削減と
は全く次元の異なるものである。将来に渡り
悔いを残す結果とならないよう、切に望むもの
である。 

科学研究費補助金は、科学立国を目指す我が国の、
学術研究を基盤的に支える競争的研究費であり、全
体として予算を増やす必要こそあれ、「縮減する」との
結論は、我が国の学術研究の発展を大きく阻害する
ものである。かつて、英国がサッチャー政権の下で、
教育・研究費を削減した際生じた基礎レベルの低下、
研究者の流出は、その後数 １ ０年にわたって影響
し、未だに回復に至っていない。一方、新興するアジ
ア諸国が国内の科学研究者養成のために向ける研
究・教育支援には目を見張るものがあり、今、我が国
が、競争的研究費を抑制すれば、科学研究分野にお
ける国際競争力の後退は、回復不可能になるおそれ
がある。 

1995 研究者 
文部科
学省 

次世代スーパー
コンピュータ戦
略プログラム準
備研究 

凍結しないで下さい 

スパコンは、病気の治療に役立ちます。 
 
それは日本人に役立つだけでなく、アジア人にも役に
立つ 
ということを書かせてください。 
 
 
 
人間は一人一人の人がそれぞれ自分だけの個性的
な遺伝子を持っていて 
人によって病気のかかかりやすさやかかりにくさが違
います。 
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このことを逆に利用して、ある病気、たとえば糖尿病や
乳がんなどの 
病気にかかった人を何千人・何万人と集め、病気にな
らなかった人を 
また何千人・何万人とあつめて、その遺伝子を比較す
ると、 
病気にかかった人たちが共通に持つ遺伝子が見えて
きます。 
 
このような遺伝子を疾患関連遺伝子と言います。 
 
このような遺伝子は、病気を引き起こす原因である可
能性が高く 
それを調べることで、病気の原因の解明が進み、さら
には 
病気の治療法や治療薬の開発へとつなげることがで
きます。 
 
このような研究を関連解析と言います。 
 
関連解析により、糖尿病、乳がん、リューマチ、肥満、
高血圧など 
次々と疾患関連遺伝子が見つかってきています。 
 
 
 
遺伝子の一人分のセットをゲノムというのですが、 
ひとのゲノムは DNA 分子で ３ ０億塩基を両親から受
け継いだ 
合計 ６ ０億塩基からなっています。ゲノム全部に関連
解析を 
おこなうことをゲノムワイド関連解析と言いますが、 
これは ６ ０億塩基×数万人の大量データに関して解
析を 
行うので、非常に時間がかかります。しかし、患者さん
達は 
一刻も早い治療を必要としています。 
 
この大量データ解析を行うためには、可能な限り高速
な 
コンピュータが必要です。人命にかかわる問題です。 
 
ですのでスパコンの完成は人命救助、健康増進、老
人福祉 
の観点からもぜひ必要なことです。今でも治療を待つ
人たちがいます。 
 
 
 
それに対して次のような反論が出てくるかもしれませ
ん 
「アメリカやヨーロッパでスパコンを開発しゲノムワイド
関連解析を 
行っているから日本は必要ない」 
 
確かにアメリカやスパコンが開発されアメリカやイギリ
スを中心に 
関連解析が行われ、治療法や治療薬の開発が進んで
います。 
 
しかし、日本人とヨーロッパ人やアメリカ人とは、病気
のかかりやすさが 
違い、同じ病気でも違う遺伝子が原因になっているこ
とがわかりつつあります。 
 
つまり、ヨーロッパ人やアメリカ人で開発された治療法
や治療薬は 
日本人には役に立たない可能性があります。 
 
また、彼らの研究対象はヨーロッパ人やアメリカ人が
優先されるため 
どうしてもアジア人への研究は後回しになります。 
 
スパコンをアジアの人ゲノム関連解析に役立てること
が、 
日本だけでなくアジア全体の医療・健康・福祉に役立
ちます。 
 
日本からの国際貢献への道にもなります。 
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私、全ゲノム関連解析のプログラムも開発し、 
それを利用した論文も発表いたしました。 
 
プロジェクト継続の可否の判断をされるとしたら 
今までの成果、そしてこれからの発展の可能性 
を見た上で判断していただきたく思います 

1996 会社員 
厚生労
働省 

難治性疾患克服
研究 

多くの難病において、難治性疾患克服研究事
業による継続的な実態調査・病態解明・治療
法開発研究が必要不可欠であります。 
 
今回の予算削減により、大きくブレーキがか
かる事を危惧しています。 
 
特に、日本の優秀な研究者達による研究成果
によって、世界をリードしていく分野でもあると
思います。 
 
全ての難病患者の夢を繋いでいただきたく、
よろしくお願いいたします。 

今年 ４月、私の患う遠位型ミオパチーも難治性疾患
克服研究事業「研究奨励分野」にいれていただき、緩
徐進行性の本疾患における実態調査が始められまし
た。 
 
今後の継続的な実態調査は言うに及ばず、更に本疾
患に対する根本的治療法開発の実現には、実態調査
に止まらず、「シアル酸補充療法」による可能性が示さ
れた今こそ、重点的な予算配分が必要であり、病態解
明・治療法開発研究の加速が必要です。 

1997 研究者 
文部科
学省 

特別研究員事業 
特別研究員事業の削減は ，それに見合う大
学などへの運営費交付金の増額などが無い
限り ，行うべきでない ． 

仕分け作業による評価では ，若手研究育成に関する
予算について ， ポスドクの生活保護のようなシステム
との意見があった．  
 
全くの誤解である． 昔は ，大学には十分な数の助手
を雇用する財政的な余裕があった． そのため ，十分
な実力を持った助教授になるまで ， 助手として雇用し
て育成することが可能であった ．  
 
しかし ，運営費交付金の削減により， 助教 （ 助手 ）
の雇用を減らさざるを得なくなっているのが現状であ
る ．そのため ， 国際的に十分通用する准教授のレベ
ルに達するまでのポストの数として， 現状の助教ポス
トだけでは明らかに不足しており ， 特別研究員事業が
必要となっている．  
 
 
海外では日本よりも多くの数のポスドクのポジションが
あり ，ポスドクの研究員はそのポジションの間に ， 十
分な業績を積むべく日々努力している ．日本だけ ，
若手にそのような機会を提供しなかったら ，日本の教
授 ，准教授のレベルは目に見えて低下し ，日本の大
学の国際競争力は失われるであろう ． 

1998 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金は ，特定の研究目標のた
めの研究費ではないため ，他の研究費と比
べてその目的が伝わりにくいが ， 最も重要な
ものである ．そのため ，最も高い優先度を附
すべきものである．  
 
 
 
また ，間接経費についても ，現状を維持すべ
きである ． 
 
 
 
他に ，科研費の執行が研究活動そのものに
強く制限されている ．しかし一方で， 研究内
容が新規分野ものであれば ，単純に ，成果
を出せばよいというものではなく ， 長期的視
野に立って ，学部学生を含め幅広く啓蒙活動
を行う必要がある． しかし ，現状ではそのよ
うな目的での支出が難しいことも多い ． 
 
 
 
また ，大学内での研究費の執行は ，どうして
も既存の組織の枠にはまったものになりがち
である ．そのため， 新規の境界領域への投
資はなかなか大学単位では行いにくい ． 
 
 
 
従って ，科研費では研究成果が出ているにも
関わらず ，十分に大学で研究体制が整って

現在 ，国立大学では運営費交付金が毎年一定の割
合で削減されている ．そのため ， 運営に必要な経費
が必ずしも ，十分ではなく ，外部からの資金獲得に
頼っているのが現状である ． 
 
現状では ，削減した国立大学の運営費交付金を用い
て ，競争的資金に充てることで ， 研究者の間に競争
原理を生み ，研究活動を活性化させることが目的で
あったはずである．  
 
すなわち ，本来大学に必要は経費の一部を削減し，
そのお金を ，科研費などの競争的資金の ３ ０％に相
当する間接経費として ，獲得させることで ，競争原理
を生むという仕組みである ． 
 
 
また ，科研費などの資金を大学の事務が管理するコ
ストは極めて大きく ，その部分をカバーするために一
定額の間接経費を与えないと機能しないことも事実で
ある ． 
 
 
しかし ，仕分け作業での議論では， そういった背景
が一切無視されている ． 
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いない分野への投資の比率を高めるべきであ
る ． 

1999 研究者 
文部科
学省 

戦略的創造研究
推進事業 

戦略的創造研究推進事業は ，これまで ，基
礎研究の分野で投資を行ってきた事業です ．
 
この事業も科研費と並び ，わが国の基礎研
究を支える制度として ，維持すべきだと思い
ます ． 
 
ただ ，科研費に比べ ，運営コストが高く ，改
善の余地があると思います ． 
 
また ，選考過程も不明確な部分が多く ，必ず
しも当該研究テーマに対して十分な業績のあ
る人の提案が採択されているとは限らないよ
う思えます ． 
 
 
 
一方で ，科研費に比べ ，基礎研究における
新規分野に投資してきた点は評価できます ．
しかし ，新規分野を育成するには ， 単純に ，
研究成果を出すだけでは不十分であり ，大学
院生の教育 ，及び学部学生への啓蒙活動無
しにはありえません ． 
 
 
 
しかし ，この事業においては ，このような活
動は目的外とされ， あまり重視されませんで
した ． 
 
 
 
もちろん ，別の資金でこのような啓蒙活動を
行えばよいという話もありますが ， その場
合 ，この事業の専属の研究員が参加するに
は ，色々と手間が増え ，ややこしくなることが
多くなります ． 
 
 
 
一般に ，競争的資金による雇用研究員はあ
まりにも強く ，その活動が資金の目的に制限
されており ，継続的な基礎研究の発展につな
げる妨げとなっています ． 
 
このような点についても改善する必要があり
ます ． 
 
 
 
また ，新規分野は ，それが境界分野的な要
素が強いほど ， 既存のテーマが主流となって
いる大学では ， 根付きにくいという点も注意
する必要があります ．そのため ， 事業の対象
となった新規分野の持続的な発展を促すに
は ， 
 
このような研究活動が根付くために必要な活
動にも資金を使用する必要があります ． 

全般的に ，研究費に対する制限が強すぎである ．  
 
 
このような基礎的研究に関する事業については ，そ
の効果は単純に当初の研究目的の研究活動だけに
制限されない ．  
 
人材育成などの効果もあり ，それらを含めて広い視
点から投資を行うべきである ． 
 
そのため ，研究員の活動についても ，研究以外の活
動であっても ，研究に関連した教育活動などであれ
ば ，広く認めるべきである ． 

2000 研究者 
文部科
学省 

分子イメージン
グ研究戦略推進
プログラム 

高齢化社会を迎え、腫瘍や認知症を抱えた高
齢者の人口比率は 
今後増加する。分子イメージング研究は、より
早く、苦痛の少ない方法でこれらの疾患を診
断するだけでなく治療にも直結した分野として
今まで基礎研究を重ねてきた。今後は実用化
に向け今までの蓄積を国民に還元するために
もこの分野の研究力・臨床への実施力を高め
る必要がある。 

分子イメージング研究の機器 （PET,MRI など ）は端
医療機器で経費がかかる上、分子プローブ製造もサ
イクロトロンな特殊な装置が必要である。しかしながら
その有用性を示し、普及が進めばこれらの装置も効
率よく生産可能である。今までの基礎の蓄積を治験に
多くあげるために、装置・人材・さらなる安全性や有効
性への研究が必要である。 

2001 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

この政策は、日本が従来抱えてきた、地理
的、構造的に外国人研究者の比率が低い問
題を克服し、今後、先端的科学研究を日本が
リードするための新しい研究組織のモデルを
構築するという、極めて重要な事業である。し
たがって、当初の計画を維持し、予算削減す
べきでない。 

私は、世界トップレベル研究拠点の １つ、京都大学 
WPI 物質-細胞統合システム拠点(iCeMS)に研究者と
して参加しており、当該拠点に設立された、メゾバイオ
１ 分子イメージングセンターの運営に関わっている。 
 
 
このセンターは、日本がリードする先端バイオイメージ
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ングの技術を、外国人研究者との共同研究を通して
広く世界にアピールするだけでなく、その研究成果を
現在のイメージング技術にフィードバックして、さらなる
技術革新を目指すものである。この目標を達成するた
めには、若く優れた大学院生、博士研究員レベルの外
国人研究者を長期にわたって招聘し、このセンターの
装置を使った共同研究を推進する必要があるのはも
ちろん、短期であっても、実績、経験のあるシニアな外
国人研究者を招聘することにより、電話やメールでは
なく、直接、研究戦略に関するディスカッションを密に
おこなっていく必要がある。 
 
 
現在、我々はこの目標に向けて、装置の整備と、共同
研究をサポートできるスタッフ、技術補佐員の確保・育
成を続けており、万が一予算が削減されるようなこと
があれば、現在の努力が無駄になるだけでなく、目標
の達成が困難な状況に陥ることは間違いない。先端
的科学研究のさらなる発展を促すだけでなく、この技
術を使った基礎研究の分野で日本が世界をリードして
いくためにも、世界トップレベル研究拠点プログラムを
当初の計画通りサポートしていただくことを切に望む。

2002 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラ ム 

この施策は最優先で取り扱われるこべきであ
る。 

この施策は今まで無かったような革新的なプログラム
であり日本の科学技術力を高め世界のトップを走るの
に必要と考える。各拠点ともに実績を上げ始める時期
でありこの時期に予算の縮減は国益に反すると考え
られるため最優先で取り扱われることを期待するもの
である。 

2003 研究者 
文部科
学省 

再生医療の実現
化プロジェクト 

この施策は最優先で取り扱われるこべきであ
る。 

iPS 細胞は日本発の技術であり、この技術を国が支援
して確固たるものにするべきである。この技術により
今まで治療不可能であった病気やけがが治る可能性
があり、非常に多くの人々の幸せにつながると考えら
れる。これまでのように諸外国にこの技術を押さえら
れてしまった場合取り返しのつかないことになりかね
ない。 

2004 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

この施策は最優先で取り扱われるこべきであ
る。 

科学技術発展のためには多くの研究者を支援する必
要がある。特に若手の支援は必須であると考える。若
手支援の研究費の拡充により日本の科学技術力の発
展・維持が見込める。予算縮減などになれば日本の
頭脳・技術力の海外流出は止められない。 

2005 会社員 
文部科
学省 

免疫・アレルギ
ー科学総合研究
事業 

花粉症先進国の日本はアレルギー研究を推
進すべきだ。 

今後、世界的に多様なアレルギー物質が生じると思う
が、花粉症など、日本はアレルギー先進国であると感
じている。色んな科学技術の基礎研究が世界に遅れ
を取ろうとしている中、アレルギー研究では日本が世
界をリードできる分野であるし、そうならねばならない
と思う。理研の免疫センターなどが実施している免疫・
アレルギー研究を牽引役に、世界をリードする研究を
実現させて欲しい。 

2006 研究者 
文部科
学省 

大学院教育改革
推進事業 （うち
グローバル COE
プログラム ） 

平成22年度も、グローバルCOEプログラムへ
の経済支援は必要である。 

我が国における大学院教育を世界水準に保つために
は、他国の水準に見合った経費的サポートが必要で
ある。我が国が限られた財源を用いてこの施策を実行
するためには、したがって、選択された拠点に対して
投資を行う他に道はない。この理由により、グローバ
ル COE に対する継続的支援は必要である。 

2007 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

科学研究費補助金のＡ ， Ｂ ， Ｃ や萌芽のよ
うな、「巨額でない」小さい基礎研究を支えるも
のを拡大し採択率を上げていくことが重要で
す。科学研究費補助金のような新しい研究の
芽を常に育成する制度を保持するという見識
が、めだたないが長期的には日本を支えてい
きます。巨大プロジェクトにのみ税金を注ぐよ
り、研究の裾野を広げる弱小研究を幅広く支
援してこそ、その中から次世代をリードする研
究が生まれます。数学のようなすぐに役立た
ない基礎研究の支援には、この科学研究費
補助金以外にほとんど何も存在しません。こ
れは科学発展の生命線であり、削減は致命
的な影響を将来に与えます。 

科学の発展には、すぐには社会に役立たないがずっ
と先の将来に非常に社会に貢献する可能性のある種
を探すような研究が必要です。 
 
これは、企業での研究では全く対応できないことであ
り、こういう先駆的な研究にこそ、税金でしか支援でき
ません。研究の最前線を開拓するのに、幅広く小額の
研究費を使える科学研究費補助金の制度は今まで非
常に貢献してきています。これを削減すると将来の基
礎科学の発展に致命的な影響があります。まだ重要
とは認知されていない段階で生活に密着しない基礎
研究へ税金を投入することこそ、将来の世代への責
任です。 

2008 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

今回の WPI 事業を含め科学技術政策費縮減
の方針に対し強く反対申し上げます。 

 資源の乏しい日本国にとって、日本の子供たちの将
来の物質的な豊かさ、ひいては精神的な豊かさを真
に支えることができるのは科学技術の進展をおいて他
に何があるのであろうか？とくに WPI プログラムは現
政権が前選挙でいみじくも我々国民に訴えた“コンクリ
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ートから人へ”のスローガンそのももの施策でもある。
これは科学技術の発展にもぴたりと当てはまるもの
で、歴史的にも科学技術の進展は人と人との交わり、
異なる価値、アイデアの相互作用が従来考えられな
かった独創的で驚くべき進展をもたらしている。そし
て、それが定着した文化となり民度を高めより成熟し
た日本社会の構築を促す。たとえば科学技術の進展
が遅れている国において、単にお金を投じて科学技術
を育てようとしても多大なお金、時間と労力が必要で
ある。科学技術政策費を縮小し、これまで培ってきた
科学技術力を衰退の危険にさらすことは、我々が守り
愛すべき日本国に計り知れないリスクを負わせること
である。日本の科学技術を最大限に高め、従来の日
本の大学研究の問題点を根底から変革させる礎にな
る WPI プログラムを、とんでもない誤解を元に踏みにじ
ってしまえば日本の将来に暗い影を落とすことは間違
いない。 

2009 会社員 
文部科
学省 

次世代スーパー
コンピュータの
開発・利用 

凍結反対 

現政権の目先の金欲しさの拙速な事業仕分けにより
国益が大きく損なわれるのは目に見えた結果であ
る ．なぜ「科学技術立国」「トップレベル研究者の育
成」を目指しておきながらこのような結論を出すのか
理解に苦しむ ．スーパーコンピュータは ，現在世界
規模で議論される気候変動シュミレーションには絶対
に欠かすことの出来ないものである． 現政権は世界
に先駆けて温暖化ガス 25%削減など聞こえの良いこと
は言うが ，そのための研究を困難にし ，妨げるような
姿勢を取っている． 資源の採取の難しい我が国が今
後も継続的に成長するためには常に世界をリードする
技術が必要不可欠である ．歴史ある我が日本国の今
後の一層の発展のためにも ，予算凍結の見直しを強
く求める ． 

2010 その他 
厚生労
働省 

難治性疾患克服
研究 

難病の治療研究を早くすすめてほしい。 
こうしている間にも徐々に命を奪われていく人たちが
いることを国民全員が自覚し、国民の予算でもある国
の予算を有効に使って欲しいと思うから。 

2011 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

全体の削減が避けられないとしても、その中
で是非とも維持・拡充して頂きたい、基礎研究
支援の基幹事業です 

研究費支援には研究者からのボトムアップ的な研究
提案を支援する科学研究費補助金の様な制度と、国
の戦略的なニーズに基づくトップダウン的な課題が提
示され、その解決を請け負う研究を支援する （ Ｊ Ｓ
Ｔ 、 Ｎ Ｅ Ｄ Ｏを中心に実施されている ）研究補助制
度があります。後者は、短期的な課題解決には適して
いますが、その前提に必要な科学的・技術的水準が、
その課題解決に十分なレベルに達している事が重要
です。その前提を営々と構築するのが前者、科学研究
費補助金制度です。前者は創発的ですので、基本的
には、広く薄くが、趣旨であろうかと思います。そういう
意味で、科学研究費補助金 （特に基盤や新学術領域
などの予算種目） は、その機能を良く果たしており、
維持強化すべきであると思います。基盤、新学術領域
などのいろいろな予算種目が並立している事自体は、
審査の行い方の違い・特色を持たせる上で、大変良い
事であると思いますが、審査の実地レベルでの現状
はまだまだ改良の余地があるとは思います。これは日
本の研究者社会が十分に実力社会になっていない事
が原因の大半であり、科学研究費補助金制度の範囲
で解決できる余地は限定的であると思います。他の施
策 （特に人事に影響できる施策 ） の運用の改善とセ
ットで考えるべきであると思います。 

2012 研究者 
文部科
学省 

科学技術振興調
整費・世界トップ
レベル研究拠点
プログラム・グロ
ーバルＣ Ｏ Ｅプ
ログラム 

本来の趣旨に立ち戻り運用面での改善が必
要であると思います。ただこれらの施策は、日
本の科学技術を活性化する為に非常に重要
なので、制度そのものは整理の後、残すべき
であると考えます。 

これらの制度は他の研究費補助金制度とは異なり、
支援対象は個々の研究者ではなく機関そのもので
す。閉鎖的で流動性の少ない日本の研究社会を活力
に満ちたものに変える事が最大の目的であったはず
ですが、その目的が十分に達成されているとは思いま
せん。これらの支援を受け入れる大学部局は、人事面
で相当な工夫をし、既存の教授・准教授・助教の入れ
替えを含めて、強力なチームを構築する義務があると
思います。その為のプレッシャを十分に受けていない
様に思います。また大学Ｃ Ｏ Ｅ等が多く採択された結
果、若手がＣ Ｏ Ｅ に囲い込まれ、共同利用研究所や
付置研で若手研究者・教員の獲得に窮する所が表れ
ています。つまりこの制度と共同利用研究所や付置研
設置制度は競合関係を持つようになってしまっていま
す。これらの施策と共同利用研究所や付置研の整合
性を考え直す必要があるのではないかと思います。Ｃ
Ｏ Ｅの採択条件に教育を課す必要は必ずしもなく共
同利用研・付置研もＣ Ｏ Ｅに応募できる様にすべきだ
と思います。大学Ｃ Ｏ Ｅや共同利用研・付置研のほと
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んどが （工学部の場合でも ）純然アカデミック研究が
非常に多く伝統芸能的であり、研究に保守的な姿勢を
見せているところが多い傾向があります。それらへの
投資が重複過大なため、技術シーズに近い一方で、
短絡的な追従・模倣研究ではないレベルの高い先端
目的基礎研究に十分な資源が回っていないように思
えます。研究分野間の重みのつけ方やレベルの査定
も、運用面で工夫すべきであると思います。 （流行に
振り回されすぎの傾向があります ） この辺りも改善し
採択基準に取り入れるべきであろうと思います。全体
の予算が厳しい中で、比較的プライオリテイが低い事
業であると思います。流動性を高めるという本来の趣
旨を本当に実現出来る提案を厳選し採択数を減らす
事は出来ると思います。研究予算の効率化は大雑把
なカットは有害無益であり、運用の改善で図っていくべ
きであると思います。 

2013 研究者 
文部科
学省 

戦略的創造研究
推進事業 

存続する一方で、その効能のチェックと機能
の改善を行っていくべきであると思います。 

Ｎ Ｅ Ｄ Ｏ補助金と共にトップダウン型研究予算の双
璧であり、元来、比較的基礎的・長期的な視点に立っ
た目的基礎研究を中心にしていた点、研究総括によ
るリーダーシップが発揮できる点の２ 点で Ｎ Ｅ Ｄ Ｏと
の違いが鮮明であり、良く機能していると思います。た
だ、研究総括の人選により上手くいく場合といかない
場合の差が大きく出る点と、最近 ３ 年程度での市場
化・事業化を謳う短期的なテーマ設定が増え、Ｎ Ｅ Ｄ
Ｏとの違いが不明確になった点の２ 点で改善の余地
があると思われます。実際の事業化率では、おそらく
Ｎ Ｅ Ｄ Ｏに適わないと思いますので、この施策が短
期事業化を中心に据えるならば、Ｎ Ｅ Ｄ Ｏとの役割
分担をもっと明確にする必要があると思います。企業
でも実用化に到るまで １ ０年以上かけるのは当たり
前なので、 １ ０年未満の事業化を目指す研究開発を
国がサポートする必要があるのかどうか疑問です。こ
の辺りの研究開発は、熾烈な企業利益追求の場です
ので、国の研究補助機関がコミットすべきではないと
思います。戦略的創造研究推進事業は本来の基礎
的・長期的な視点に立った目的基礎研究に戻るべき
であろうと思います。その面では相当によい成果を出
していますので、Ｊ Ｓ Ｔ をつぶす様な事はあってはな
らないと思います。 

2014 研究者 
文部科
学省 

革新的タンパク
質・細胞解析研
究イ ニシアティ
ブ （ターゲットタ
ンパク研究プロ
グラム ） 

ターゲットタンパク研究プログラムは、行政刷
新会議事業仕分けでの議論に象徴されるよう
に、2006 年度に終了したタンパク 3000 プロジ
ェクトに対するマイナスイメージを負わされて
いるが、欧米諸国と競い合っている我が国の
タンパク研究の中核プロジェクトとして推進す
べき。 

１ ． 成果があがっている 
 ターゲット研究が具体的に動き出したのは予算の執
行が始まった 2007 年 ７月からである。その後、2009
年 11 月まで ２年４ カ月経過したところですでに以下
の成果があがっている。 
１ ） 651 報の論文を発表 （うち 146 報は、Nature, 
Sciecne などの impact factor が高い （ ４以上 ）雑誌
にて発表 ） 
２ ） 35 件の特許申請 （内 ６件国外申請 ） 
３ ） 600 余りのタンパクについて研究が進んでおり、
129 の構造が解明されて公開済み（ 課題のほぼ半数
が膜タンパクに取り組んでいる ） 
４ ） ヒトの生命活動に関わる重要なタンパクのみなら
ず、植物の耐乾燥性、耐塩性の制御に働く重要な植
物ホルモンの構造と機能を解明するなど、今後、社会
に対して広範な貢献を期待できる。 
５ ） 公開ポータルサイトを介して中間評価の各課題
成果報告と評価を全て公開し、論文発表やニュースリ
リースを速報し、PDB から構造が公開されたタンパク
一覧表を掲載するなど、透明性が高い運用がなされ
ている。 
 
２ ． プログラム外から注目されている 
１ ） 公開ポータルサイトの月間一意な訪問者数 （ ユ
ニーク IP アドレス） が 2,000 に達した。 
２ ） 2007 年と2008 年の公開シンポジウムにそれぞれ
425 名と 527 名が参加し、その 30%強が一般企業から
であった。 
 
３ ． 国際的競争の観点から立ち止まることはできな
い 
１ ） 米国の動向 
 米国では PSI-1 と PSI-2 のレビュー結果に基づき、
PSI biology を計画した。PSI biology はターゲットタンパ
ク研究プログラムと全く同じ問題設定である。これは、
ターゲットタンパク研究プログラムの先見性を示すと同
時に、生命現象に関わる基礎研究ならびに応用研究
の堅固な基盤を為すタンパク研究において激しい競
争が改めて始まることを意味する。すでに、同一タン
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パクについて、ターゲットタンパク研究プログラムの論
文と米国グループによる論文がそれぞれ Nature と
Science に一日違いで掲載されるという事態が生じて
いる。 
２ ） 技術の洗練・汎化 
 国際競争に打ち克つためには独自技術が必須であ
る。ターゲットタンパク研究プログラムでは独自の技術
が生まれてきたところであり、今後個別研究さらには
プログラム外の研究グループとの間のフィードバック
ループを介して、さらに、洗練・汎化させていく必要が
ある。 
以上 

2015 研究者 
文部科
学省 

バイオインフォマ
ティクス推進セ
ンター 

ライフサイエンス研究の一面は今やデータ科
学であることから、バイオインフォマティクス推
進センターを一層強化すべき。 
  

● Nucleic Acids Research が毎年１ 月に発行するデ
ータベース特集号に収録されたデータベースの数は
年々増加し 2008 年にはついに 1,000 件を超えた。測
定技術の急速な進歩により多様かつ大量のデータが
産出され、個々の研究機関ではデータを日々管理す
ることはもとより次世代に継承していくことが困難にな
ってきている。ライフサイエンス研究には、こうしたデ
ータを何時でも誰でもが再利用可能な形で蓄積された
データのアーカイブが必須である。また、斬新な観点
からの研究においてデータを駆使できるように、多様
なデータベースが組合せ自由になっていなければなら
ない。 
● 我が国では、研究グループや研究室によってアド
ホックにデータベースが作られ、十分に利用されない
まま朽ち果てたり、類似のデータベースを改めて作り
直すといったことが繰り返されてきた。データベース構
築・運用・提供に関する司令塔を欠いているからであ
る 
● バイオインフォマティクス推進センターが、国内デ
ータベースデベロッパー群の触媒となって、米国
National Center for Biotechnology Information (NCBI)
と欧州 European Bioinformatics Institute (EBI)に匹敵
するライフサイエンス分野のデータベースの中核を構
築すべき。 
 
以上 

2016 公務員 
文部科
学省 

大強度陽子加速
器による実験研
究 

当初計画どおりに予算等の資源配分が確保
されることを望みます。 

産業界にも開かれた施設であり、基礎科学研究(生命
科学研究、物質科学研究、原子核素粒子科学研究、
ニュートリノ科学研究、放射性核変換科学研究)の振
興を担う施設として大切だと思います。 

2017 公務員 
文部科
学省 

戦略的創造研究
推進事業 

行政刷新会議「事業仕分」第 ３Ｗ Ｇ 評価結
果、事業番号 ３-２ ０ ?～?について、制度の
シンプル化、若手研究者への資金配分には
賛成ですが、予算縮減により科学分野の先端
的研究と基礎研究が衰退することのないよう
お願い致します。また、科学分野での研究成
果の創出には長期間の安定的な研究体制の
整備が必要と思われますのでその点について
もご検討をお願い致します。 

産業界に影響を与えるような技術革新の源泉は、科
学の先端的研究と基礎研究の成果の充実からもたら
されると思います。世界トップレベルを維持をさせるこ
とが、日本の将来の国力の基礎となると思います。 

2018 公務員 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラ 

行政刷新会議「事業仕分」第 ３Ｗ Ｇ 評価結
果、事業番号 ３-２ ２ にて、競争的資金 （外
国人研究者招へい ）(世界トップレベル研究
拠点 （Ｗ Ｐ Ｉ ） プログラム ）共に予算の縮
減が提言されましたが、今後も理学の基礎に
関わる重要な研究分野なので、予算等の資
源配分に関してこの分野の優先順位を維持し
ていただくようお願い致します。 

どの研究も理学の基礎に関わる重要な研究分野で、
研究成果が即世界的な評価に直結し、科学の先端的
研究分野を発展させるから。 
 
 
研究成果が、国民に科学への興味を抱かせ、子供や
学生に夢と希望を与えるから。 
 
 
このような先端研究拠点が日本に根付くことで、これら
の分野での世界的な地位向上が図られるから。 

2019 研究者 
文部科
学省 

RI ビームファクト
リー計画の推進 

施設整備の推進とビーム供給時間増加のた
めの予算措置を行うべき 

RI ビームファクトリは、欧米との激しい競争の中、抜き
ん出た世界一の性能を誇り、素晴らしい業績を産み出
している施設である。また、世界各国から非常に多く
の研究者が集まり、国際的な研究所として世界にその
名が知られている。私自身は理論核物理の研究者で
あるが、この世界一の実験施設において資金不足の
ために思うようなビーム時間が提供できないという話
をよく聞き、海外の研究者からも同様の質問やコメント
をよく受ける。激しい国際競争の中で成果をあげるた
めには、実験計画の迅速な推進が強く求められ、欧米
の新施設の建設が進む中、それらの完成前にいち早
く日本から驚異的な業績を世界に示すべきであると考
える。 
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2020 研究者 
文部科
学省 

科学研究費補助
金 

制度の維持と拡充を行うべき。 

科研費は今や日本の基礎科学・基礎学問にとっては
無くてはならないものになっている。日本の大学や研
究所の研究者は、年々減少する運営費交付金に疲弊
しており、科研費なしには研究の推進が不可能なレベ
ルにまで追い込まれている。 

2021 研究者 
文部科
学省 

大学院教育改革
推進事業 （うち
グローバルＣ Ｏ
Ｅプログラム ） 

事業の予算を大学院をもつ全国の大学に分
配すべき 

特定の大きな大学だけが利することになっており、同
じ大学院生であるにも関わらず大きな格差が生まれて
いる。この傾向はさらに、「世界トップレベル研究拠点
プログラム」等によって助長されている。大学院生が
少数の大学のみに集中することによる弊害は明らか
であり、将来の日本の科学技術を支える人材が枯渇
する可能性が高いと思われる。また、学生の中に不公
平感が強く意識されていることも大きな問題であると
考える。 

2022 研究者 
文部科
学省 

大学院教育改革
推進事業 （うち
グローバル COE
プログラム ） 

グローバル COE 経費は、増額されるべきで、
日本の科学課題の優先的推進課題と考え
る。多くの拠点では二酸化炭素削減、気候変
動にも取り組み、それに対応できる人材育成
を行っている。鳩山内閣の ２ ５％削減政策に
も活用すべきである。 

グローバル COE では、高度な若手研究者育成教育が
主眼であるが、その効果は顕著に現れている。教育
の効果が現れるのは、十年程度のスパンを考えなけ
ればならないが、２ １ 世紀 COE/グローバル COE の
数年の取り組みで成果が出ているのは、国民の税金
を大切と思い、お金を投資した以上の効果を実現しよ
うとした拠点大学の大学教員の努力に他ならない。ま
た多くの拠点で、二酸化炭素、長期的な地球環境変
動に関しても、国際的で高レベルな若手育成が行わ
れている。 ２ ５％削減に向けて有効な人材も育てら
れている。こうした、問題意識を持った若手育成は既
存の大学の組織の中、他の研究費を用いては不可能
である。研究費は個々の課題に対するもので、「人を
大きく育てる」目的にそぐわなくグローバル COE の役
目は大きい。運営費交付金や職員の人件費までも減
らされる中、補完的プログラムを充実させないと、日本
科学界の人材育成は壊滅する。 

2023 研究者 
文部科
学省 

「ちきゅう」による
世界最高の深海
底ライザー掘削
技術の開発 

この計画は、科学を大きく進歩させるだけでな
く、「ちきゅう」に関連した機器開発は、将来の
二酸化炭素削減や海底資源開発など実利面
で発展させるポテンシャルが十分あり、優先
度も高く増額されるべきである。鳩山内閣の
２ ５ ％削減計画の重点課題と位置付けるべ
きである。 

「ちきゅう」は、 ４ 年間で思うような成果が出せていな
い。その主な理由は自然的要素と資金源不足であ
る。資金が無いので、年間半年しか稼働できていな
い。通年運行できるくらいの予算は付けるべきであ
る。削減ではますます目的達成は難しくなる。 
 
 
増えすぎた二酸化炭素を海底の地中に埋める計画が
ユーロッパで進められている。「ちきゅう」に関連した機
器開発技術は ， 二酸化炭素埋没にも十分応用でき
る。逆に「ちきゅう」に関連した技術をストップさせると、
日本は技術力を海外に頼らざるおえない。それは将
来の海底資源探査にも同じ事が言える。であるので、
削減でなく増額の方が、将来戦略として理にかなって
いる。 

2024 研究者 
文部科
学省 

海底資源の利用
促進に向けた基
盤ツール開発プ
ログラム 

課題をしぼるか、事業停止した方が税金の無
駄使いにならない。 

ホームページで公開された採択課題や継続課題を見
ると、とても「海底熱水鉱床」を見つける可能性が低い
と思われる。単に課題を作り、金をばらまいたと言わ
れても仕方ない。課題を更にしぼるか、やめるかした
方が税金の無駄使いにならない。それか、この事業に
専任できる人材を文部科学省下に非常勤雇用するな
ど工夫が必要である。今から ２年後に何も起こらなか
ったでは許されない。 

2025 研究者 
文部科
学省 

本格的利用期に
達した大型放射
光施設
(SPring-8)の運
営体制の構築 

ランニングコストとしての国費投入の削減に反
対します。むしろ本来は予算増すべき案件と
考えます。 

説明が不十分であった点について反省すべき点は真
摯に受け止めるべきであると思います。しかしなが
ら ，説明不足と世界的施設のランニングコストの削減
は区別して考えられるべきことです。スタッフ ，ユーザ
ーは共に日本発の研究を推進すべく昼夜を惜しんで
取り組んでいます。資源のない日本が技術立国する
ために必須の予算を一度削減すれば ，取り返しのつ
かないことを深くご認識ください。国家予算が窮してい
ることは国民として憂えております。ただ ，かけがえの
ない施設のランニング予算を削減するほど度量のな
い日本になったのでしょうか。学のユーザーは乏しい
資金から SPring-8 へ出かけています。これ以上の負
担増は必ずや基礎研究の衰退を招きます。将来の日
本を背負うべき多くの研究が断念されることを非常に
懸念しております。 

2026 研究者 
文部科
学省 

世界トップレベ
ル研究拠点プロ
グラム 

この施策は優先度が高いと考えます。短期的
には成果の出にくい施策だと思いますが、長
期的には、海外研究者による研究室運営、さ
らには日本人研究者の海外留学のサポート
により、これまでは十分に達成できなかった、

国際研究拠点は、国内の優れた研究者が核となって
自然と形成されるべきもの、という意見がありますが、
言語と地理的な問題から、そのような拠点形成は十分
になされていないと考えます。さらに既に顕著な業績
を上げられた外国人研究者にとって、上記の問題は、
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国際競争力のある研究拠点の形成が、このプ
ログラムによって促進されると考えます。 

日本で研究室を運営することの大きなハードルになっ
ていると思われます。これらの日本が本質的に抱える
欠点を考慮すれば、海外と日本の間の研究者の相互
乗り入れを容易にする仕組みを先に作ることは良いア
イデアだと考えます。科学界に限らず、様々な考え
方、バックグラウンドを持つ人々との交流の中から、ブ
レークスルーは生まれるのだと信じております。 

2027 会社員 
農林水
産省 

農作業の軽労化
に向けた農業自
動化・アシストシ
ステムの開発 

農林水産業者は高齢化が進み、後継者も不
足し海外からの労働力に頼っているところもあ
ります。また大資本を後ろ盾とした企業が機
械化を取り入れて進出しています。このままで
は中小零細農林水産は全滅です。中小零細
業者の軽労化に向けた農業自動化・アシスト
システムは必要なので賛成です。 

当社は「ものづくり支援事業」により帯広畜産大学と共
同研究で肉牛の増体管理システムの技術指導をうけ
ています。牛の体重計は非常に高価で ６ ０ ０～ ８ ０
０ ｋ ｇ の重い牛を体重計に乗せるのは大変な重労働
で角があるので危険な作業です。これをＵ Ｓ Ｂカメラ
などで撮影し体側を測定し増体を安価で手早く把握で
きるようにするものです。また、牛は人と同じく妊娠期
間が １ ０ヶ月で１ 年に一度出産させるように計画を
立てています。しかし子牛の死亡率は高く、死亡する
と １年間の経費が赤字となってしまいます。このため
当社では出産や生まれたての子牛をカメラロボットに
より体温、動きなどを遠隔で管理し異常があれば携帯
電話へ連絡をするシステムを室蘭工業大学と企画中
です。これらの開発を中小企業が独自に行うことは無
理です。ぜひとも施策を利用して中小零細農林水産
向け安価なシステムを開発させてください。 

2028 
団体職
員 

厚生労
働省 

長寿・障害総合
研究事業 

長寿・障害総合研究事業については、今後の
日本の高齢化社会において、特に重要で、優
先度判定は最も重要なものと考えられる。 

長寿・障害総合研究事業の中で、感覚器疾患は高齢
化社会に密接にかかわるものと考えられる。 
 
聴覚、視覚の疾病は、高齢になれば必ずかかわるも
のであり、今後の日本にとっても、非常に重要な項目
である。最新の診断・治療技術の進歩を国を挙げて促
進する必要がある。 

2029 
団体職
員 

文部科
学省 

科学研究費補助
金 

学術研究の振興が基本である補助金の拡充
は、医療の研究の拡充にもつながるため、最
優先であり、予算は適正であると考える。 

基盤研究には多くの時間と費用が割かれているが、
特に医療では多くの研究費が必要となる。補助金を得
ることで、研究が促進され、多くの疾患の原因特定が
可能となる。 

2030 研究者 環境省 
循環型社会形成
推進科学研究補
助金 

日本の産業が存在するための最低限必要な
条件である本施策を、不十分な理解のまま
「廃止」「見送り」になることだけは避けたい。 

廃棄物処分の面積が極めて少ない日本では、その最
適・適正処分が喫緊の課題である。また、資源のほと
んどを輸入に依存している日本では、廃棄物からの資
源、とりわけレアメタルの回収を行うことが必要とな
る。 
 
その研究・技術開発はまさに「今」実行しなければなら
ない。なぜなら、資源輸出国では近く輸出制限を行う
ことが容易に推定可能であり、その時点で資源回収
技術がなければ、日本国内での産業が大幅に制限さ
れるためである。 
 
「できるかできないか」「もうかるかもうからないか」の
次元ではなく、日本国内の技術水準維持・向上および
生産力の維持・向上を目的とした、世界トップレベルの
競争力を培う土壌を持たなければならない。さもなけ
れば、日本の産業が消えてしまう。 

2031 研究者 
経済産
業省 

希少金属代替材
料開発プロジェ
クト 

日本の産業が存在するための最低限必要な
条件である本施策を、不十分な理解のまま
「廃止」「見送り」になることだけは避けたい。 

日本は資源のほとんどを海外に依存しており、とりわ
けレアメタルは高機能デバイスを生産する上で極めて
重要である。 
 
その研究・技術開発はまさに「今」実行しなければなら
ない。なぜなら、資源輸出国では近く輸出制限を行う
ことが容易に推定可能であり、その時点で資源代替
技術がなければ、日本国内での産業が大幅に制限さ
れるためである。 
 
「できるかできないか」「もうかるかもうからないか」の
次元ではなく、日本国内の技術水準維持・向上および
生産力の維持・向上を目的とした、世界トップレベルの
競争力を培う土壌を持たなければならない。さもなけ
れば、日本の産業が消えてしまう。 

2032 研究者 
文部科
学省 

元素戦略 
日本の産業が存在するための最低限必要な
条件である本施策を、不十分な理解のまま
「廃止」「見送り」になることだけは避けたい。 

日本は資源のほとんどを海外に依存しており、とりわ
けレアメタルは高機能デバイスを生産する上で極めて
重要である。 
 
その研究・技術開発はまさに「今」実行しなければなら
ない。なぜなら、資源輸出国では近く輸出制限を行う
ことが容易に推定可能であり、その時点で資源代替
技術がなければ、日本国内での産業が大幅に制限さ



 400

れるためである。 
 
「できるかできないか」「もうかるかもうからないか」の
次元ではなく、日本国内の技術水準維持・向上および
生産力の維持・向上を目的とした、世界トップレベルの
競争力を培う土壌を持たなければならない。さもなけ
れば、日本の産業が消えてしまう。 

2033 会社員 
経済産
業省 

地域イノベーショ
ン創出研究開発
事業 

北海道は農林水産業など一次産業が多いと
ころですが公共事業に頼っていたため、予算
が減らされてから景気が停滞し失業率も高止
まりの状態です。農林水産業は高齢化が進
み、後継者も不足し海外からの労働力に頼っ
ているところもあります。また大資本を後ろ盾
とした企業が機械化を取り入れて進出してい
ます。このままでは中小零細農林水産は全滅
です。北海道の重要産業である農林水産中
小零細業者の活性化を図るため必要なので
賛成です。 

当社は「ものづくり支援事業」により帯広畜産大学と共
同研究で肉牛の増体管理システムの技術指導をうけ
ています。牛の体重計は非常に高価で ６ ０ ０～ ８ ０
０ ｋ ｇ の重い牛を体重計に乗せるのは大変な重労働
で角があるので危険な作業です。これをＵ Ｓ Ｂカメラ
などで撮影し体側を測定し増体を安価で手早く把握で
きるようにするものです。また、牛は人と同じく妊娠期
間が １ ０ヶ月で１ 年に一度出産させるように計画を
立てています。しかし子牛の死亡率は高く、死亡する
と １年間の経費が赤字となってしまいます。このため
当社では出産や生まれたての子牛をカメラロボットに
より体温、動きなどを遠隔で管理し異常があれば携帯
電話へ連絡をするシステムを室蘭工業大学と企画中
です。これらの開発を中小企業が独自に行うことは無
理です。ぜひとも施策を利用して中小零細農林水産
向けに安価なシステムを提供し、生産性が向上し安定
した経営ができ地域が活性化できように利用したいと
思っています。 

2034 会社員 
文部科
学省 

分子イメージン
グ研究戦略推進
プログラム 

必要予算を満額配分するべき 

長寿命社会化に伴い高度医療に関わる費用が増大
する中、国家・国民の負担も急増している。医療形態
も治療→予防・早期発見に転換しない限りこの医療負
担は増加するはずである。この治療→予防・早期発見
にシフトするためには診断が重要な鍵となり、高精度・
高分解能の診断には分子イメージングが必須と考え
る。また分子イメージング技術及び機器は海外発のも
のが多く、この分野への注力は日本の技術の向上と
経済成長にも繋がるはずである。「人の命を大切に」と
「新たな分野における産業と雇用の創出」を両立でき
ることが期待される本施策の推進を支持したい。 

2035 会社員 総務省 

クラウドサービス
を支える高信
頼・省電力ネット
ワーク制御技術
の研究開発 

積極的に実施すべき 
グリーンイノベーションを実現するためにひ必須となる
非常に重要な技術であり、国際競争力強化に繋がる
と考えられるため 

2036 会社員 総務省 

スパムメールや
フィッシング等サ
イバー攻撃の停
止に向けた試行 

積極的に実施すべき 

社会の継続的な発展を担う Ｉ Ｔ 技 術を国民の誰もが
安心して安全に利用できる環境を整備することは非常
に重要な施策であり、日本の国際競争力の強化にも?
がることから、国として積極的に実施すべき 

2037 会社員 総務省 
フォトニックネッ
トワーク技術に
関する研究開発 

積極的に実施すべき 
次世代ネットワークの基盤となる非常に重要な技術で
あり、国際競争力強化に繋がると考えられるため 

2038 研究者 
文部科
学省 

大強度陽子加速
器による実験研
究 に関わる施
策 

要求額は妥当であるが、組織運営を見直すべ
き。 
 
１ 、 ２年かけて準備し、J-PARC を日本原子
力研究開発機構（ JAEA ）から切り離して欧
州の CERN のような国際機関とするべきであ
る。 

J-PARC は世界トップクラスの研究施設で、国際公共
財として国際的に活躍が期待されている。JAEA は国
益に関わる核エネルギーの研究が本務であって、放
射線が色々な研究に役立つことを示すために施設を
開発建設することも重要な任務の一つであるが、施設
が核エネルギー開発以外の基礎研究に本格的に利
用される段階になれば、その分野の国際的な研究者
コミュニティーの運営に委ねるのが適当である。CERN
がヨーロッパ共同体の試みの先駆けになったように、
J-PARC も東アジア共同体の試みの先駆けともなりう
る。なお、共同建設者である KEK は国際機関に移行し
やすい体質である。 

2039 研究者 
文部科
学省 

競争的資金 （外
国人研究者招へ
い ） （ 世界トッ
プレベル研究拠
点 WPI)  

WPI 事業にかかわる予算は増額こそすれ減
額や廃止はあってはならないものと考えます。

１ ． 世界的に研究を先導する研究者、世界の現在、
次代を担う最優秀の研究者を集めて研究する拠点、さ
らに全く新しい融合領域を開拓し展開する WPI 事業
は、高度に発展した日本がすすめなければならない
重要なものです。 
 
  １ ） 研究の視点 ：地球環境、エネルギー、生物の
諸問題のみならず、人類の高度の文明活動に資する
研究は、ますます境界がなくなり融合領域にこそおお
きな前進が期待されている。しかし、高度である故に、
既存の大学の研究体制では大きな進展は望めない。
まさに、国を挙げてこの事業を成し遂げることで、資源
を持たない日本が知的活動、人材輩出により世界に


